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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　
回次 第132期 第133期 第134期 第135期 第136期
決算年月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月

(1) 連結経営指標等
売上高 (百万円) 212,819 220,204 215,479 241,668 298,196
経常利益 (百万円) 1,910 6,155 9,004 10,234 4,560
当期純利益 (百万円) 2,373 3,202 7,137 6,202 1,876
純資産額 (百万円) 92,148 94,282 103,784 112,281 109,406
総資産額 (百万円) 179,752 180,866 190,828 196,007 205,824
１株当たり純資産額 (円) 533.21 545.42 600.62 624.55 605.92
１株当たり当期純利益 (円) 13.66 18.20 41.00 35.91 10.87
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.3 52.1 54.4 55.0 50.7
自己資本利益率 (％) 2.6 3.4 7.2 5.9 1.8
株価収益率 (倍) 25.26 32.97 22.20 20.83 35.60
営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,616 9,414 8,927 6,890 △16,849

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,341 △7,427 △6,725 △6,968 △3,854

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,554 △2,551 1,272 △2,185 16,345

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 9,150 8,468 12,401 10,354 6,165

従業員数 (名)
2,715
(274)

2,538
(304)

2,551
(231)

2,601
(253)

2,484
(207)

(2) 提出会社の経営指標等
売上高 (百万円) 1,610 127,559 165,368 162,621 193,763
経常利益 (百万円) 116 5,036 7,529 7,228 3,618
当期純利益 (百万円) 1 2,376 4,088 3,203 748
資本金 (百万円) 16,332 16,332 16,332 16,332 16,332
発行済株式総数 (千株) 173,339 173,339 173,339 173,339 173,339
純資産額 (百万円) 86,673 87,951 93,924 94,692 89,698
総資産額 (百万円) 103,615 140,151 151,821 154,841 158,219
１株当たり純資産額 (円) 501.25 508.54 543.26 548.13 520.27
１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

7.00
(3.50)

7.00
(3.50)

7.50
(3.50)

10.00
(4.00)

10.00
(5.00)

１株当たり当期純利益 (円) 0.01 13.46 23.37 18.54 4.34
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 83.6 62.8 61.9 61.2 56.7
自己資本利益率 (％) 0.0 2.7 4.5 3.4 0.8
株価収益率 (倍) 41,849.43 44.59 38.94 40.34 89.24
配当性向 (％) 84,422.5 52.0 32.1 53.9 230.6
従業員数 (名) 70 1,109 1,033 1,028 1,079
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(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　提出会社の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額および連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。

３　従業員数は就業人員であります。なお、従業員数欄の(外書)は、臨時従業員数の年間平均雇用人数であります。

４　第133期の提出会社の各数値については、平成16年7月１日に連結子会社であった日清オイリオ株式会社、リ

ノール油脂株式会社およびニッコー製油株式会社を吸収合併したため大幅に変動しております。

５　純資産額の算定にあたり、第135期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。

６　第135期は、創立100周年に当たり1株につき2円の記念配当を実施しております。
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２ 【沿革】

明治40年３月日清豆粕製造株式会社の名称で創立し、東京市に本社、大連に支店および工場を開設。

大豆油および大豆粕の製造加工並びに貿易を行う。

大正７年７月 社名を「日清製油株式会社」に改め横浜市所在の松下豆粕製造所を合併。従来の大豆

単一製造から各種植物油脂および油粕等を多角的に製造加工する総合植物油脂産業

に発展。

昭和20年５月戦災により横浜工場を焼失。終戦により大連工場その他の在外資産を喪失。その後、那

須疎開工場、山梨醸造工場により操業を継続。

昭和22年８月日清商事株式会社設立。

昭和22年10月リノール油脂株式会社(当時　東濱油脂化学工業株式会社）設立。

昭和24年１月横浜工場を再建し、操業を開始。

昭和24年４月北海製油株式会社を合併、当社小樽工場となる。

昭和24年６月東京証券取引所市場第一部に上場。

昭和28年８月神戸工場操業開始。小樽工場を廃止、小樽出張所となる。

昭和29年６月大阪支店を開設。

昭和30年９月大阪証券取引所市場第一部に上場。

昭和32年６月名古屋出張所を開設。同44年５月営業所、同52年９月支店となる。

昭和33年11月小樽出張所を廃止して札幌出張所を開設。同44年５月営業所、同48年12月支店となる。

昭和34年１月攝津製油株式会社の経営に参画。

昭和34年４月研究所を開設。

昭和34年12月福岡出張所を開設。同44年５月営業所、同52年９月支店となる。

昭和35年４月仙台出張所を開設。同44年５月営業所、同52年９月支店となる。

昭和38年11月横浜根岸湾埋立地において横浜磯子工場操業開始。横浜工場を横浜神奈川工場と改

称。

昭和44年５月リノール油脂株式会社の経営に参画。

昭和44年５月横浜営業所を開設。同63年１月支店となる。

昭和44年６月広島出張所を開設。同52年９月営業所、同59年２月支店となる。

昭和44年９月株式会社マーケティングフォースジャパン設立(当時　日清サラダ油株式会社　平成11

年４月より現社名)。

昭和45年４月高崎出張所を開設。同59年２月高崎出張所を廃止して関東信越支店を開設。

昭和48年９月横浜神奈川工場を廃止。

昭和50年11月ニッシンサービス株式会社設立。

昭和54年４月日清プラントエンジニアリング株式会社設立。

昭和55年８月ニッコー製油株式会社設立および経営に参画。

昭和58年３月食品営業本部を設置。東京支店を開設。

昭和58年８月日清ファイナンス株式会社設立。

昭和59年７月株式会社ゴルフジョイ設立。

昭和59年12月日清サイエンス株式会社設立(当時　日清ファインケミカル株式会社　平成７年４月社

名変更)。

昭和63年４月日清サイロ株式会社設立。

昭和63年９月日本と中国の合弁企業として大連日清製油有限公司に関わる契約を調印。

平成２年６月 日清マリンテック株式会社設立。

平成２年９月 大連日清製油有限公司の工場操業開始。

平成３年４月 本社社屋新築工事竣工。
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　 平成４年７月 日清サイロ株式会社とニッシンサービス株式会社を合併して社名を日清物流株式会

社に変更。

平成５年３月 横浜支店を神静支店と改称。

平成６年11月SOUTHERN NISSHIN BIO-TECH SDN.BHD 設立。

平成６年11月株式会社NSP(当時　日本ソフトウェアプランニング株式会社　昭和53年７月設立　平成

７年８月社名変更)の経営に参画。

平成７年10月研究所を横須賀市へ移転。横浜神奈川事業所を開設。

平成７年10月和弘食品株式会社(昭和39年３月設立)と業務提携。

平成８年３月 東京支店と神静支店を統合し、東京支店となる。

平成10年１月堺事業場の工場操業開始。

平成10年３月国際的な品質マネジメントシステムである「ISO9001」の認証を取得。

平成11年３月神戸工場を廃止。

平成11年４月堺事業場の第二期工事が完了し、本格稼働を開始する。

平成12年９月国際的な環境マネジメントシステムである「ISO14001」の認証を取得。

平成13年10月日清商事株式会社が久保株式会社と合併。

平成14年４月リノール油脂株式会社およびニッコー製油株式会社それぞれとの間で両社を完全子

会社とする株式交換を実施。

平成14年10月分社型の新設分割を行い、当社の営業の全部を承継させる日清オイリオ株式会社を設

立。当社は、純粋持ち株会社となり、会社名を「日清製油株式会社」から「日清オイリ

オグループ株式会社」に変更。

平成15年10月日清奥利友(中国)投資有限公司設立。

平成16年７月日清オイリオ株式会社、リノール油脂株式会社およびニッコー製油株式会社を吸収合

併。

平成17年３月大連北良地区における大連日清製油有限公司の第２工場が操業を開始。

平成17年11月INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHDの株式を取得し経営に参画。

平成18年２月もぎ豆腐店株式会社の株式を取得し経営に参画。

平成19年３月創立100周年。

平成19年９月株式会社ピエトロ(昭和60年７月設立)と業務提携。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社26社、関連会社14社およびその他の関係会社2社で構成され、製油関連事業、

ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業、ファインケミカル事業を主な事業とし、さらに不動産賃貸、包装サービス、

港湾荷役、倉庫業、飲食店・スポーツ施設の経営、水産事業、コンピュータシステムの開発および販売等の事

業活動を展開しております。

当社グループの事業に係る位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

なお、その他の関係会社2社とは、下記のセグメントの内、主に製油関連事業およびファインケミカル事業と

の間で原料、食品、油脂、油粕等の売買を行っております。

〔製油関連事業〕

当社が食品、油脂製品および油脂加工製品、油粕製品および穀類の製造販売を、連結子会社である攝津製

油㈱が油脂製品および油脂加工製品の製造販売を、関連会社である統清股フン有限公司および張家港統清

食品有限公司が加工油脂製品の製造販売を、連結子会社である大連日清製油有限公司が油脂製品、油粕製品

の製造販売を、連結子会社である上海日清油脂有限公司が油脂製品の製造販売を、連結子会社である

INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHDおよびSOUTHERN NISSHIN BIO-TECH SDN. BHDが加工油脂製品

の製造販売をそれぞれ行っております。また、関連会社であります和弘食品㈱は麺類用スープ・畜肉・水産

製品の調味液等の製造販売を行っております。

当社の製造において、食品の充填・包装等の一部、油脂製品および油脂加工製品の製造の一部を攝津製油

㈱に委託するとともに、INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHDおよびSOUTHERN NISSHIN BIO-TEC

H SDN. BHDより油脂加工製品の一部を輸入しております。

また、販売においては、食品、油脂製品および油脂加工製品、油粕製品および穀類の販売の一部を連結子会

社である日清商事㈱、関連会社である幸商事㈱および㈱日清商会を通じて、それぞれ行っております。

上記以外の会社で、製油関連事業を営んでいる子会社は4社、関連会社は3社であります。

〔ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業〕

当社が健康機能食品、治療関連食品、ドレッシング・マヨネーズ類および大豆たん白等の製造販売を、連

結子会社である日清サイエンス㈱およびもぎ豆腐店㈱がそれぞれ健康機能食品、治療関連食品等の製造販

売、大豆加工食品の製造販売を行っております。また、関連会社である㈱ピエトロはドレッシング等の食品

製造販売および飲食店経営を行っております。

　上記以外の会社でヘルシーフーズ・大豆蛋白事業を営んでいる関連会社は2社であります。

〔ファインケミカル事業〕

当社が化粧品、化学品等の製造販売を行っております。

　上記以外の会社でファインケミカル事業を営んでいる子会社は1社であります。

〔その他事業〕

当社が不動産賃貸業を、攝津製油㈱が洗剤の製造販売および不動産賃貸を、連結子会社である日清物流㈱

が物流事業をそれぞれ行っております。当社は輸入原材料の入出庫に係る港湾荷役および製品物流を日清

物流㈱に、食品の販売促進および人材の派遣を連結子会社である㈱マーケティングフォースジャパンに、ま

た、コンピュータシステムの開発、保守を連結子会社である㈱NSPにそれぞれ委託しております。連結子会社

である日清物流㈱および㈱ゴルフジョイは当社より設備を賃借し、それぞれ倉庫業およびゴルフ練習場の

経営を行っております。また、連結子会社である日清プラントエンジニアリング㈱および日清ファイナンス

㈱がそれぞれエンジニアリング業、損害保険代理業を行っております。さらに連結子会社である日清マリン

テック㈱が水産飼料の製造販売、稚魚の養殖を、関連会社である㈱テンコーポレーションが飲食店の経営を

それぞれ行っております。上記以外の会社でその他事業を営んでいる子会社は6社、関連会社は2社でありま

す。
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系統図は以下のとおりです。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は出
資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)

攝津製油㈱
　(注3,6)

大阪府
大阪市福島区

1,299
製油関連事業
その他事業

53.8
(1.9)

―
貸付金　有
役員の兼任　有

日清商事㈱
　(注2,4,6,7)

東京都中央区 99製油関連事業
48.3
(2.8)

―
借入金　有
役員の兼任　有

日清物流㈱
神奈川県
横浜市磯子区

100その他事業 100.0 ―
借入金　有
役員の兼任　有

㈱ＮＳＰ
神奈川県
横浜市西区

233その他事業 70.9 ―
借入金　有
役員の兼任　有

㈱マーケティング
フォースジャパン

東京都中央区 10その他事業 100.0 ― 借入金　有

日清プラント
エンジニアリング㈱

神奈川県
横浜市磯子区

32その他事業 100.0 ―
借入金　有
役員の兼任　有

㈱ゴルフジョイ
神奈川県
横浜市神奈川区

10その他事業 100.0 ― 借入金　有

日清サイエンス㈱
神奈川県
横浜市神奈川区

240
ヘルシーフー
ズ・大豆蛋白
事業

100.0 ―
貸付金　有
役員の兼任　有

日清マリンテック㈱
神奈川県
横浜市神奈川区

475その他事業 100.0 ―
貸付金　有
役員の兼任　有

大連日清製油有限公司
　(注2,6)

中国遼寧省
千米ドル
77,540

製油関連事業
78.0
(31.8)

―

債務保証　有
貸付金　有
差入指導念書　有
役員の兼任 有

上海日清油脂有限公司
　(注6)

中国上海市
千米ドル
7,900

製油関連事業
96.0
(59.5)

―
債務保証　有
役員の兼任　有

SOUTHERN NISSHIN
BIO-TECH SDN.BHD

マレーシア
ジョホール州

千マレーシア
リンギット
15,000

製油関連事業 63.5 ― 役員の兼任　有

日清奥利友(中国)
投資有限公司
　(注2)

中国上海市
千米ドル
31,857

製油関連事業 100.0 ―
貸付金　有
役員の兼任 有

INTERCONTINENTAL
SPECIALTY FATS SDN.BHD
　(注2,7)

マレーシア
セランゴール州

千マレーシア
リンギット
85,860

製油関連事業 78.7 ― 役員の兼任　有

日清ファイナンス㈱
　(注6)

東京都中央区 73その他事業
98.5
(68.5)

― 借入金　有

ヤマキウ運輸㈱
　(注6)

東京都品川区 99その他事業
86.0
(86.0)

― ―

陽興エンジニアリング㈱ 岡山県倉敷市 20その他事業 100.0 ― 借入金　有

もぎ豆腐店㈱ 埼玉県本庄市 48
ヘルシーフー
ズ・大豆蛋白
事業

69.7 ―
貸付金　有
借入金　有
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名称 住所
資本金又は出
資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(持分法適用関連会社)

㈱ピエトロ
　(注3）

福岡県
福岡市中央区

474
ヘルシーフー
ズ・大豆蛋白
事業

20.0 ― ―

和弘食品㈱
　(注3,5）

北海道小樽市 1,413製油関連事業 19.3 ― ―

㈱テンコーポレーション
　(注3,5）

東京都台東区 433その他事業 15.0 ― 役員の兼任　有

幸商事㈱
　(注5)

東京都中央区 100製油関連事業 17.1 0.1役員の兼任　有

㈱日清商会 栃木県宇都宮市 75製油関連事業 40.0 0.0―

ニッコー運輸㈱ 岡山県倉敷市 11その他事業 28.0 ― ―

統清股フン有限公司 台湾台南縣
千台湾ドル
120,000

製油関連事業 44.0 ― 役員の兼任　有

張家港統清食品有限公司
　(注6)

中国江蘇省
千米ドル
17,000

製油関連事業
30.0
(10.0)

― 役員の兼任　有

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

議決権の
被所有割合
(％)

関係内容

(その他の関係会社)

三菱商事㈱
　(注3)

東京都千代田区 201,825
内外物資の輸
入および販売
業

0.0 16.8

製油関連各社およびファイ
ンケミカル事業との間で、
原料、食品、油脂、油粕等の
売買を行っております。
役員の兼任　有

丸紅㈱
　(注3)

東京都千代田区 262,686
内外物資の輸
入および販売
業

0.0 15.2

製油関連各社およびファイ
ンケミカル事業との間で、
原料、食品、油脂、油粕等の
売買を行っております。
役員の兼任　有

(注) １　主要な事業の内容欄には、主として事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　日清商事㈱、大連日清製油有限公司、日清奥利友(中国)投資有限公司およびINTERCONTINENTAL SPECIAL

TY FATS SDN.BHDが特定子会社に該当しております。

３　有価証券報告書を提出している会社は、攝津製油㈱、㈱ピエトロ、和弘食品㈱、㈱テンコーポレーション、三菱商

事㈱および丸紅㈱であります。

４　日清商事㈱の持分は100分の50以下でありますが、実質的な支配力を持っているため連結子会社としておりま

す。

５　和弘食品㈱、㈱テンコーポレーションおよび幸商事㈱の持分は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を

持っているため関連会社としております。

６　(　)内は間接所有割合(内書き)であります。

７　日清商事㈱およびINTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHDについては売上高(連結会社相互間の内部売上

高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

　

主要な損益情報等
日清商事㈱

INTERCONTINENTAL SPECIALTY
 FATS SDN.BHD

(百万円) (千マレーシア
リンギット) (百万円)

①売上高 34,9901,450,65649,346

②経常利益 17 71,211 2,422

③当期純利益 67 51,629 1,756

④純資産額 1,453 210,332 7,154

⑤総資産額 9,055 441,303 15,011
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成20年3月31日現在)

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

製油関連事業
1,481
(30)

ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業
150
(27)

ファインケミカル事業 75

その他事業
536

(150)

全社 242

合計
2,484
(207)

(注) １　従業員数は就業人員であります。なお、(外書)は臨時従業員数の年間平均雇用人数であります。

２　当連結会計年度より中期経営計画「ＧＲＯＷＴＨ １０ フェーズⅠ」のスタートに合わせ、事業の種類別セグ

メントの名称について、従来の「ヘルシーフーズ事業」を「ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業」に名称変更し

ております。

　

(2) 提出会社の状況

(平成20年3月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,079 39.1 16.5 7,099,181

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループの労働組合は、日清オイリオグループ労働組合、攝津製油労働組合等が組織されておりま

す。組合との交渉はすべて円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における日本経済は、緩やかな回復基調で推移してきましたが、鉱工業生産の減少や企

業収益の悪化などから、年度末にかけて減速感が強まりました。さらに、米国サブプライムローン問題に

端を発した金融不安やそれに伴う米国経済の減速などにより、下振れリスクが強くなっております。

　製油業界におきましては、ＢＲＩＣｓの食糧需要増加や農産物資源のバイオ燃料としての利用などによ

る旺盛な油脂需要の影響により穀物相場全体が高騰いたしました。期末には調整的な動きはありました

が、投機資金の流入などにより史上最高値を更新するなど、総じて過去にない高水準で推移し、主要原材

料である大豆・菜種・パーム油などの価格が一段の値上がりとなりました。さらに、原油価格も同様に高

水準を維持したことから、資材費、製品・原材料の輸送費、工場の燃料費など広範にわたるコスト負担が

増大し、当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が続きました。

　このような状況下、当社グループでは、当年度から「ＧＲＯＷＴＨ １０～『“植物のチカラ”を新たな

価値へ』成長１０年構想～」をスタートさせ、技術に立脚した国際的な企業グループの形成を目指して

おります。その中で、今年度からの当初４年間を「ＧＲＯＷＴＨ １０ フェーズⅠ」と位置づけ、飛躍の

ための基盤づくりを進めております。具体的には、技術に立脚した新商品開発や高付加価値商品の拡販に

加え、コストに見合った適正な販売価格の形成やコスト競争力の強化など、安定的な収益力の構築に取り

組んでまいりました。特に、食用油をはじめとした販売価格改定には鋭意取り組みましたが、原材料価格

が高騰し続けたため、度重なる改定交渉を強いられたうえ、浸透に時間を要したこともあり、当初見込ん

でいた利益の確保には至りませんでした。また、年度末には穀物相場が調整的な動きをしたことや、為替

相場も円高水準で推移したため、原材料の低価法評価損を計上することとなりました。一方、コスト圧縮

の効果やINTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHDをはじめとした子会社の業績は順調に推移いたし

ました。

　これらの結果、当連結会計年度における売上高は前連結会計年度に比べ23.4％増加の2,981億96百万円

となりました。利益面では、営業利益が41億13百万円と前連結会計年度比47.5％減少し、経常利益も前連

結会計年度比55.4％減少の45億60百万円となりました。当期純利益につきましても、18億76百万円と前連

結会計年度に比べ69.8％減少いたしました。

なお、１株当たり当期純利益は10円87銭となっております。

〔製油関連事業〕

(国内)

家庭用食用油につきましては、「ヘルシーリセッタ」「ヘルシーコレステ」「日清キャノーラ油」

「日清キャノーラ油ヘルシーライト」などの高付加価値商品は継続して拡販を推進したことから、販売

数量が前期に比べ増加いたしました。また、レギュラー油とともに、原材料価格高騰などのコスト増加に

見合った販売価格の改定に継続して取り組んだ結果、販売価格は前期を上回りました。
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贈答用詰合セットにつきましては、ギフト市場全体がほぼ横ばいであるものの、食用油・調味料ギフト

市場は前期を若干下回るという環境の下、「ヘルシーリセッタ」「ヘルシーコレステ」を中心とした健

康オイルギフトや他社商品を組み合わせたバラエティギフトをはじめ好調に推移いたしました。この結

果、販売数量は前期に比べ増加するとともに、高付加価値商品の販売構成比率が高まったこともあり、売

上高は前期を上回りました。

　業務用食用油につきましては、引き続き販売価格の改定に鋭意取り組んだ結果、販売価格は前期に比べ

上昇いたしました。販売数量については、プレミアム油は前期に比べ増加したものの、レギュラー油が減

少したこともあり、業務用食用油全体では前期を下回る結果となりました。

　加工用油脂につきましては、販売数量は前期を下回ったものの、販売価格はコスト上昇に見合った是正

を行った結果、前期を上回りました。

　加工油脂につきましては、ショートニングが好調だったことなどにより、販売数量・販売価格とも前期

を上回る結果となりました。

　大豆粕につきましては、販売数量は前期並みとなりましたが、販売価格は国際市況の上昇および海上運

賃の高騰の影響から前期を上回りました。菜種粕につきましては、生産量が減少したことに伴い販売数量

も前期に比べ減少いたしましたが、販売価格は大豆粕と同様に前期を上回りました。

(海外)

大連日清製油有限公司では、日本と同様に原材料価格が高騰したことに加え、中国国内において、上半

期には大豆粕の需要が低迷し、下半期には中国政府による物価抑制策の影響もあり、厳しい経営環境下に

ありました。その結果、販売数量、売上高は前期を上回ったものの、利益面では苦戦を強いられました。

　INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHDにつきましては、原材料価格が高騰する中、販売価格改定を

進めるとともに、欧州向け中心に輸出が好調だったことなどから、販売数量、売上高ともに前期を上回り

ました。また、利益面でもほぼ前年並みの水準を確保することができました。

これらの結果、当セグメントの売上高は前期に比べ26.0％増加の2,726億47百万円となり、営業利益は

前期に比べ50.4％減少の35億円23百万円となりました。

　

〔ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業〕

生活習慣病対応食品につきましては、「食物繊維入り緑茶」を中心とした特定保健用食品が特に通信

販売チャネルで伸びたこと等により、販売数量、売上高とも前期に比べ大きく増加いたしました。

　介護食品につきましては、嚥下障害用食品「トロミアップ」シリーズが好調を維持いたしました。

　治療関連食品につきましては、高齢者向け、腎不全領域、泌尿器関連とも前期を上回る結果となりまし

た。

　ドレッシング・マヨネーズ類につきましては、商品リニューアルを含め、拡販に継続して取り組んだ結

果、「ドレッシングダイエット」「リセッタドレッシングソース」を中心に好調に推移し、販売数量、売

上高ともに前期を上回りました。

　大豆たん白につきましては、原材料価格高騰に対応すべく販売価格改定に取り組んだ結果、販売価格は

前期を上回ったものの、食の安全性に係る社会問題が続いたことなどを背景にした需要低迷もあり販売

数量は前期を下回る結果となりました。
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大豆加工食品につきましては、豆腐の需要が微減傾向にある中、ブランド価値の維持に向けた販売戦略

をとったことなどから、業績は順調に推移いたしました。

　これらの結果、当セグメントの売上高は前期に比べ0.5％増加の86億16百万円となり、営業損失は前期に

比べ17.0％増加の7億79百万円となりました。

　なお、中期経営計画「ＧＲＯＷＴＨ １０ フェーズⅠ」のスタートに合わせ、当期からセグメント名称

を「ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業」に変更しております。

　

〔ファインケミカル事業〕

化粧品原料につきましては、国内では大手化粧品メーカー向けの汎用品出荷が減少したものの、欧州、

および中国向けを中心に輸出が好調だったことから、販売数量は前期に比べ増加いたしました。販売価格

については、国内需要、輸出とも、高付加価値商品の比重が高まったことから前期を上回りました。

　化学品につきましては、情報関連分野向け、各種潤滑油向けともに好調に推移いたしました。その結果、

販売価格は前期を下回ったものの、販売数量が前期に比べ大きく伸びたため、売上高は前期を上回りまし

た。

　中鎖脂肪酸油につきましては、主要顧客である香料向け、流動食向けが概ね順調に推移したことにより

販売数量は前期に比べ若干増加しました。販売価格は、高付加価値商品の比重が高まったことや年度後半

に価格改定に取り組んだことなどにより前期を上回りました。

　これらの結果、当セグメントの売上高は前期に比べ10.8％増加の54億5百万円となり、営業利益は前期に

比べ3.4％減少の4億25百万円となりました。

　

〔その他事業〕

情報システム事業の売上高はほぼ前期並みとなったものの、エンジニアリング事業をはじめその他事

業に属する連結子会社の売上高は前期を下回る結果となりました。このため、当セグメントの売上高は、

前期に比べ3.0％減少の115億26百万円となり、営業利益は前期に比べ1.3％減少の9億51百万円となりま

した。

　

なお、事業別の営業損益につきましては、セグメント間消去前であり、合計は連結営業利益と一致して

おりません。
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［所在地別セグメント］

本邦における売上高は、前期に比べ15.1％増加の2,252億93百万円、営業利益は前期に比べ58.1%減少の

24億26百万円となりました。中国、マレーシアなどのアジアにおける売上高は、前期に比べ58.6％増加の

729億2百万円、営業利益は前期に比べ16.2%減少の17億23百万円となりました。

　

［海外売上高］

海外売上高は727億57百万円と、前期に比べ46.7％増加いたしました。これは、主として、海外の子会社

において国内と同様に原材料価格高騰に対応した販売価格改定を行った結果、売上高が増加したためで

あります。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は61億65百万円となり、前連結会計年度末に比

べ41億88百万円減少いたしました。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

　税金等調整前当期純利益の減少により52億34百万円のキャッシュ・フローが減少したことに加え、棚卸

資産の増加幅が拡大するとともに仕入債務が減少に転じたことにより214億95百万円のキャッシュ・フ

ローの減少となりました。一方、負ののれんの償却が前連結会計年度で終了したことや法人税等の支払額

が減少したこと等によりキャッシュ・フローが35億52百万円増加いたしました。これらの結果、営業活動

によるキャッシュ・フローは前期に比べ237億39百万円減少いたしました。

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

　有形固定資産の取得による支出が18億58百万円減少するとともに、投資有価証券の売却による収入が9

億59百万円増加したことなどにより、投資活動によるキャッシュ・フローは前期に比べ31億14百万円増

加いたしました。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

　配当金支払いが5億17百万円増加したものの、社債の借り換えやコマーシャルペーパーの発行など有利

子負債の純増加によりキャッシュ・フローは前期に比べ190億37百万円増加いたしました。これらの結

果、財務活動によるキャッシュ・フローは前期に比べ185億30百万円の増加となりました。

　
前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,890 △ 16,849

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,968 △ 3,854

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,185 16,345

現金及び現金同等物の増減額（△減少） △ 2,161 △ 4,188

連結範囲の変更による期首残高増加額 114 －

現金及び現金同等物の期末残高 10,354 6,165
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

製油関連事業 221,920 ＋44.0

ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業 4,746 △3.1

ファインケミカル事業 4,726 ＋23.8

その他事業 4,161 △30.4

合計 235,555 ＋39.5

(注) １　金額は、原価計算に利用した価格等により算定しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社グループでは、計画に基づく生産を行っているため受注実績はありません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

製油関連事業 272,647 ＋26.0

ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業 8,616 ＋0.5

ファインケミカル事業 5,405 ＋10.8

その他事業 11,526 △3.0

合計 298,196 ＋23.4

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２. 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

三菱商事株式会社 36,164 15.0 43,342 14.5
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３ 【対処すべき課題】

新興国の経済成長に伴う消費量増加や欧米を中心としたバイオ燃料への利用拡大に加え、世界的な余剰

資金が商品市場へ流入しており、穀物相場は歴史的な高値圏で推移しております。当社の搾油原料である大

豆・菜種の相場が上昇しているほか、パーム油も相場高騰により仕入価格が上昇しております。また、原油

高騰に伴いエネルギーコストも高止まりしており、当社を取り巻くコスト環境はかつて経験したことのな

いほど厳しいものとなっております。

　このような厳しい経営環境ではありますが、当年度から中期経営計画「ＧＲＯＷＴＨ １０ フェーズⅠ」

をスタートし、目標の達成に向けて、それぞれの課題に対して一層スピードを上げて取り組んでまいりま

す。

　具体的には、製油事業においてはコストに見合った価格是正の実現と安全で安心できる商品・サービスの

安定的な供給に努めるとともに、徹底した効率化の追求によるコスト競争力の獲得や高付加価値商品の継

続的な上市と市場定着により、安定的な収益の獲得を図ってまいります。さらに、海外市場での高付加価値

商品展開の加速化、加工油脂事業でのスペシャリティファット＆オイル事業の拡大、ヘルシーフーズ事業、

ファインケミカル事業の事業規模拡大等を進めるとともに、コア育成事業として大豆蛋白事業およびエコ

リオ事業へ経営資源を重点的に投入することで、１０年後の飛躍的な発展に向けた事業基盤の構築を図っ

てまいります。

　また、企業価値の最大化に向けたコーポレートブランド戦略の展開とともに、コンプライアンス体制の強

化や内部統制システムの整備・運用をはじめ、コーポレートガバナンスの強化を進めてまいります。

　昨今の原材料の偽装表示や賞味期限の改ざん等、食の安全性にまつわる不祥事に消費者の食に対する不安

が高まっておりますが、当社は「法的な責任を果たすこと」はもちろんのこと、安全で安心できる商品や

サービスの安定的な提供、環境への取組み、社会貢献、適切な情報開示など、「あらゆるステークホルダーか

らの期待に応えること」がＣＳＲ(企業の社会的責任)であると考えており、全社一丸となってＣＳＲへの

取組みを推進してまいります。

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第

127条柱書に定義されるものをいい、以下「基本方針」といいます）に照らして不適切な者によって当社の

財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み（会社法施行規則第127条第２号ロ

に定義されるものをいいます）の一つとして、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（以下「本プ

ラン」といいます）を導入しております。

　「本プラン」の内容は、以下のとおりであります。
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(当社株式の大規模買付行為に関する対応方針)

(1) 基本方針について

① 当社の企業価値の源泉について

当社は、明治40年の創立以来100年以上に亘り、製油業界のリーディングカンパニーとして“植物のチ

カラ”を活かした多彩な商品を提供し、食卓を通して人々の栄養改善や健康の維持・向上に取り組み、社

会の皆様から高い信頼とご支持をいただいてまいりました。特に食用油の分野では、「日清キャノーラ

油」等のプレミアムオイルをはじめ、永年ご愛顧いただいております「日清サラダ油」や「ＢＯＳＣＯ

オリーブオイル」、「日清純正ごま油」、さらには当社独自のエステル交換技術により“中鎖脂肪酸”の

機能を初めて食用油に活かした特定保健用食品「ヘルシーリセッタ」を発売し、国内の家庭用市場では

トップシェアを維持しております。その他、健康オイルを使用したドレッシング等の加工食品や生活習慣

病対応食品、栄養調整食品等「健康」をキーワードにした食品、化粧品原料を中心としたファインケミカ

ル商品等、幅広い分野で事業を展開しております。また、当社は、株主の皆様をはじめとするあらゆるス

テークホルダー (利害関係者）にとって存在価値のある企業として、「おいしさ・健康・美」の追求を

コアコンセプトに、永年培ってまいりました食に関わる技術をベースとした新たな価値を創造・提案す

ることによって、人々の幸せを実現するとともに、社会・経済の発展に貢献し続けていくことを使命とし

ております。さらに、当社の全ての役員・従業員が、強い責任感を持って地球環境問題への取組みや社会

貢献等のＣＳＲ（企業の社会的責任）活動を推進するとともに、社会の一員として関係法令等を遵守し、

社会倫理・通念に適合した責任ある行動を徹底しております。こうした企業活動を積み重ねていくこと

により日清オイリオブランドをさらに強固なものとし、株主の皆様をはじめとするあらゆるステークホ

ルダーからの信頼とご支持を得ながら、中長期的な視点に基づく企業価値の最大化に努めております。

食用油は、皆様の毎日の生活に欠かすことのできないものであります。当社は、安全で、かつ皆様が安心

してお使いいただけるような高品質の食用油を安定的に提供し続けるという責務を負っており、当社に

はそのための事業体制を構築し維持することが求められております。こうしたことから、当社の経営にあ

たっては、製油業に関する広範な知識と豊富な経験、蓄積された高い技術力、創立以来100年以上の永きに

亘って培ってきた株主の皆様をはじめとするあらゆるステークホルダーからの信頼とご支援が不可欠で

あり、これらが当社の企業価値及び株主の皆様共同の利益の源泉であると考えております。

② 当社グループの企業価値・株主の皆様共同の利益の確保・向上に向けた取組みについて

(a) 10ヵ年経営基本構想「ＧＲＯＷＴＨ １０」

当社並びにその子会社及び関連会社（以下「当社グループ」といいます）は平成19年度から平成

28年度までの10ヵ年経営基本構想「ＧＲＯＷＴＨ １０～『“植物のチカラ”を新たな価値へ』成

長10年構想～」を策定し、“植物のチカラ”で新たな価値を創造し続ける国際的な企業グループを

目指して次の５つの目標を掲げ、企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上に努めています。
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1．“植物のチカラ”を独創的な技術で具現化

“植物のチカラ”を独創的な技術で新たな価値に変える企業グループを目指します。

2．海外売上高比率３割以上の国際企業への飛躍

グローバルな視野で事業・ブランドを展開することにより海外売上比率３割以上の国際的な企業

グループを目指します。

3．ＣＳＲ活動による社会・環境への貢献

社会・環境への誠実な貢献を通じて厚い信頼と高い評価を得る企業グループを目指します。

4．あらゆる場での絶え間ない革新

あらゆる場で絶え間ない挑戦と革新を続ける強い意志、風土をもつ企業グループを目指します。

5．高い収益構造の獲得

高い収益構造を有する企業グループを目指します。

この10ヵ年の経営基本構想のうち、平成22年度までの最初の４年間を中期経営計画「ＧＲＯＷＴ

Ｈ １０ フェーズⅠ」とし、安定した収益構造と独創的な技術を有した食品企業グループの実現を

目指し、国際的な企業グループへの飛躍のための基盤づくりに努めてまいります。

(b) コーポレートガバナンスの強化

当社は、社会の皆様から一層の期待と信頼をいただくために、健全で透明性の高い経営を目指し、

コーポレートガバナンスの強化を経営上の最も重要な課題の一つとして位置付けております。

　当社の取締役会は社外取締役３名を含む18名で構成され、法令で定められた事項及び経営上の重要

事項を審議・決定しております。また、当社は執行役員制度を導入しており、執行役員は取締役から

業務執行権限を委譲され、取締役会の方針に則り、取締役の了解のもとで業務執行に携わっておりま

す。監査役会は社外監査役３名を含む４名で構成され、監査役は取締役会やその他重要な会議への出

席、業務及び財産の状況調査等を通じて、取締役・執行役員の業務執行を監査しております。

　こうした経営体制のもとで、内部統制システムの構築、リスクマネジメント委員会やコーポレート

ガバナンス協議会の設置及び企業倫理ホットラインの設置等の具体的な施策を推進しております。

③ 基本方針の内容

当社は、当社の企業価値の源泉が、以上で述べてまいりましたような当社グループが明治40年の創立以

来100年以上の永きに亘って培ってきた経営資源に存することに鑑み、特定の者又はグループが当社の議

決権の20％以上の議決権を有する株式を取得することにより、このような当社グループの企業価値又は

株主の皆様共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定の者又はグループは当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令等及び定款によって許容される

限度において当社グループの企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講

じることを、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針といたします。
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(2) 本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取組み）について

① 本プラン導入の目的について

当社は、上記(1)記載の基本方針に基づき、当社の総議決権の20％以上の議決権を有する株式（以下

「支配株式」といいます）の取得を目指す者及びそのグループの者（以下「買収者等」といいます）に

対して、場合によっては何らかの措置を講ずる必要が生じ得るものと考えますが、上場会社である以上、

買収者等に対して株式を売却するか否かの判断や、買収者等に対して会社の経営を委ねることの是非に

関する最終的な判断は、基本的には、個々の株主の皆様のご意思に委ねられるべきものだと考えておりま

す。しかしながら、株主の皆様に適切な判断を行っていただくためには、その前提として、上記のような当

社固有の事業特性や当社グループの歴史を十分に踏まえていただいた上で、当社の企業価値とその価値

を生み出している源泉につき適切な把握をしていただくことが必要であると考えます。そして、買収者等

による当社の支配株式の取得が当社の企業価値やその価値の源泉に対してどのような影響を及ぼし得る

かを把握するためには、買収者等から提供される情報だけでは不十分な場合も容易に想定され、株主の皆

様に適切な判断を行っていただくために、当社固有の事業特性を十分に理解している当社取締役会から

提供される情報及び当該買収者等による支配株式の取得行為に対する当社取締役会の評価・意見や、場

合によっては当社取締役会によるそれを受けた新たな提案を踏まえていただくことが必要であると考え

ます。従いまして、当社といたしましては、株主の皆様に対して、これらの多角的な情報を分析し、検討し

ていただくための十分な時間を確保することが非常に重要であると考えております。

　以上の見地から、当社は、上記(１)の基本方針を踏まえ、大規模買付行為 (下記②(a)に定義されます。以

下同じとします）を行おうとし、又は現に行っている者（以下「大規模買付者」といいます）に対して

事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供及び考慮・検討のための期間の確保を求めることに

よって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断されること、当社取締役会

が、独立委員会（下記②(e)に定義されます。以下同じとします）の勧告を受けて当該大規模買付行為に

対する賛否の意見又は大規模買付者が提示する買収提案や事業計画等に代替する事業計画等（以下「代

替案」といいます）を株主の皆様に対して提示すること、あるいは、株主の皆様のために大規模買付者と

交渉を行うこと等を可能とし、もって基本方針に照らして不適切な者（具体的には当社取締役会が所定

の手続に従って定める一定の大規模買付者並びにその共同保有者及び特別関係者並びにこれらの者が実

質的に支配し、これらの者と共同ないし協調して行動する者として当社取締役会が認めた者等をいい、以

下「例外事由該当者」といいます）によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組みの一つとして、本プランを導入いたしました。

② 本プランの内容について

本プランの具体的内容は以下のとおりです。

(a) 対抗措置発動の対象となる大規模買付行為の定義

次の1から3のいずれかに該当する行為（ただし、当社取締役会が予め承認をした行為を除きま

す）若しくはその可能性のある行為（以下 「大規模買付行為」と総称します）がなされ、又はなさ

れようとする場合に、本プランに基づく対抗措置が発動される場合があります。
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1．当社が発行者である株券等(注1)に関する当社の特定の株主の株券等保有割合(注2)が20％以上

となる当該株券等の買付けその他の取得(注3)

2．当社が発行者である株券等(注4)に関する当社の特定の株主の株券等所有割合(注5)とその特別

関係者(注6)の株券等所有割合との合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得(注7)

3．上記1又は2に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、当社の特定の株主が、当社の他の株

主（複数である場合を含みます。以下本3において同じとします）との間で、当該他の株主が当該特

定の株主の共同保有者(注8)に該当するに至るような合意その他の行為、又は当該特定の株主と当

該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して

行動する関係(注9)を樹立する行為(注10)(ただし、当社が発行者である株券等につき当該特定の株

主と当該他の株主の株券等保有割合の合計が20％以上となるような場合に限ります）

(注1) 金融商品取引法第27条の23第１項に定義される株券等をいいます。以下別段の定めがない限

り同じとします。

(注2) 金融商品取引法第27条の23第４項に定義される株券等保有割合をいいます。以下同じとしま

すが、かかる株券等保有割合の計算上、(ⅰ)同法第27条の２第７項に定義される特別関係者、並び

に(ⅱ)当該特定の株主との間でフィナンシャル・アドバイザー契約を締結している投資銀行、証

券会社その他の金融機関並びに大規模買付者の公開買付代理人及び主幹事証券会社（以下「契

約金融機関等」と総称します）は、本プランにおいては大規模買付者の共同保有者とみなしま

す。また、かかる株券等保有割合の計算上、当社の発行済株式の総数は、当社が公表している直近

の情報を参照することができるものとします。

(注3) 売買その他の契約に基づく株券等の引渡請求権を有すること及び金融商品取引法施行令第14

条の６に規定される各取引を行うことを含みます。

(注4) 金融商品取引法第27条の２第１項に定義される株券等をいいます。以下本2において同じとし

ます。

(注5) 金融商品取引法第27条の２第８項に定義される株券等所有割合をいいます。以下同じとしま

す。なお、かかる株券等所有割合の計算上、当社の総議決権の数は、当社が公表している直近の情

報を参照することができるものとします。

(注6) 金融商品取引法第27条の２第７項に定義される特別関係者をいいます。ただし、同項第１号に

掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条

第２項で定める者を除きます。なお、(ⅰ)共同保有者及び(ⅱ)契約金融機関等は、本プランにおい

ては大規模買付者の特別関係者とみなします。以下別段の定めがない限り同じとします。

(注7) 買付けその他の有償の譲受け及び金融商品取引法施行令第６条第２項に規定される有償の譲

受けに類するものを含みます。

(注8) 金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者をいいます。以下同じとします。
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(注9) 「当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれら

の者が共同ないし協調して行動する関係」が樹立されたか否かの判定は、新たな出資関係、業務

提携関係、取引ないし契約関係、役員兼任関係、資金提供関係、信用供与関係等の形成や、当該大規

模買付者及び当該他の株主が当社に対して直接・間接に及ぼす影響等を基礎に行うものとしま

す。

(注10) 上記3所定の行為がなされたか否かの判定は、当社取締役会が独立委員会の勧告に基づき合

理的に行うものとします。なお、当社取締役会は、当該3の要件に該当するか否かの判定に必要と

判断される範囲において、当社の株主に対して必要な情報の提供を求めることがあります。

(b) 意向表明書の提出

大規模買付者には、大規模買付行為の開始又は実行に先立ち、別途当社の定める書式により、本プ

ランに定める手続（以下「大規模買付ルール」といいます）を遵守することを当社取締役会に対し

て誓約する旨の大規模買付者代表者による署名又は記名押印のなされた書面及び当該署名又は押印

を行った代表者の資格証明書（以下これらをあわせて「意向表明書」といいます）を当社取締役社

長宛に提出していただきます。当社取締役会は、かかる意向表明書を受領した場合、直ちにこれを独

立委員会に提出いたします。

　意向表明書には、法令等及び大規模買付ルールを遵守する旨の誓約のほか、大規模買付者の氏名又

は名称、住所又は本店、事務所等の所在地、設立準拠法、代表者の氏名、日本国内における連絡先及び

企図する大規模買付行為の概要等も明示していただきます。なお、意向表明書における使用言語は日

本語に限ります。

　当社は、大規模買付者から意向表明書が提出された場合、当社取締役会又は独立委員会が適切と認

める事項について、適用ある法令等及び金融商品取引所規則に従って適時適切に開示します。

(c) 大規模買付者に対する情報提供要求

大規模買付者には、当社取締役会が意向表明書を受領した日から10営業日以内に、当社取締役会に

対して、次の1から13までに掲げる情報 (以下「大規模買付情報」と総称します）を提供していただ

きます。当社取締役会は、大規模買付情報を受領した場合、直ちにこれを独立委員会に対して提供し

ます。

　なお、当社取締役会が、大規模買付者から当初提供を受けた情報だけでは、当該大規模買付行為に応

じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断することや、当社取締役会及び独立委員会が当該大規模

買付行為に対する賛否の意見を形成して（以下「意見形成」といいます)、又は代替案を立案して

（以下「代替案立案」といいます）株主の皆様に対して適切に提示することが困難であると判断し

た場合には、合理的な期間の提出期限を定めた上で、当該定められた具体的期間及び合理的な期間を

必要とする理由を株主の皆様に対して開示することにより、株主の皆様による適切な判断並びに当

社取締役会及び独立委員会による意見形成及び代替案立案のために必要な追加情報の提供を随時大

規模買付者に対して要求することができるものとします。ただし、この場合、当社取締役会は、独立委

員会の意見を最大限尊重するものとします。
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また、当社取締役会が大規模買付情報の提供が完了したと判断した場合には、当社は、その旨を適

用ある法令等及び金融商品取引所規則に従って適時適切に開示します。さらに、当社は、当社取締役

会の決定に従い、大規模買付情報の受領後の適切な時期に、大規模買付情報のうち当該大規模買付行

為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断するために必要と認められる情報を適用ある法令

等及び金融商品取引所規則に従って原則として適時適切に開示します。ただし、当社取締役会は、か

かる判断及び決定にあたって、独立委員会の意見を最大限尊重するものとします。

　なお、大規模買付ルールに基づく大規模買付情報の提供その他当社への通知、連絡における使用言

語は日本語に限ります。

1．大規模買付者及びそのグループ（主要な株主又は出資者及び重要な子会社・関連会社を含み、大

規模買付者がファンド又はその出資に係る事業体である場合は主要な組合員、出資者（直接・間接

を問いません）その他の構成員並びに業務執行組合員及び投資に関する助言を継続的に行ってい

る者を含みます。以下同じとします）の概要 (具体的名称、資本構成、出資割合、財務内容、役員の氏

名及び略歴・過去における法令等への違反行為の有無（ただし、交通反則金処分及び軽犯罪を除き

ます)、並びに当社及び当社グループの事業と同種の事業についての経験及び今後の競業可能性等

の詳細に関する情報を含みます）

2．大規模買付者及びそのグループの内部統制システムの具体的内容及び当該システムの実効性の

有無及び状況

3．大規模買付行為の目的（なお、支配権取得若しくは経営参加、純投資若しくは政策投資、大規模買

付行為の後における当社の株券等の第三者への譲渡等、又は重要提案行為等（金融商品取引法第27

条の26第１項に定義される重要提案行為等をいいます。以下同じとします）を行うことその他の目

的がある場合には、その旨及び概要を含みます。なお、目的が複数ある場合にはその全てを記載して

いただきます)、方法及び内容（大規模買付行為により取得を予定する当社の株券等の種類及び数、

大規模買付行為の対価の種類及び価額、大規模買付行為の時期、関連する取引の仕組み、大規模買付

行為の方法の適法性、大規模買付行為及び関連する取引の実現可能性、大規模買付行為完了後に当

社株券等が上場廃止となる見込みがある場合にはその旨及びその理由を含みます。なお、大規模買

付行為の方法の適法性については資格を有する弁護士による意見書をあわせて提出していただき

ます）

4．重要提案行為等を行うことを大規模買付行為の目的とする場合、又は大規模買付行為の後に重要

提案行為等を行う可能性がある場合には、当該重要提案行為等の目的、内容、必要性及び時期、並び

にいかなる場合において当該重要提案行為等を行うかに関する情報

5．大規模買付者及びそのグループが現に保有する当社の株券等の数、及び意向表明書提出前60日間

における大規模買付者の当社の株券等の取引状況（相対による取得の場合にはその取得の相手方

の名称も含みます）

6．大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡（当社に対して重要提案行為等を行

うことに関する意思連絡を含みます。以下同じとします）の有無及び意思連絡が存する場合にはそ

の具体的な態様及び内容
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7．大規模買付行為に係る買付け等の対価の算定根拠及びその算定経緯 (算定の前提となる事実・

仮定、算定方法、算定期間と当該算定期間に関する情報、算定に用いた数値情報並びに大規模買付行

為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの額及びその算定根拠を含みます）

8．大規模買付行為に係る買付け等の資金の裏付け（当該資金の提供者 (実質的提供者（直接・間

接を問いません）を含みます）の具体的名称、調達方法、資金提供が実行されるための条件及び資

金提供後の担保・誓約事項の有無及び内容（大規模買付者が大規模買付行為において取得を予定

している当社の株券等に関して担保契約その他の合意を第三者との間で行うことを予定している

場合には、当該合意の種類、相手方、対象となっている株券等の数量及びその他重要な条項に係る具

体的内容を含みます）並びに関連する具体的取引の内容を含みます）

9．大規模買付行為の完了後に意図されている当社及び当社グループの経営方針、大規模買付行為の

完了後に派遣を予定している取締役又は監査役候補の経歴その他の詳細に関する情報（当社及び

当社グループの事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含みます)、事業計画、財務計

画、資金計画、投資計画、大規模買付行為のために投下した資本の回収方針、資本政策及び配当政策

等（大規模買付行為完了後における当社資産の売却、担保提供その他の処分に関する計画を含みま

す）その他大規模買付行為完了後における当社及び当社グループの役員、従業員、取引先、顧客、当

社工場・生産設備等が所在する地方公共団体その他の当社に係る利害関係者の処遇方針

10．大規模買付行為に関し適用される可能性のある国内外の法令等に基づく規制事項、国内外の政

府又は第三者から取得すべき独占禁止法その他の法令等に基づく承認又は許認可等の取得の蓋然

性（なお、これらの事項につきましては、資格を有する弁護士による意見書をあわせて提出してい

ただきます）

11．大規模買付行為完了後における当社グループの経営に際して必要な国内外の許認可維持の可能

性及び国内外の各種法令等の規制遵守の可能性

12．反社会的勢力ないしテロ関連組織との関連性の有無（直接的であるか間接的であるかを問いま

せん）及びこれらに対する対処方針

13．その他当社取締役会又は独立委員会が合理的に必要と判断し、不備のない適式な意向表明書を

当社取締役会が受領した日から原則として10営業日以内に書面により大規模買付者に対して要求

した情報

(d) 取締役会評価期間の設定等

当社取締役会は、大規模買付者が開示した大規模買付行為の内容に応じた下記1又は2の期間（い

ずれも大規模買付情報の提供が完了したと当社取締役会が判断した旨を当社が開示した日の翌日か

ら起算します）を、当社取締役会による評価、検討、意見形成、代替案立案及び大規模買付者との交渉

のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます）として設定します。大規模買付行為は、取締

役会評価期間の経過後にのみ開始されるべきものとします。なお、かかる取締役会評価期間は、当社

の事業内容の評価、検討の困難さや、意見形成、代替案立案等の難易度等を勘案して設定されたもの

です。
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1．対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全ての株券等の買付けが行われる場

合：60日間

2．1を除く大規模買付行為が行われる場合：90日間 

大規模買付情報の提供が完了したと当社取締役会が判断した旨を開示するにあたり、当社は、取締

役会評価期間として上記1又は2の期間のいずれが適用されるかについて、適用ある法令等及び金融

商品取引所規則に従って適時適切に開示します。

　当社取締役会は、取締役会評価期間内において、大規模買付者から提供された大規模買付情報に基

づき、当社の企業価値及び株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点から企図されている大規模買

付行為に関して評価、検討、意見形成、代替案立案及び大規模買付者との交渉を行うものとします。当

社取締役会が評価、検討、意見形成、代替案立案及び大規模買付者との交渉を行うに当たっては、必要

に応じて、当社取締役会から独立した第三者的立場にある専門家（フィナンシャル・アドバイザー、

弁護士、公認会計士等）の助言を得るものとします。かかる費用は、特に不合理と認められる例外的

な場合を除き、全て当社が負担するものとします。

なお、独立委員会が取締役会評価期間内に下記(f)ア記載の勧告を行うに至らないこと等の理由に

より、当社取締役会が取締役会評価期間内に対抗措置の発動又は不発動の決議に至らないことにつ

きやむを得ない事情がある場合、当社取締役会は、独立委員会の勧告に基づき、必要な範囲内で取締

役会評価期間を最大30日間（当初の取締役会評価期間の満了日の翌日から起算します）延長するこ

とができるものとします（なお、更なる期間の延長を行う場合においても同様とします)。当社取締

役会が取締役会評価期間の延長を決議した場合、当該決議された具体的期間及びその具体的期間が

必要とされる理由を適用ある法令等及び金融商品取引所規則に従って適時適切に開示します。

(e) 独立委員会の設置

当社は、本プランの導入に当たり、その発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排するため、

当社の業務執行を行う経営陣から独立している、社外取締役及び社外監査役（それらの補欠者を含

みます）並びに社外有識者の中の３名以上から構成される独立委員会（以下「独立委員会」といい

ます）を設置します。

　独立委員会は、必要に応じて、当社取締役会及び独立委員会から独立した第三者的立場にある専門

家（フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士等）の助言を得ること等ができるものとし

ます。なお、かかる助言を得るに際し要した費用は、特に不合理と認められる例外的な場合を除き、全

て当社が負担するものとします。

　本プランの導入当初における独立委員会の委員は、社外取締役南　光雄氏、社外監査役松尾　紀良氏

並びに関根　修一郎氏が就任する予定です。

　独立委員会の決議は、原則として現任の委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行います。た

だし、委員に事故あるとき、その他やむを得ない事情があるときは、委員の過半数が出席し、その過半

数をもってこれを行います。
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(f) 独立委員会の勧告及び当社取締役会による決議

　ア 独立委員会の勧告

独立委員会は、取締役会評価期間内に、次の1から3に定めるところに従い、当社取締役会に対して

大規模買付行為に関する勧告を行うものとします。

1．大規模買付ルールが遵守されなかった場合

　大規模買付者が大規模買付ルールにつきその重要な点において違反した場合で、当社取締役会が

その是正を書面により当該大規模買付者に対して要求した後５営業日以内に当該違反が是正され

ない場合には、独立委員会は、当社の企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上のために対

抗措置を発動させないことが必要であることが明白であることその他の特段の事情がある場合を

除き、原則として、当社取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。

かかる勧告がなされた場合、当社は、独立委員会の意見及びその意見の理由その他適切と認められ

る情報を、適用ある法令等及び金融商品取引所規則に従って適時適切に開示します。

　　なお、独立委員会は、当社取締役会に対して対抗措置の発動を勧告した後であっても、大規模買付

行為が撤回された場合その他当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じた場合には、

対抗措置の発動の中止その他の勧告を当社取締役会に対して行うことができるものとします。かか

る再勧告が行われた場合も、当社は、独立委員会の意見及びその意見の理由その他適切と認められ

る情報を、適用ある法令等及び金融商品取引所規則に従って適時適切に開示します。

2．大規模買付ルールが遵守された場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、独立委員会は、原則として、当社取締役会に対

して、大規模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告します。もっとも、大規模買付ルールが遵守

されている場合であっても、独立委員会は、当該大規模買付者が次の(ア)から(サ)までのいずれか

の事情を有していると認められる者である場合には、当社取締役会に対して、かかる大規模買付行

為に対する対抗措置の発動を勧告します。

(ア) 真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、株価をつり上げて高値で株式を会社関係

者に引き取らせる目的で当社株券等の買収を行っている場合（いわゆるグリーンメイラー）ない

し当社株券等の取得目的が主として短期の利鞘の獲得にある場合

(イ) 当社の会社経営への参加の目的が、主として、当社の会社経営を一時的に支配して、当社の事業

経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を当該大規模買付者又はそ

のグループ会社等に移譲させることにある場合

(ウ) 当社の会社経営を支配した後に、当社の資産を当該大規模買付者又はそのグループ会社等の債

務の担保や弁済原資として不当に流用する予定で、当社株券等の取得を行っている場合

(エ) 当社の会社経営への参加の目的が、主として、当社の会社経営を一時的に支配して、当社の事業

に当面関係していない不動産、有価証券等の高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって

一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高価

売り抜けをする点にある場合
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(オ) 当社の経営には特に関心を示したり、関与したりすることもなく、当社の株式を取得後、様々な

策を弄して、専ら短中期的に当社の株式を当社自身や第三者に転売することで売却益を獲得しよう

とし、最終的には当社の資産処分まで視野に入れてひたすら自らの利益を追求しようとするもので

ある場合

(カ) 大規模買付者の提案する当社株券等の取得条件（買付対価の種類、価額及びその算定根拠、内

容、時期、方法、違法性の有無、実現可能性を含みますがこれらに限りません）が、当社の企業価値に

照らして不十分又は不適切なものであると合理的な根拠をもって判断される場合

(キ) 大規模買付者の提案する買収の方法が、二段階買付け（第一段階の買付けで当社株券等の全て

を買付けられない場合の、二段階目の買付けの条件を不利に設定し、明確にせず、又は上場廃止等に

よる将来の当社株券等の流通性に関する懸念を惹起せしめるような形で株券等の買付けを行い、株

主の皆様に対して買付けに応じることを事実上強要するもの)、部分的公開買付け（当社株券等の

全てではなく、その一部のみを対象とする公開買付け）等に代表される、構造上株主の皆様の判断

の機会又は自由を制約するような強圧的な方法による買収である場合

(ク) 大規模買付者による支配権取得により、株主の皆様はもとより、顧客、従業員その他の当社の利

害関係者の利益を含む当社の企業価値の著しい毀損が予想されたり、当社の企業価値の確保及び向

上を著しく妨げ、又は当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な顧客、従業員その他の当社の利

害関係者との関係若しくはブランド価値、企業文化を破壊するおそれがあると合理的な根拠をもっ

て判断される場合、又は大規模買付者が支配権を獲得する場合の当社の企業価値が、中長期的な将

来の企業価値との比較において、当該大規模買付者が支配権を取得しない場合の当社の企業価値と

比べ、明らかに劣後すると判断される場合

(ケ) 大規模買付者による支配権取得の事実それ自体が、当社の重要な取引先を喪失させる等、当社

の企業価値を著しく毀損するものである場合

(コ) 大規模買付者の経営陣又は主要株主若しくは出資者に反社会的勢力又はテロ関連組織と関係

を有する者が含まれている場合等、大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適

切であると合理的な根拠をもって判断される場合

(サ) その他(ア)から(コ)に準ずる場合で、当社の企業価値又は株主の皆様共同の利益を著しく損な

うと判断される場合

なお、かかる勧告に関する開示手続やその後の再勧告に関する手続は、上記1に準じるものとしま

す。

3．独立委員会によるその他の勧告等

独立委員会は、当社取締役会に対して、上記のほか、適宜当社企業価値ないし株主の皆様共同の利

益の最大化の観点から適切と思われる内容の勧告や一定の法令等で許容されている場合における対

抗措置の廃止の決定等を行うことができるものとします。

　なお、かかる勧告に関する開示手続やその後の再勧告に関する手続は、上記1に準じるものとしま

す。
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　イ 当社取締役会による決議

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置の発動、不発動又は中止その

他必要な決議を行うものとします。なお、独立委員会から対抗措置不発動又は発動の決議をすべき旨

の勧告がなされた場合であっても、当社取締役会は、かかる独立委員会の勧告を最大限尊重し、当該

勧告に従うことにより取締役の善管注意義務に違反するおそれがあると合理的に判断される等の事

情があると認める場合には、独立委員会の勧告とは異なる決議を行います。かかる決議を行った場

合、当社は、当社取締役会の意見及びその意見の理由その他適切と認められる情報を、適用ある法令

等及び金融商品取引所規則に従って適時適切に開示します。

(g) 大規模買付情報の変更

上記(c)の規定に従い、当社が大規模買付情報の提供が完了したと判断した旨開示した後、当社取

締役会が大規模買付者によって当該大規模買付情報につき重要な変更がなされたと判断した場合に

は、その旨及びその理由その他適切と認められる情報を、適用ある法令等及び金融商品取引所規則に

従って適時適切に開示することにより、従前の大規模買付情報を前提とする大規模買付行為（以下

「変更前大規模買付行為」といいます）について進めてきた本プランに基づく手続は中止され、変

更後の大規模買付情報を前提とする大規模買付行為を変更前大規模買付行為とは別個の大規模買付

行為として取り扱い、本プランに基づく手続が改めて適用されるものとします。ただし、当社取締役

会は、かかる判断にあたって、独立委員会の意見を最大限尊重するものとします。

(h) 対抗措置の具体的内容

当社が本プランに基づき必要かつ相当と認められる範囲において発動する大規模買付行為に対す

る対抗措置は、原則として、会社法第277条以下に規定される新株予約権の無償割当てによるものと

します（以下、割り当てられる新株予約権を「本新株予約権」といいます)。ただし、会社法その他の

法令等及び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが適切と判断された場合には

当該その他の対抗措置が用いられることもあり得るものとします。大規模買付行為に対する対抗措

置として本新株予約権の無償割当てをする場合の概要は、次のとおりであります。

1．割当対象株主

　取締役会で別途定める基準日における最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された株

主に対し、その所有株式（ただし、当社の有する当社普通株式を除く）１株につき１個の割合で新

株予約権の無償割当てをする。

2．新株予約権の目的である株式の数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の行使により交付される当

社普通株式は１株とする。

3．新株予約権の無償割当ての効力発生日

　取締役会において別途定める。

4．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、新株予約権の行使に際して出資される

財産の当社普通株式１株当たりの価額は金１円とする。

5．新株予約権の譲渡制限

　新株予約権の譲渡による取得については、取締役会の承認を要するものとする。
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6．新株予約権の行使条件

　新株予約権の行使条件は取締役会において別途定めるものとする（なお、取締役会が所定の手続

に従って定める一定の大規模買付者、その共同保有者及び特別関係者並びにこれらの者が実質的に

支配し又はこれらの者と共同ないし協調して行動する者として取締役会が認めた者等（以下「例

外事由該当者」という）による権利行使は認められないとの行使条件を付すこともあり得る)。

7．当社による新株予約権の取得

　当社は、大規模買付者が大規模買付ルールに違反をした日その他の一定の事由が生じること又は

取締役会が別に定める日が到来することのいずれかを条件として、取締役会の決議に従い、新株予

約権の全部又は例外事由該当者以外の新株予約権者が所有する新株予約権についてのみを取得す

ることができる旨の取得条項を取締役会において付すことがあり得る。

8．新株予約権の無償取得事由（対抗措置の廃止事由）

　以下の事由のいずれかが生じたときは、当社は、新株予約権の全部を無償にて取得することができ

る。

   (a) 株主総会において大規模買付者の買収提案について普通決議による賛同が得られた場合

   (b) 独立委員会の全員一致による決定があった場合

   (c) その他取締役会が別途定める場合

9．新株予約権の処分に関する協力

　新株予約権の割当てを受けた例外事由該当者が当社の企業価値又は株主共同の利益に対する脅威

ではなくなったと合理的に認められる場合は、当社は、独立委員会へ諮問を経て、当該例外事由該当

者の所有に係る新株予約権又は新株予約権の取得対価として当該例外事由該当者に対し交付され

た新株予約権の処分について、買取時点における公正な価格（投機対象となることによって高騰し

た市場価格を排除して算定するものとする）で第三者が譲り受けることを斡旋する等、合理的な範

囲内で協力するものとする。ただし、当社はこのことに関し何らの義務を負うものではない。

10．新株予約権の行使期間等

　新株予約権の行使期間その他必要な事項については、取締役会において別途定めるものとする。
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(3) 本プランの導入、有効期間並びに継続、廃止及び変更等について

本プランの有効期間は、平成20年６月26日開催の定時株主総会から３年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。ただし、かかる有効期間の満了前であって

も、当社株主総会又は当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、本プランはそ

の時点で廃止されるものとします。なお、当社の取締役の任期は１年であり、毎年の定時株主総会におけ

る取締役選任議案に関する議決権行使を通じて、本プランの継続又は廃止に関する株主の皆様の意思を

確認することが可能です。また、当社は、当社の取締役会において、企業価値又は株主の皆様共同の利益の

確保・向上の観点から、本プランに違反しない範囲、又は法令等及び金融商品取引所規則の改正若しくは

これらの解釈・運用の変更、若しくは税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲で、独

立委員会の承認を得た上で、必要に応じて本プランを見直し、又は変更する場合があります。ただし、当社

は、本プランの内容に重要な変更を行う場合には、株主の皆様の意思を適切に反映する機会を得るため、

変更後のプランの導入に関する承認議案を株主総会に付議するものとし、変更後のプランは、その承認議

案につき、株主の皆様のご承認が得られることを条件に効力を生じるものとします。

　本プランの廃止、変更等が決議された場合には、当社は、当社取締役会又は独立委員会が適切と認める事

項について、適用ある法令等及び金融商品取引所規則に従って適時適切に開示します。

(4) 株主及び投資家の皆様への影響について

① 本プラン導入時に本プランが株主及び投資家の皆様へ与える影響

本プランの導入時には、本新株予約権の無償割当て自体は行われません。従って、本プランがその導入

時に株主及び投資家の皆様の権利及び経済的利益に直接具体的な影響を与えることはありません。

② 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様へ与える影響

当社取締役会は、本プランに基づき、企業価値又は株主の皆様共同の利益の確保・向上を目的として大

規模買付行為に対する対抗措置を執ることがあるものの、現在想定されている対抗措置の仕組み上、本新

株予約権の無償割当て時においては、保有する当社株式１株当たりの価値の希釈化は生じますが、保有す

る当社株式全体の価値の希釈化は生じないことから、株主及び投資家の皆様の法的権利及び経済的利益

に対して直接的具体的な影響を与えることは想定しておりません。ただし、例外事由該当者については、

対抗措置が発動された場合、結果的に、その法的権利又は経済的利益に何らかの影響が生じる可能性があ

ります。また、対抗措置として本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であって、本新株予約権の無

償割当てを受けるべき株主の皆様が確定した後において、当社が、本新株予約権の無償割当てを中止し、

又は無償割当てがなされた本新株予約権を無償取得（ただし、無償取得は、本新株予約権の行使期間の開

始日の前日までに行われるものとします）する場合には、結果として当社株式１株当たりの価値の希釈

化は生じませんので、当社株式１株当たりの価値の希釈化が生じることを前提にして当社株式の売買を

行った投資家の皆様は、株価の変動等により相応の損害を被る可能性があります。

　なお、名義書換未了の株主の皆様に関しましては、本新株予約権の割当てを受けるためには、別途当社取

締役会が決定し公告する本新株予約権の割当基準日までに、名義書換を完了していただく必要がありま

す。また、無償割当てがなされた本新株予約権の行使及び取得の手続について株主の皆様に関わる手続

は、次のとおりです。
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1．名義書換の手続

　当社取締役会において、本新株予約権の無償割当てを行うことを決議した場合、当社は、本新株予約権

の割当てのための基準日を定め、法令等及び当社定款に従い、これを公告します。基準日における最終

の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された株主の皆様に対し、その所有株式数に応じて本新

株予約権が割り当てられますので、株主の皆様におかれましては、公告された基準日までに名義書換の

手続を行っていただく必要があります（証券保管振替機構への預託を行っている株券につきまして

は、名義書換の手続は不要です)。なお、株主割当ての方法により本新株予約権の発行が行われる場合に

は、別途当社取締役会決議で定める募集新株予約権の引受けの申込みの期日までに、申込書を申込取扱

場所に提出することにより、募集新株予約権の引受けの申込みをすることが必要となります（当該申

込みの期日までに申込みがなされない場合には、当該株主は、本新株予約権の割当てを受ける権利を失

い、本新株予約権を引き受けることができなくなります)。これに対して、本新株予約権の無償割当てが

行われる場合には、上記のような申込みの手続は不要となり、基準日における最終の株主名簿に記載又

は記録された株主の皆様は、本新株予約権の無償割当ての効力発生日に、当然に新株予約権者となりま

す。

2．本新株予約権の行使又は取得の手続

　当社は、基準日における最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された株主の皆様に対し、

本新株予約権の行使請求書（当社所定の書式によるものとし、株主の皆様ご自身が例外事由該当者で

はないこと等を誓約する文言を含むことがあります）その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を

送付します。株主の皆様におかれましては、当社取締役会が別途定める本新株予約権の行使期間内にこ

れらの必要書類を提出した上、本新株予約権１個当たり１円を払込取扱場所に払い込むことにより、１

個の本新株予約権につき１株の当社普通株式が発行されることになります。ただし、例外事由該当者

は、当該新株予約権を行使できない場合があります。

　他方、当社が本新株予約権を取得する場合、株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、

当社による本新株予約権の取得の対価として、当社普通株式の交付を受けることになります（なお、こ

の場合、株主の皆様には、別途、本人確認のための書類のほか、ご自身が例外事由該当者ではないこと等

を誓約し、かかる誓約に虚偽が存した場合には交付された当社普通株式を直ちに返還する旨の文言を

記載した書面をご提出いただくことがあります)。ただし、例外事由該当者については、前述したとお

り、その有する本新株予約権が取得の対象とならない旨を定めた取得条項等が設けられることがあり

ます。これらの手続の詳細につきましては、実際にこれらの手続が必要となった際に、適用ある法令等

及び金融商品取引所規則に従って適時適切な開示を行いますので、当該内容をご確認ください。
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(5) 本プランの合理性について

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確

保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共同の利益の確保・

向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則）を以下のとおり充足してお

り、高度な合理性を有するものです。

① 企業価値ないし株主の皆様共同の利益の確保・向上 

本プランは、上記(2)②記載のとおり、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情

報の提供及び考慮・交渉のための期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべき

か否かを株主の皆様が適切に判断されること、当社取締役会が独立委員会の勧告を受けて当該大規模買

付行為に対する賛否の意見又は代替案を株主の皆様に対して提示すること、あるいは、株主の皆様のため

に大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって当社の企業価値ないし株主の皆様共同の利益の

確保・向上を目的として、導入されるものです。

② 事前の開示 

当社は、株主及び投資家の皆様及び大規模買付者の予見可能性を高め、株主の皆様に適正な選択の機会

を確保するために、本プランを予め開示するものです。また、当社は今後も、適用ある法令等及び金融商品

取引所規則に従って必要に応じて適時適切な開示を行います。

③ 株主の皆様のご意思の反映 

当社は、本プランの導入に関する承認議案を平成20年６月26日開催の定時株主総会に付議し、本プラン

は株主の皆様のご承認が得られることを条件にその効力が発生するものとすることで、本プラン導入に

ついての株主の皆様のご意思を反映しております。

④ 外部専門家の意見の取得 

上記(2)②(d)記載のとおり、当社取締役会は、対抗措置の発動に際しては、必要に応じて、外部専門家

（フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士等）の助言を得た上で検討を行います。これによ

り当社取締役会の判断の客観性及び合理性が担保されることになります。

⑤ 独立委員会の設置 

当社は、上記(2)②(e)記載のとおり、本プランの必要性及び相当性を確保し、経営者の保身のために本

プランが濫用されることを防止するために、独立委員会を設置し、当社取締役会が対抗措置を発動する場

合には、その判断の公正を担保し、かつ、当社取締役会の恣意的な判断を排除するために、独立委員会の勧

告を最大限尊重するものとしています。

⑥ デッドハンド型買収防衛策又はスローハンド型買収防衛策ではないこと 

本プランは、上記(3)記載のとおり、当社の株主総会又は株主総会において選任された取締役により構

成される取締役会によっていつでも廃止することができるため、いわゆるデッドハンド型買収防衛策

（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）又はスローハンド

型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、発動を阻止するのに時間を

要する買収防衛策）ではありません。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のよう

なものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであ

ります。

① 為替相場の変動　

当社グループでは、製油事業における原材料である大豆、菜種等は全量海外から輸入しております。

また、中国をはじめ東アジア等において海外事業展開を行っております。このため、当社グループは原

材料コストや外貨での借入金残高等にかかる為替変動リスクを有しており、為替相場の変動により業

績および財務状況が影響を受ける可能性があります。

　これに対し、当社グループでは、為替予約等によるリスクヘッジを機動的に行っております。

② 原材料国際価格の変動

原材料である大豆、菜種等の仕入につきましては、為替相場変動に加え、原材料国際価格の変動リス

クを有しております。なお、原油価格高騰等に伴う輸送コストの変動等による影響を含んでおります。

原材料価格は当社グループのコストにとって重要な部分を占めることから、相場変動により業績に影

響を及ぼす可能性があります。当社グループでは、原材料価格変動についても一部先物市場等による

ヘッジを行っております。

③ 国内外の製品市況の変動

製油事業の販売環境におきましては、国内外の製品市況の変動による影響があります。油粕および加

工用油脂製品の国内販売価格は国際市況に概ね連動いたします。また、海外からの製品輸入動向が国内

販売価格への影響要因となる可能性もあります。これら国内外の製品市況の変動により当社グループ

の業績が影響を受ける可能性があります。

　これに対し、当社グループでは、市況変動の影響が小さい高付加価値商品の拡販に取り組むとともに、

品質やコスト等に見合う適正な販売価格の維持につとめております。

④ 事業展開に伴うリスク

当社グループは、日本国内のみならず、東アジア等の国および地域において事業を展開しておりま

す。以下のようなリスク要因は、国内の生産・販売等の拠点においても同様ですが、特に海外事業展開

においては、いわゆるカントリー・リスクとなります。これらの事象が発生した場合には当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　ⅰ法律等の諸規制の予期せぬ制定または改廃

　ⅱ不測の政治的・経済的要因の発生

　ⅲテロ、紛争、感染症の蔓延等による社会的混乱

　ⅳ地震等による自然災害の発生

　ⅴ情報化に係る諸問題（コンピュータウイルス、情報漏洩等）の発生

　当社グループにおきましては、上記リスクを最小限に留めるべく、情報収集につとめ、危機管理体制の

中で的確かつ迅速に対応してまいります。
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⑤ 地震・台風等による自然災害

当社グループの国内生産・物流拠点におきまして、大規模な地震・台風等の自然災害が発生した場

合、設備の損傷および棚卸資産の破損等の被害を蒙ることが想定され、当社グループの業績および財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。

　これに対し、当社グループでは、安全管理体制の確立、設備補強、保険によるリスク軽減等の対策を講

じております。

⑥ 法律等の諸規制

当社グループは、食品衛生法、ＪＡＳ法、薬事法、環境・リサイクル関連法規、関税・輸出入規制、外国

為替管理法、個人情報保護法等による法的規制の適用を受けております。こうしたなか、当社グループ

におきましてはコンプライアンス強化を第一義とし、権利の保全にも万全を期しております。しかしな

がら、将来におきまして、現在のところ予測し得ない新たな法的規制が設けられる場合も考えられ、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑦ 食の安全性について

食品の品質および安全性についての社会的関心の高まりから、より一層厳格な品質管理体制が求め

られております。

　当社グループにおきましては、ＩＳＯの国際品質規格を取得するとともに、厳しい品質保証体制を構

築しております。今後とも品質保証システムをより一層強化し、安全性の確保につとめてまいります。

ただし、これらの取組みの範囲を超えた品質問題が発生した場合には、当社グループの業績が影響を受

ける可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当社（日清オイリオグループ株式会社）と日清コスモフーズ株式会社との簡易合併 

当社は、平成19年10月1日をもって、全額出資の連結子会社であった日清コスモフーズ株式会社を簡易

合併の手続きにより吸収合併いたしました。

合併契約の概要は、次のとおりであります。

① 合併の方法

日清オイリオグループ株式会社を存続会社とし、日清コスモフーズ株式会社は解散いたしました。　　

② 合併比率

日清コスモフーズ株式会社は当社の100％出資子会社であったため新株式の発行は行いませんでした。

③ 合併期日

平成19年10月1日
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６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発は、全社基本方針のもと中長期的な技術開発計画に基づき、Ｒ＆Ｄ戦略室、中央

研究所、業務用技術部、ファインケミカル事業部テクニカルセンター、横浜磯子事業場生産技術グループお

よびエコリオ事業開発室を中心に、具体的な活動を進めております。 

当社の研究開発関連部署は、互いに補完しあった形で研究、商品開発ができる体制となっております。 

　中央研究所は、中長期的な視野に立ち技術立脚型の事業拡大を可能にする独自技術を開発してきた研究所

と、その技術を応用して市場ニーズに合致した付加価値商品を開発してきた食品開発センターとを統合し

た組織として平成19年3月に新設いたしました。基礎研究・技術開発から商品開発まで一貫した開発体制を

採ることで、よりスピーディーな研究開発を進めております。また、業務用技術部では、事業部門と一体化し

た技術営業を実施し、ユーザーとの共同開発や商品提案を行っております。また、エコリオ事業開発室では、

環境マーケットを始めとした食品用に拘らない幅広い領域での植物資源の用途開発および技術開発の推進

により、新たな市場開拓を図り、価値の創造・提供をしております。そして、ファインケミカル事業部テクニ

カルセンターでは、化粧品原材料、化学品原材料、化粧品製剤および食品原材料の開発を行っております。 

なお、当連結会計年度における研究開発費の合計は22億54百万円であります。

　

〔製油関連事業〕

体に脂肪がつきにくい特定保健用食品健康オイル「ヘルシーリセッタ」に代表される中鎖脂肪酸を軸

とした技術開発および海外認証取得に鋭意取り組んできております。 

　当連結会計年度においては、中鎖脂肪酸の価値拡大の一環として取り組んできた次の研究テーマが学会

で発表されました。それは、日本オリンピック委員会（JOC）を通じた日本レスリング協会との研究で、中

鎖脂肪酸の摂取がアスリートに対し「筋肉を太くする」可能性を示唆したこと、また、新たな植物のチカ

ラとして、植物油に含まれる必須脂肪酸α－リノレン酸の高血圧改善効果を確認したことなどでありま

す。また、健康オイル「ヘルシーリセッタ」が米国の食品医薬品局（FDA）のＧＲＡＳ（一般的に安全と

認められる食品）認証を取得するとともに、健康オイル「ヘルシーコレステ」も「ヘルシーリセッタ」

に引き続き台湾保健食品の許可を取得いたしました。この他にも「酵素を用いた油脂の改質技術および

それを利用した機能性油脂の開発」や「発芽を利用し植物種子の価値を高める発芽制御技術の開発」な

ど、顧客に強く支持される付加価値商品の開発に欠くことのできない、将来を見据えた独自技術の開発を

継続的に進めております。また、INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHDが有するパーム油関連の生

産技術を応用した、新たな機能性油脂の開発のため、現地における製造の具体的検討を始めております。

また、新たに中央研究所の海外技術戦略および技術情報拠点を目的とした中国研究所、マレーシア研究所

を設置し、現地に事務所を開設いたしました。 

　商品化の事例としては以下のとおりであります。

　家庭用食用油では、平成19年中元期のギフト向け商品として、国産原料１００％を使用した「出雲の国

の向日葵油（ひまわり油）」、および、日清キャノーラ油ヘルシーライトにビタミンＥを強化した栄養機

能食品「日清キャノーラ油ヘルシーライトエクセレント４００ｇＰＥＴ」を発売いたしました。 　 

EDINET提出書類

日清オイリオグループ株式会社(E00428)

有価証券報告書

 34/132



また、ＢＯＳＣＯエキストラバージンオリーブオイルとＢＯＳＣＯオリーブオイルについて、持ちやす

いスリムなＰＥＴボトルにワンタッチキャップを組合せた７５０ｍｌ容量の新商品を平成19年4月に発

売いたしました。さらに、フレッシュなパームフルーツオイルをベースにした、あらゆる料理に使える

「日清ベジフルーツオイル」を家庭用食用油では国内で初めて平成20年２月に発売いたしました。

業務用食用油では、業務用フライ油の商品開発およびテクニカルサポート、また食品メーカー向け加工

油脂やマーガリン・ショートニング関連での付加価値型商品開発とアプリケーション提案を進めており

ます。具体的には、業務用フライ油において、「ヘルシーリセッタ」を量販店の惣菜用やドーナツ用フラ

イ油として効果的な使用法と合わせて提案し、複数のユーザーに採用されました。また、

INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHDの低融点パーム分別油を使用し、耐冷性に優れ、揚げ物のサ

クミ保持効果のある「日清デリカエース クリアセレクト」シリーズを平成19年4月に発売いたしまし

た。また、油価高騰を背景に、フライ油劣化の測定ツールを使用した効率的なフライ油管理方法を業務用

ユーザーに提案しており、複数の量販店で惣菜用フライ油の使用量低減に成功いたしました。さらに、加

工油脂においても、パーム分別油の物性を利用し、トランス脂肪酸の低減を目的として、ファットスプ

レッドやクリームおよびカレールー用途の開発を進め、大手食品メーカー等で採用されました。併せて、

関連する複数の特許を出願いたしました。マーガリンにおいても、エステル交換油および新規パーム分別

油を使用した、コンビニエンスストア等の焼き菓子用のマーガリンが、複数の菓子メーカーで採用されま

した。低トランス脂肪酸設計の基本コンセプトのほか、菓子を食べた時の口溶けや加工時の作業適性が良

好と評価されました。また、酵素を用いたエステル交換技術により開発された、シャープな口溶けを特長

とするカカオ代用脂「Ｖｉｅｎｔａ８８０」を平成20年3月に発売いたしました。

製油関連事業に係わる研究開発費は、14億83百万円であります。

　

〔ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業〕

当社において、ドレッシングの中でも、食事の脂肪が気になる方のニーズに応えた健康訴求型ドレッシ

ングについて、「日清ドレッシングダイエット」の容器を軽くて使いやすいＰＥＴボトルに変更し、風味

もよりおいしく改良して、平成19年9月に発売いたしました。また、健康オイル「ヘルシーリセッタ」を

使った「日清リセッタドレッシングソース」に新たに金すりごまの香ばしさが特長の「金ごま」とコク

のある炒めたたまねぎと黒酢の深い味わいの「和風味わいしょうゆ」を平成20年3月に追加いたしまし

た。「ヘルシーリセッタ」の横展開の一環として、平成18年度より全国のドラッグストアや量販店を中心

に展開している「ビアード・パパのヘルシースイーツ」シリーズに「なると金時いもクッキー」を平成

19年9月に新たに追加いたしました。さらに、働く女性の応援ブランド「ピュセラ」（健康補助食品）か

ら“いつもからだの中から美しくありたい”という女性のニーズに対応した「生きたままで腸に届く乳

酸菌」が手軽でおいしく摂れるサプリメント「スキッと系乳酸菌サプリ」を平成19年9月に発売いたし

ました。また、コレステロール対策としてキトサンを配合したビスケットタイプの特定保健用食品「きち

んとキトサンビスケット」を商品化いたしました。また、大豆たん白関係の研究開発体制を整備するとと

もに、発芽を利用し植物種子の価値を高める発芽制御技術の開発などを継続的に進めております。

　当社および連結子会社の日清サイエンス株式会社は共同で、高齢者・介護食領域へ積極的に事業展開を

しております。腎臓病患者向けに、エネルギー、たんぱく質、塩分を調整した「レナケアー　茶わんで牛

丼」・「レナケアー　茶わんで親子丼」ミックスセットを平成19年6月に発売いたしました。 
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また、飲み込む力が低下している方（嚥下が困難な方）向けのトロミ調整食品を以前から手がけてお

り、医療現場にて好評をいただいている「トロミアップＶ」をリニューアルするとともに、より使い勝手

のよいクリアタイプの「トロミアップクリアクイック」を平成20年3月に発売いたしました。また、摂食

・嚥下障害のリハビリテーションの初期から利用されるゼリーについて、医療現場のご意見を商品開発

に活かし、なめらかで崩れにくい水分補給ゼリーを電子レンジで簡単に作れるゼリー食調製食品「ゼ

リーパーフェクト」を平成19年9月に発売いたしました。

ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業に係わる研究開発費は、4億19百万円であります。

　

〔ファインケミカル事業〕

当社において、化粧品原材料、化学品原材料、化粧品製剤および食品原材料の開発を行っております。 

　化粧品原材料関係では、化粧品業界に広く展開できる高機能性化粧品原料の開発を目的としたテーマに

取り組み、平成19年5月に横浜において開催された化粧品産業技術展(CITE JAPAN)において新規顔料分散

剤等を発表し販売を開始いたしました。化学品原材料関係では、情報関連分野、高温安定化円滑油を中心

に顧客と直結した開発に注力しております。また、公的機関等の外部機関を活用した新規領域での情報収

集や評価系の確立を目指した活動を展開しております。 

化粧品製剤関係では、数社の化粧品ＯＥＭを受託しております。 

　食品原材料関係では、機能性原料の開発に取り組んでおり、平成19年11月に開催された食品開発産業展

へ食品添加物である新規油剤を出展いたしました。また、顧客のニーズに合わせた製剤開発にも取り組み

を開始いたしました。

ファインケミカル事業に係わる研究開発費は、2億82百万円であります。

　

〔その他事業〕

連結子会社である攝津製油株式会社において、清潔で快適な暮らしに欠かせない製品やレストランの

厨房、食品工場などの衛生管理に役に立つ多様な製品づくりに積極的に取り組んでおり、お客様のニーズ

を確実に製品化するための研究開発活動を展開しております。 

　化成品研究におきましては、業務用事業展開の中で、レストランなどの厨房や食品製造工場での設備機

器の洗浄や殺菌・除菌を効果的に行うためのサニテーション用製品の開発に注力しております。当連結

会計年度は、厨房機器専用洗浄剤の開発および改良や除菌洗浄剤や油汚れ用洗浄剤の改良に取り組みま

した。また、各種の飲料サーバーの洗浄剤は、新規顧客への提案および開発を行っております。さらに、環

境に配慮した機械部品や金属加工部品の脱脂用洗浄剤など工業用分野の洗浄剤の開発に取り組み、脱脂

洗浄技術の蓄積および提案活動を実施しております。 

　ＯＥＭ事業関連では、居間、台所、風呂ならびにトイレまわり等の家庭で使用する洗浄剤や化粧品、医薬

部外品等の香粧品の分野で、お客様のニーズに対応し差別化された機能を持った製品を積極的に提案し

ております。また、環境や人に優しい安全・安心な製品づくりを目指して、応用基礎研究や技術開発に取

り組んでおります。 

その他事業に係わる研究開発費は、68百万円であります。

　

今後とも技術力の一層の充実を図り、新製品・新技術開発、新分野開拓に積極的に取り組んでいく方針

であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

当社グループの財政状態及び経営成績に関する分析・検討内容は以下のとおりであります。 なお、文中

における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年6月26日）現在において当社グループが判

断したものであります。

(1) 経営成績

① 売上高

当社グループの連結売上高は、当社をはじめINTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHDなどの製油関

連事業において、穀物相場全体が高騰した影響などにより、前連結会計年度に比べ23.4％増加の2,981億

96百万円となりました。

セグメント別では、製油関連事業が2,726億47百万円と前連結会計年度に比べ26.0％増加し、ヘルシー

フーズ・大豆蛋白事業が0.5％増加の86億16百万円、ファインケミカル事業も10.8％増加の54億5百万円

とそれぞれ前連結会計年度に比べ増収となりました。一方、その他事業につきましては、前連結会計年度

に比べ3.0％減少の115億26百万円となりました。

② 営業利益及び経常利益

技術に立脚した新商品開発や高付加価値商品の拡販に加え、適正な販売価格の形成やコスト圧縮に継

続して取り組んでまいりました。製油関連事業において、主要原材料である大豆・菜種・パーム油をはじ

め、資材費、製品・原材料の輸送費、工場の燃料費など広範囲にわたるコストが上昇したため、売上原価は

前連結会計年度に比べ大幅に増加しました。販売費及び一般管理費は削減することができましたが、営業

利益は41億13百万円と前連結会計年度に比べ47.5％減少いたしました。経常利益につきましても前連結

会計年度に比べ55.4％減少の45億60百万円となりました。

③ 当期純利益

特別損益として、固定資産売却損益、投資有価証券売却益および投資有価証券評価損などを計上いたし

ました。これらの結果、当期純利益は、前連結会計年度に比べ69.8％減少の18億76百万円となりました。

(2) 資本の財源及び資金の流動性

① 財政状態の概要

総資産は2,058億24百万円と前連結会計年度末に比べ98億16百万円増加いたしました。主な要因は次の

とおりであります。流動資産のうち、棚卸資産が原材料価格の高騰などにより143億76百万円増加すると

ともに、コスト増加に見合う販売価格改定による売上高増加に伴い売上債権が46億61百万円増加いたし

ました。一方、設備投資が減価償却費の範囲内に収まったことや投資有価証券が主に時価評価の影響によ

り減少したことなどから、固定資産は62億91百万円減少いたしました。

負債につきましては、仕入債務は27億90百万円減少いたしましたが、50億円の社債償還などへの対応と

して新規に100億円の社債を発行したことや、期末においてコマーシャルペーパーにより115億円の資金

調達を行ったことなどにより、前連結会計年度末に比べ126億91百万円増加し、964億17百万円となりまし

た。

純資産は1,094億6百万円と前連結会計年度末に比べ28億75百万円減少いたしました。これは、主とし

て、その他有価証券評価差額金の減少によるものであります。
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② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度のキャッシュ・フローは、営業活動により168億49百万円減少し、投資活動により38億

54百万円減少いたしました。財務活動においては163億45百万円増加となりました。これらの結果、当連結

会計年度末の現金及び現金同等物の残高は61億65百万円となり、前連結会計年度末に比べ41億88百万円

減少いたしました。

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

税金等調整前当期純利益の減少により52億34百万円のキャッシュ・フローが減少したことに加え、棚

卸資産の増加幅が拡大するとともに仕入債務が減少に転じたことにより214億95百万円のキャッシュ・

フローの減少となりました。一方、負ののれんの償却が前連結会計年度で終了したことや法人税等の支払

額が減少したこと等によりキャッシュ・フローが35億52百万円増加いたしました。これらの結果、営業活

動によるキャッシュ・フローは前期に比べ237億39百万円減少いたしました。

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

有形固定資産の取得による支出が18億58百万円減少するとともに、投資有価証券の売却による収入が9

億59百万円増加したことなどにより、投資活動によるキャッシュ・フローは前期に比べ31億14百万円増

加いたしました。

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

配当金支払いが5億17百万円増加したものの、社債の借り換えやコマーシャルペーパーの発行など有利

子負債の純増加によりキャッシュ・フローは前期に比べ190億37百万円増加いたしました。これらの結

果、財務活動によるキャッシュ・フローは前期に比べ185億30百万円の増加となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは、「コア事業への経営資源の集中化」を基本に、戦略性、重要性、緊急性に鑑み、従来以

上に投資採算を重視した上で、「製油関連事業」を中心に30億13百万円の設備投資を行いました。

　「製油関連事業」においては、当社およびINTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHDの生産設備更新等

を中心に26億17百万円の設備投資を実施しました。

　「ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業」においては、生産合理化工事を中心に2億23百万円、「ファインケミカ

ル事業」においては30百万円、「その他事業」においては、1億42百万円の投資額となりました。
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２ 【主要な設備の状況】
(1) 提出会社
　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

合計

横浜磯子事業場
(神奈川県
 横浜市磯子区)

製油関連事業
ヘルシーフーズ・大豆蛋白
事業
ファインケミカル事業
その他事業

食品、油脂、化成
品、油粕、その他製
造設備

4,963 6,867
4,041
(233)

15,871 307

堺事業場
(大阪府堺市西区)

製油関連事業
その他事業

食品、油脂の製造
設備

2,460 1,140
5,952
(29)

9,554 59

本社
(東京都中央区)

製油関連事業
ヘルシーフーズ・大豆蛋白
事業
その他事業

その他設備 2,538 34
2,317
(1)

4,890 257

横須賀事業場
(神奈川県横須賀市)

製油関連事業
ヘルシーフーズ・大豆蛋白
事業
その他事業

研究設備 2,058 111
427
(28)

2,598 98

名古屋工場
(愛知県
 名古屋市港区)

製油関連事業
食品・油脂、油粕
の製造設備

5,005 4,065
3,362
(98)

12,434 99

水島工場
(岡山県倉敷市)

製油関連事業
食品・油脂、油粕
の製造設備

661 1,264
2,977
(118)

4,903 84

(注) １　設備の帳簿価額は、減価償却累計額控除後のものであり建設仮勘定174百万円を含んでおりません。
２　横浜磯子事業場、名古屋工場および水島工場においては、主に油脂および油粕を生産し、堺事業場においては主
に油脂を生産しております。

　
(2) 国内子会社
　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

合計

攝津製油㈱

堺事業所
油脂工場
(大阪府
 堺市西区)

製油関連事業 植物油脂製造 29 126
－

〔10〕
156 6

堺事業所
化成品工場
(大阪府
 堺市西区)

その他事業
化成品の
製造設備

749 253
1,913
(32)

2,916 40

日清物流㈱

大黒物流セン
ター
(神奈川県
 横浜市鶴見区)

その他事業 倉庫 281 5
－

〔2〕
287 5

堺事業場
(大阪府
 堺市西区)

その他事業 物流設備 353 18
868
(10)

1,239 13

(注) １　日清物流㈱の土地2千㎡については、賃借しております。

２　攝津製油㈱堺事業所油脂工場では、当社が油脂を製造委託しており、土地10千㎡については、当社が賃貸してお
ります。

３　設備の帳簿価格は減価償却累計額控除後のものであり、建設仮勘定3百万円を含んでおりません。

　
(3) 在外子会社
　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

合計

大連日清製油有限公司
本社・工場
(中国遼寧省)

製油関連事業
植物油脂・油
粕製造設備

1,151 2,575
－

[135]
3,727 237

INTERCONTINENTAL
SPECIALTY FATS SDN.
BHD
 

本社・工場
(マレーシア
セランゴール
州）

製油関連事業
植物油脂・油
粕製造設備

212 254
－
[20]

466 175

デンキル工場
(マレーシア
セランゴール
州)

製油関連事業
植物油脂・油
粕製造設備

1,719 579 187
(59)
 

2,486 35

(注) １　大連日清製油有限公司の土地135千㎡については、中国政府より中外合資経営企業法に基づき使用権を得てお
り、INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHDの本社工場の土地20千㎡については、賃借しております。

２　設備の帳簿価額は減価償却累計額控除後のものであり、建設仮勘定587百万円を含んでおりません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

　

事業の種類別
セグメントの
名称

計画金額
設備の内容 資金調達方法 着手年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力

(百万円)

製油関連事業

5,700加工油脂製造設備
借入金および
自己資金 平成20年3月平成21年9月

スペシャリティ・
ファットの生産能力
110％増

1,500油脂充填設備 自己資金 平成20年3月平成21年9月 既存設備の更新

(注)　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　

　

　
　

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 388,350,000

計 388,350,000

　

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成20年3月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年6月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 173,339,287 173,339,287
東京証券取引所
大阪証券取引所
各市場第一部

―

計 173,339,287 173,339,287 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成14年４月１日(注) 28,005,000173,339,287 ― 16,332 9,836 24,742

(注)　リノール油脂株式会社およびニッコー製油株式会社それぞれとの間で両社を完全子会社とする株式交換を行うこ

とに伴った発行済株式総数および資本準備金の増加であります。
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(5) 【所有者別状況】

平成20年3月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 58 36 195 152 5 14,52714,973―

所有株式数
(単元)

― 52,896 999 67,13619,916 7 31,337172,2911,048,287

所有株式数
の割合(％)

― 30.7 0.6 39.0 11.6 0.0 18.2 100.0 ―

(注) １　自己株式 932,591株は、「個人その他」に932単元及び「単元未満株式の状況」に591株含まれております。

２　証券保管振替機構名義株式9,000株は、「その他の法人」に9単元含まれております。　

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号
28,829 16.63

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町一丁目４番２号
26,001 15.00

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町二丁目11番３号
8,229 4.75

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号
7,360 4.25

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番11号
6,471 3.73

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号
5,978 3.45

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号
5,168 2.98

資産管理サービス信託銀行
株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号
3,727 2.15

ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー
(常任代理人　みずほコーポレー
ト銀行兜町証券決済業務室)

AIB INTERNATIONAL CENTREP.O.BOX 518 
IFSC DUBLIN.IRELAND
(東京都中央区日本橋兜町６番７号）

3,668 2.12

キッコーマン株式会社 千葉県野田市野田250番地
2,459 1.42

計 ―
97,893 56.47

(注）１　上記所有株式のうち信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　  8,229千株

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　6,471千株

　　資産管理サービス信託銀行株式会社　　　　　　　3,727千株

２　アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社から平成19年10月18日付で、大量保有報告書が提出されて

おり、同報告書による平成19年10月15日現在の株式所有状況は以下のとおりであります。

　当社としては、当事業年度末時点における所有株式数の確認が出来ませんので、「大株主の状況」欄には含

めておりません。　

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

アクサ・ローゼンバーグ証券投信
投資顧問株式会社

東京都港区白金一丁目17番３号
9,985 5.76
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３　バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社から平成20年２月29日付で、同社及びバークレイズ・グ

ローバル・インベスターズ、エヌ・エイ、バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッドを共同保

有者とする大量保有報告書（変更報告書）が提出されており、同報告書による平成20年２月25日現在の株式

所有状況は以下のとおりであります。

　当社としては、当事業年度末時点における所有株式数の確認が出来ませんので、「大株主の状況」欄には含

めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

バークレイズ・グローバル・イン
ベスターズ株式会社

東京都渋谷区広尾一丁目１番39号
3,856 2.22

バークレイズ・グローバル・イン
ベスターズ、エヌ・エイ

米国カルフォルニア州サンフランシスコ市
フリーモンド・ストリート45 2,194 1.27

バークレイズ・グローバル・イン
ベスターズ・リミテッド

英国ロンドン市ロイヤル・ミント・コート１
1,001 0.58

計 ―
7,051 4.07

４　株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ（受託者）から平成20年３月３日付で、株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ投信株式会社及びエム・ユー投資顧問株式会社を共同保有

者とする大量保有報告書（変更報告書）が提出されており、同報告書による平成20年２月25日現在の株式所

有状況は以下のとおりであります。

　当社としては、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を除き、当事業年度末時点における所有株式数の確認が出来ま

せんので、「大株主の状況」欄には含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号
5,168 2.98

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
6,197 3.58

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
350 0.20

エム・ユー投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋室町三丁目２番15号
281 0.16

計 ―
11,996 6.92
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式      932,000　

(相互保有株式)
普通株式        2,000　

　

― ―

完全議決権株式(その他)
 

普通株式　171,357,000 171,357 ―

単元未満株式 普通株式  　1,048,287 ― ―

発行済株式総数         173,339,287 ― ―

総株主の議決権 ― 171,357 ―

(注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式9,000株（議決権9個）が含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式591株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日清オイリオグループ
株式会社

東京都中央区新川一丁目
23番１号

932,000― 932,000 0.54

(相互保有株式)
株式会社日清商会

栃木県宇都宮市平出工業団
地43番地92

2,000 ― 2,000 0.00

計 ― 934,000― 934,000 0.54

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号及び会社法第155条第13号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　 該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　 該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数（株） 価格の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 49,488 29,408

当期間における取得自己株式 4,009 1,741

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

請求による株式数は含めておりません。

　
会社法第155条第13号による取得

区分 株式数（株） 価格の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 315,000 174,195

当期間における取得自己株式 ― ―

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求） 15,286 7,487 1,315 544

保有自己株式数 932,591 ― 935,285 ―

（注）１ 当期間における「その他（単元未満株式の買増請求）」には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提

出日までの単元未満株式の買増請求による株式数は含めておりません。

 ２ 当期間における「保有自己株式数」には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出までの単元未満　　　

株式の買取請求および単元未満株式の買増請求による株式数は含めておりません。　　

　

EDINET提出書類

日清オイリオグループ株式会社(E00428)

有価証券報告書

 46/132



３ 【配当政策】

当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つとして認識しております。利益配当につき

ましては、安定的な配当の継続を基本としつつ、中期経営計画の達成状況、連結業績を勘案し、配当性向も考

慮したうえで実施していく方針であります。当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年2回を基

本的な方針としており、配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

この方針のもと、当事業年度の剰余金の配当につきましては、期末配当金を1株当たり5円とし、中間配当

金（5円）とあわせて10円としております。

内部留保につきましては、企業価値向上に向けた投資等に活用するとともに、必要な利益還元に備えるな

ど長期的視野で株主の皆様のご期待に応えたいと考えております。 

なお、当社は毎年9月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款にて定めております。

　
(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成19年11月 8日
取締役会決議

863 5.00

平成20年 6月26日
定時株主総会決議

862 5.00

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第132期 第133期 第134期 第135期 第136期

決算年月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月

最高(円) 362 625 944 924
 

790

最低(円) 262 331 520 635
 

313

(注)　株価は、東京証券取引所の(市場第一部)におけるものです。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
1月

2月 3月

最高(円) 528 502 448 420 408 393

最低(円) 469 392 412 375 327 313

(注)　株価は、東京証券取引所の(市場第一部)におけるものです。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
取締役社長

大　込　一　男 昭和18年１月18日生

昭和41年４月 当社入社

(注３) 21

平成７年６月 当社取締役

平成12年６月 当社常務取締役

平成14年４月 リノール油脂㈱取締役

平成15年４月 当社専務取締役

平成17年６月 当社代表取締役(現任)

攝津製油㈱取締役(現任)

平成17年10月 当社取締役社長(現任)

大連日清製油有限公司董事長(現任)

日清奥利友(中国)投資有限公司

董事長(現任)

平成18年２月 INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS 

SDN.BHD CHAIRMAN(現任)

平成20年５月 (社)日本植物油協会会長(現任)

代表取締役
取締役副社長

高　瀬　俊　二 昭和22年３月31日生

昭和44年４月 三菱商事㈱入社

(注３) 12

平成９年12月 リノール油脂㈱取締役

平成14年４月 当社取締役

平成14年７月 リノール油脂㈱取締役社長

同社代表取締役

平成16年７月 当社専務取締役

平成17年６月 当社代表取締役(現任)

平成17年10月 当社取締役副社長(現任)

代表取締役
取締役副社長

 
山　田　修　造 昭和24年11月21日生

昭和47年４月 丸紅㈱入社

(注３) 15

平成13年６月 同社執行役員

平成17年６月 パシフィックグレーンセンター㈱

代表取締役社長

平成19年６月 当社代表取締役(現任)

当社取締役副社長(現任)

代表取締役
専務取締役

芋　川　文　男 昭和23年10月14日生

昭和46年４月 当社入社

(注３) 22

平成９年６月 当社取締役

平成12年６月 当社常務取締役

平成14年10月 日清オイリオ㈱常務取締役

同社代表取締役

平成16年７月 当社専務取締役(現任)

平成20年６月 当社代表取締役(現任)

代表取締役
専務取締役

今　村　隆　郎 昭和24年１月８日生

昭和46年４月 当社入社

(注３) 24

平成９年６月 当社取締役

平成14年４月 当社常務取締役

平成16年７月 当社専務取締役(現任)

平成17年６月 攝津製油㈱監査役(現任)

平成20年６月 当社代表取締役(現任)

専務取締役 鈴　木　　　正 昭和18年９月20日生

昭和40年４月 当社入社

(注３) 18

平成９年６月 当社取締役

平成14年４月 当社常務取締役

平成14年10月 日清オイリオ㈱常務取締役

平成18年６月 当社専務取締役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常務取締役

油脂事業管掌
家庭用事業
加工用事業
宣伝・広告
担当

田　村　由　人 昭和23年４月21日生

昭和46年４月 当社入社

(注３) 17

平成11年６月 当社取締役

平成14年４月 当社常務取締役

平成14年10月 日清オイリオ㈱常務取締役

平成16年７月 当社常務取締役家庭用事業、加工

用事業、宣伝・広告担当(現任)

業務用事業担当

平成17年10月 当社常務取締役油脂事業管掌(現任)

常務取締役
ファイン
ケミカル
事業担当

後　久　建　二 昭和22年９月13日生

昭和45年４月 丸紅㈱入社

(注３) 14

平成10年12月 ニッコー製油㈱取締役

平成13年６月 同社常務取締役

平成14年４月 当社取締役

平成14年６月 ニッコー製油㈱取締役社長

同社代表取締役

平成16年７月 当社常務取締役生産、環境、品質

保証担当

平成17年６月 当社常務取締役ファインケミカル

事業管掌

平成17年10月 当社常務取締役ファインケミカル

事業担当(現任)

平成19年６月 攝津製油㈱取締役(現任)

常務取締役

INTERCONT

INENTAL

SPECIALTY

FATS SDN.BHD

担当

薄　井　　　務 昭和23年９月５日生

昭和46年４月 三菱商事㈱入社

(注３) 12

平成14年４月 当社常務取締役(現任)

平成14年12月 リノール油脂㈱監査役

平成15年６月 当社常務取締役物流・資材、需給

管理担当

平成16年７月 当社常務取締役ロジスティクス、

機能性油脂海外事業担当

平成18年１月 当社常務取締役海外油脂事業担当

平成19年６月 当社常務取締役

INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS　

SDN.BHD担当(現任)

常務取締役

研究技術管掌

パーム事業

加工油脂事業

エコリオ事業

開発

担当

瀬　戸　　　明 昭和28年８月17日生

昭和53年４月 当社入社

(注３) 12

平成13年６月 当社取締役

平成14年10月 日清オイリオ㈱取締役

平成16年７月 当社常務取締役、商品戦略担当、

研究技術担当

平成17年１月 当社常務取締役加工油脂技術担当

平成17年６月 当社常務取締役研究技術管掌

(現任)

平成18年１月 当社常務取締役加工油脂事業担当

(現任)

平成18年10月 当社常務取締役エコリオ事業開発

担当(現任)

平成20年４月 当社常務取締役パーム事業担当

(現任)

取締役

ヘルシーフー

ズ事業

大豆蛋白事業

事業企画推進

担当

藤　井　　　隆 昭和29年９月27日生

平成10年４月 当社入社

(注３) 5

平成12年６月 当社財務部長

平成14年４月 当社執行役員

平成15年６月 当社取締役(現任)

日清オイリオ㈱取締役

ニッコー製油㈱監査役

平成16年７月 当社取締役ヘルシーフーズ事業、

財務・経理担当

平成16年12月 当社取締役ヘルシーフーズ第１事

業、ヘルシーフーズ第２事業担当

平成19年３月 当社取締役ヘルシーフーズ事業、大

豆蛋白事業担当(現任)

平成19年６月 当社取締役事業企画推進担当(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役

財務・経理
広報・ＩＲ
内部統制監査
担当

二ノ宮　義　治 昭和30年５月12日生

昭和53年４月 当社入社

(注３) 10

平成12年６月 当社経営企画室長

平成13年６月 当社横浜磯子事業場長

平成14年４月 当社執行役員

平成14年10月 日清オイリオ㈱執行役員

平成16年６月 当社取締役(現任)

平成16年７月 当社取締役人事・総務、環境・品質

保証担当

平成18年６月 当社取締役財務・経理担当(現任)

平成19年６月 当社取締役広報・ＩＲ、内部統制

監査担当(現任)

取締役
製油事業
担当

尾　上　秀　俊 昭和36年２月１日生

昭和58年４月 当社入社

(注３) 6

平成14年４月 当社経営政策部長兼総合管理部長

平成14年７月 当社経営政策部長兼製油統括部長

平成16年７月 当社執行役員

平成17年６月 当社取締役製油事業担当(現任)

取締役
業務用事業
担当

吉　田　禎　之 昭和30年12月18日生

昭和53年４月 当社入社

(注３) 19

平成９年８月 当社札幌支店長

平成11年７月 当社家庭用事業部マネジャー

平成13年２月 当社大阪支店長

平成14年10月 日清オイリオ㈱大阪事業場長兼大阪

支店長

平成16年７月 当社執行役員大阪事業場長兼大阪支

店長

平成19年６月 当社執行役員家庭用事業部長兼大阪

事業場長

平成20年６月 当社取締役業務用事業担当(現任)

取締役

生産
生産技術全般
(国内・海外)
担当

栢之間　昌　治 昭和30年６月14日生

昭和53年４月 当社入社

(注３) 3

平成13年６月 当社製油プロダクションセンター長

平成14年10月 日清オイリオ㈱製油プロダクション

センター長

平成16年７月 当社横浜磯子工場長

平成18年６月 当社執行役員横浜磯子事業場長、横

浜磯子工場長

平成20年６月 当社取締役生産、生産技術全般(国内

・海外)担当(現任)

取締役 南　　　光　雄 昭和８年11月５日生

昭和41年６月 公認会計士登録

(注３) ―

平成５年５月 監査法人トーマツ会長

平成７年５月 同法人会長・包括代表社員

平成11年12月 菊池プレス工業㈱監査役(現任)

平成13年６月 当社監査役

平成14年10月 日清オイリオ㈱監査役

平成16年６月 当社取締役(現任)

平成18年１月 三菱ＵＦＪ住宅ローン保証㈱監査役

(現任)

平成19年６月 三菱製鋼㈱監査役(現任)

取締役 垣　内　威　彦 昭和30年７月31日生

昭和54年４月 三菱商事㈱入社

(注３) ―

平成13年４月 同社食糧本部ホワイトミートユニッ

トマネジャー兼レッドミートユニッ

トマネジャー

平成16年４月 同社生活産業グループＣＥＯオフィ

ス企画・業務／事業投資・審査総括

平成18年４月 同社生活産業グループＣＥＯオフィ

ス室長

平成20年４月 同社農水産本部長(現任)

平成20年６月 当社取締役(現任)

取締役 岡　田　大　介 昭和31年７月30日生

昭和54年４月 丸紅㈱入社

(注３) ―

平成15年４月 同社飼料・スターチ原料部長

平成17年４月 同社食料部門長代行

平成19年４月 同社執行役員食料部門長(現任)

平成20年６月 当社取締役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

監査役 常勤 中　代　　繁　 昭和21年５月18日生

昭和44年４月 当社入社

(注４) 30
平成13年４月 当社法務部長

平成17年６月 攝津製油㈱取締役

平成19年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 常勤 西　崎　恭　司　 昭和21年10月16日生

昭和45年４月 三菱商事㈱入社

(注５) 1

平成12年２月 エム・シー・アカウンティング㈱

代表取締役社長

平成13年２月 三菱商事フィナンシャルサービス㈱

代表取締役副社長

平成14年６月 ㈱興人常務取締役

平成17年６月 同社取締役常務執行役員

平成18年６月 当社常勤監査役(現任)

平成19年６月 攝津製油㈱監査役(現任)

監査役 松　尾　紀　良 昭和25年４月30日生

昭和51年４月 弁護士登録(第一東京弁護士会所属)

(注４) ―

平成２年４月 東京簡易裁判所民事調停委員(現任)

平成13年４月 第一東京弁護士会副会長

平成15年６月 当社監査役(現任)

日清オイリオ㈱監査役

平成19年４月 日本弁護士連合会常務理事

監査役 関　根　修一郎 昭和17年７月２日生

昭和50年10月 公認会計士登録

(注６) ―平成17年５月 監査法人トーマツ経営会議議長

平成20年６月 当社監査役(現任)

計 241

　
(注）１　取締役南光雄、垣内威彦および岡田大介は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役西崎恭司、松尾紀良および関根修一郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３  取締役の任期は、平成20年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結 

の時までであります。

４　監査役中代繁および松尾紀良の任期は、平成19年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係

る定時株主総会終結の時までであります。

５　監査役西崎恭司の任期は、平成18年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。　

６　監査役関根修一郎の任期は、平成20年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。　
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７　当社は執行役員制度を導入しており、社長執行役員１名、副社長執行役員２名、専務執行役員３名、常務執行役

員６名、執行役員12名で構成されております。

(役名) 　(氏名) (担当職務)

社長執行役員 大　込　一　男 経営執行

副社長執行役員 高　瀬　俊　二 経営執行補佐

海外事業部長　兼　環境・品質保証室担当

副社長執行役員 山　田　修　造 経営執行補佐

ロジスティクス部担当

専務執行役員 芋　川　文　男 経営執行補佐

営業統括部、ＲＳ営業部、支店、中国油脂事業担当

専務執行役員 今　村　隆　郎 経営執行補佐

経営企画室、人事・総務部、ＣＳＲ推進室、情報システム部、生活科学

研究室担当

専務執行役員 鈴　木　　　正 経営執行補佐

生産統括担当

常務執行役員 田　村　由　人 家庭用事業部、宣伝・広告部担当

常務執行役員 後　久　建　二 ファインケミカル事業部担当

常務執行役員 薄　井　　　務 INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHD

 DEPUTY CHIEF EXECUTIVE OFFICER 

常務執行役員 瀬　戸　　　明 Ｒ＆Ｄ戦略室、業務用技術部、知的財産管理室、加工油脂事業部、パー

ム事業統括部、エコリオ事業開発室担当

常務執行役員 糸　数　　　博 大連日清製油有限公司　総経理

常務執行役員 一　杉　慶　文 加工用事業部長

執行役員 藤　井　　　隆 ヘルシーフーズ事業部担当　兼　大豆蛋白事業部長、事業企画推進室長

執行役員 二ノ宮　義　治 財務部、広報・ＩＲ部、内部統制監査室担当

執行役員 尾　上　秀　俊 製油事業部長

執行役員 吉　田　禎　之 業務用事業部長、大阪事業場長　兼　業務用広域流通部担当

執行役員 栢之間　昌　治 横浜磯子事業場長　兼　横浜磯子工場、名古屋工場、堺事業場、

水島工場、プロダクションセンター、生産技術全般(国内・海外)、

安全・防災担当

執行役員 中　島　成　生 エコリオ事業開発室長

執行役員 菊　池　奉　行 営業統括部長　兼　中国油脂事業担当補佐

執行役員 宮　川　慎　一 ヘルシーフーズ事業部長

執行役員 吉　田　伸　章 東京支店長　兼　ＲＳ営業部長

執行役員 朝　倉　昌　彦 日清奥利友(中国)投資有限公司　総経理

上海日清油脂有限公司　総経理

執行役員 久　野　貴　久 加工油脂事業部長　兼　パーム事業統括部長

執行役員 青　山　敏　明 横須賀事業場長　兼　中央研究所長
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

当社は食の安全を最優先として市場やお客様から高い評価をいただける価値を継続的に提供し、顧客、株

主、従業員、社会・環境といったあらゆるステークホルダーから信頼される企業グループであり続けたいと

考えております。当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、この方針に向け実効あるグ

ループ経営体制を整備し、必要な施策を実行していくことであり、当社ではコーポレート・ガバナンスを経

営上、最も重要な課題の一つとして位置付けております。

　

(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況)

(1) 会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス

体制の状況

①　会社の機関の内容

当社は、監査役制度を採用しており、取締役会は、取締役18名（うち社外取締役3名）で構成し、法令

で定められた事項および経営上の重要事項を審議し、決定しております。

　当社は、現場本位でのスピード経営を志向し、取締役が経営の監督はもちろんのこと、担当職務領域に

おける業務執行にも責任を負っております。また、当社は執行役員制度を導入しており、執行役員は取

締役会から業務執行権限を委譲され、取締役会の方針に則り、担当取締役の了解のもとで業務執行に携

わっております。

　当社は、取締役会、監査役会、内部統制監査室の機能を充実することにより、経営および業務執行の健

全性、アカウンタビリティは確保できると判断しております。

　監査役会は、監査役4名（うち社外監査役3名）で構成しており、監査役は、監査役会で策定された監査

方針、監査計画および業務分担に基づき、取締役会やその他重要な会議への出席、業務および財産の状

況調査等を通して、取締役・執行役員の業務執行を監査しております。監査役は、会計監査人および内

部統制監査室と緊密な連携を保ち、意見および情報の交換を行い、効果的・効率的な監査を実施してお

ります。

社外取締役、社外監査役の専従スタッフは設置しておりませんが、経営企画室および人事・総務部が

随時、対応をしております。

当社は、社外監査役松尾紀良氏および関根修一郎氏との間において、会社法第427条第1項に基づき、

会社法第423条第1項の賠償責任について、職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、金

5百万円または会社法第425条第1項に定める最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする契約を

締結しております。

　

EDINET提出書類

日清オイリオグループ株式会社(E00428)

有価証券報告書

 53/132



② 内部統制システムの整備の状況

当社は、取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため、以下の体制

とすることを基本方針としております。

当社の取締役会は、社外取締役を含む構成とし、当社の監査役会は、社外監査役を含む構成とされて

おり、社外監査役は、取締役のコンプライアンスに対して高い見識からの監査がなされるような人選を

行っております。

執行役員制度を採用しており、業務担当取締役については、取締役の職務と業務執行に関する職務権

限とを明確に区分しております。取締役会は、執行役員の業務執行状況を監督し、内部統制監査室は、執

行役員の業務執行状況を監査しております。また、監査役は、執行役員の業務執行状況および内部統制

監査室が行う監査状況を監査しております。なお、監査役の職務の補助は、内部統制監査室との緊密な

連携をもって対応することを基本としております。

　当社は、業務執行責任者による執行状況の報告・確認の機関として執行役員会、取締役社長の意思決

定支援機関として経営会議を設置しているほか、取締役会の諮問機関として各種経営委員会を設置し、

専門的な見地から意見を答申しております。執行役員会には常勤監査役が出席しており、経営会議につ

いては、常勤監査役に対する議案の事前提示および議事の報告を通じて監査役会への報告体制を確保

しております。　

当社は、企業の社会的責任（ＣＳＲ）に対する取組みとして、「ＣＳＲ委員会」を設置し、全社的な

活動を推進しております。また、経営計画の実現と効果を最大限に引き出すために、中期経営計画の推

進戦略会議を設けて審議を行っているほか、経営計画で定めた損益計画の進捗管理を月次で行ってお

ります。各部門の担当取締役は、経営計画を構成する部門目標の必達を公約しております。

金融商品取引法に基づく内部統制システムの構築については、その取組みを企業の社会的責任（Ｃ

ＳＲ）を果たすための重要なファクターとして位置づけ、基本方針・全体スケジュールに基づいた取

組みを進めてまいりました。平成19年4月から内部統制システムの運用を開始しております。社内体制

としては、内部統制システムの運営等の方針を決定するため、内部統制委員会を設置するとともに、内

部統制システムの評価のために、取締役社長直轄の内部統制監査室を設置しております。

コンプライアンス体制については、取締役会の諮問機関である企業倫理委員会等の各種委員会を設

置し、必要に応じ顧問弁護士等との連携を図っているとともに、取締役が遵守すべきコンプライアンス

の基本、違反に対する懲罰等を取締役倫理規程に定めております。また、当社の経営理念およびコアプ

ロミスに基づく「日清オイリオグループ行動規範」を制定し、子会社を含むすべての従業員への浸透

を図るとともに、企業倫理ホットラインによる通報の受付を行い、提供された通報については、企業倫

理委員会で審議し、再発防止を図っております。さらに、事業年度ごとにコンプライアンス・プログラ

ムを策定し、これに基づき主管部門が従業員教育を実施するとともに、必要に応じて内部監査部門が監

査を行い報告しております。

当社のコーポレート・ガバナンスおよび内部統制に関する体制の模式図は、次のとおりとなってお

ります。

EDINET提出書類

日清オイリオグループ株式会社(E00428)

有価証券報告書

 54/132



　

上記以外に常勤監査役とコーポレートスタッフ部門との定期的な情報交換を目的とした

「コーポレート・ガバナンス協議会」を設置しております。
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③　リスク管理体制の整備の状況

リスク管理につきましては、取締役会の諮問機関であるリスクマネジメント委員会が主管し、同委員

会は、リスクが顕在化した場合の緊急体制を整備し、危機対応を図っております。また、リスクマネジメ

ント委員会ではリスクの棚卸を実施したうえでリスクマップを作成し、重要なリスクに対しては担当

部門を特定し、各部門はＰＤＣＡサイクルによるリスクの管理を実施しております。なお、当社は経理

規程、与信管理規程、情報セキュリティ管理規程等の諸規程の今日的な見直しを恒常的に行い、必要に

応じて改訂または新たな規程の整備を行っており、内部統制監査室は、業務における諸規程の遵守状況

を監査しております。

　情報管理体制としては、取締役会の構成員が相互に職務執行状況の確認できる体制を確保する視点か

ら、取締役会規程・同運用基準、執行役員規程、文書管理規程等を整備しており、社外取締役および社外

監査役による情報の収集の利便性の向上を図るため、電磁的方法を積極的に利用しております。

　

当社のリスク管理に関する体制の模式図は、次のとおりとなっております。
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④　内部監査および監査役監査、会計監査の状況

当社は内部監査部門として「内部統制監査室」（専従者４名）を設置しております。監査役と内部

統制監査室は、随時、会合を実施し、監査計画や監査実施状況などに関し、意見および情報の交換を行

い、効果的・効率的な監査を実施しております。また、監査役は内部統制監査室を監査の対象部門とし

ており、定期的な往査を実施しているほか、内部統制監査室が実施する各種監査について報告を受け、

記録類を閲覧しております。

　また、コーポレートガバナンス協議会を設置し、常勤監査役とコーポレートスタッフ部門の定期的な

情報交換を行っております。

会計に関する事項の監査のため、会計監査人として監査法人トーマツと監査契約を締結し、公正な監

査を受けております。監査法人トーマツおよびその業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係は存

在しません。当期の会計監査業務に携わっている公認会計士の氏名等については、以下のとおりであり

ます。

　指定社員　業務執行社員　中野眞一氏、藤本貴子氏

　監査業務に係る補助者　１４名

監査役は、会計監査人および内部統制監査室と緊密な連携を保ち、意見および情報の交換を行い、効

果的・効率的な監査を実施しております。

⑤　当社ならびに子会社からなる企業集団における業務の適正性の確保

当社の取締役会の諮問機関として関係会社政策委員会を設け、企業集団としての戦略と各子会社運

営の適正性を総合的に評価しております。また、当社の取締役および執行役員の中から子会社ごとの担

当役員を任命し、経営の責任体制を明確にするとともに、担当役員は子会社の適正な業務遂行を指導し

ております。内部統制監査室は定期的に子会社の内部監査を実施しております。

　子会社の体制としては、非常勤取締役を親会社から選任し、子会社の独立企業としての発展と連結企

業における企業価値の最大化を共に実現すべく、業務遂行状況を監督しております。また、国内子会社

については、親会社から非常勤監査役を選任し、当該子会社が監査範囲の限定規定を設けることが可能

な場合においても、監査役に業務監査権限を付与しております。海外子会社の会計監査につきまして

は、当社会計監査人が加盟する監査法人グループの現地法人に委嘱しております。特に中国に関して

は、投資管理子会社を通じてその他の現地子会社の業務執行状況を監督しております。

⑥　役員報酬等および監査報酬等の内容

当社における役員報酬等および監査報酬等の内容は以下のとおりであります。

・役員報酬等の内容

　取締役および監査役に支払った報酬

　取締役　　　６１７百万円（うち社外取締役１５百万円）　

　監査役　　　　４９百万円（うち社外監査役３３百万円）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役に対する使用人分給与は含まれておりません。

 ２．平成18年６月28日開催の第134回定時株主総会において、取締役の報酬額を年額６億円以内（役員退

職慰労金引当額および使用人兼務取締役に対する使用人分の給与を除く）、監査役の報酬額を年額

6,000万円以内（役員退職慰労金引当額を除く）と改定するご承認をいただいております。

　　　　３．上記には、当事業年度において計上した役員退職慰労金引当額が含まれております。　
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・監査報酬等の内容

　当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬

　公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８百万円(うち当社３５百万円)

　上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　２９百万円(うち当社１４百万円)

  （注）英文財務諸表監査および子会社の財務内容の調査業務などに係る報酬であります。

⑦　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方および整備状況

当社は、反社会的な勢力や不当な圧力に対しては、「日清オイリオグループ行動規範」の定めのとお

り、必要な場合は法的措置を前提として、屈することなく毅然とした態度で臨みます。

　具体的には、人事・総務部を対応統括部署とし、警察と連携をとるとともに、社団法人警視庁管内特殊

暴力防止対策連合会が開催する研修会への参加により定期的な情報収集を行うことなどにより、社内

体制の整備に努めております。

⑧　その他

当社のＣＳＲに対する取組みについて、ステークホルダーを中心に、その考え方や活動内容等を分か

りやすく報告することを目的に、ＣＳＲ報告書を毎年発行しており、本年も６月に発行いたしました。

　

(2) 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の

概要

社外取締役である垣内威彦氏は三菱商事株式会社の業務執行者であり、岡田大介氏は丸紅株式会社

の業務執行者であります。三菱商事株式会社および丸紅株式会社は定常的な営業取引関係があり、か

つ、当社の主要株主であります。

社外取締役である南光雄氏および社外監査役である西崎恭司氏、松尾紀良氏および関根修一郎氏と

当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係はありません。

(3) 取締役の定数

当社の取締役は20名以内とする旨を定款で定めております。

(4) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

(5) 自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に

遂行することを可能とするため、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議によって市場取引

等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

(6) 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議

によって毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年4月1日から平成19年3月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年4月1日から平成19年3月31日まで)および前事業年度(平成18年4月1日

から平成19年3月31日まで)は証券取引法第193条の2の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年4月1日

から平成20年3月31日まで)および当事業年度(平成19年4月1日から平成20年3月31日まで)は金融商品取引

法第193条の2第1項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表ならびに財務諸表について、監査法人トーマツ

の監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年3月31日)

当連結会計年度
(平成20年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 6,366 6,534

　２　受取手形及び売掛金
※４
※７

42,954 47,615

　３　有価証券 4,665 3,612

　４　棚卸資産 32,401 46,777

　５　繰延税金資産 1,329 1,631

　６　その他 6,770 4,381

　　　貸倒引当金 △ 65 △ 23

　　　流動資産合計 94,42248.2 110,52953.7

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※２

　　(1) 建物及び構築物 28,658 27,236

　　(2) 機械装置及び運搬具 19,410 17,977

　　(3) 土地 25,148 24,745

　　(4) 建設仮勘定 576 804

　　　有形固定資産合計 73,79437.6 70,76334.4

　２　無形固定資産

　　(1) のれん 3,246 2,575

　　(2) その他 1,574 1,102

　　　無形固定資産合計 4,8202.5 3,6771.8

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券
※１
※３

20,335 17,564

　　(2) 長期貸付金 72 62

　　(3) 繰延税金資産 487 558

　　(4) その他 2,313 2,964

　　　　貸倒引当金 △ 238 △ 297

　　　投資その他の資産合計 22,97011.7 20,85310.1

　　　固定資産合計 101,58551.8 95,29446.3

　　　資産合計 196,007100.0 205,824100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年3月31日)

当連結会計年度
(平成20年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※３ 31,076 28,285

　２　短期借入金 6,320 12,403

　３　コマーシャルペーパー － 11,500

　４　一年内償還予定社債 5,000 －

　５　未払金 8,333 6,825

　６　未払費用 3,750 3,228

　７　未払法人税等 1,449 615

　８　役員賞与引当金 74 64

　９　その他 ※４ 2,678 4,561

　　　流動負債合計 58,68229.9 67,48432.8

Ⅱ　固定負債

　１　社債 10,000 20,000

　２　長期借入金 3,762 40

　３　繰延税金負債 8,165 6,149

　４　退職給付引当金 1,431 942

　５　役員退職慰労引当金 1,148 1,313

　６　負ののれん 20 13

　７　その他 516 474

　　　固定負債合計 25,04412.8 28,93314.0

　　　負債合計 83,72642.7 96,41746.8

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 16,332 16,332

　２　資本剰余金 26,071 26,072

　３　利益剰余金 61,143 61,126

　４　自己株式 △ 241 △ 438

　　　株主資本合計 103,30552.7 103,09150.1

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

4,115 1,236

　２　繰延ヘッジ損益 158 △ 524

　３　為替換算調整勘定 288 633

　　　評価・換算差額等合計 4,5622.3 1,3450.7

Ⅲ　少数株主持分 4,4132.3 4,9682.4

　　　純資産合計 112,28157.3 109,40653.2

　　　負債純資産合計 196,007100.0 205,824100.0
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② 【連結損益計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年4月 1日
　至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
　至　平成20年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 241,668100.0 298,196100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 192,19079.5 252,87184.8

　売上総利益 49,47720.5 45,32515.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２ 41,64217.2 41,21113.8

　営業利益 7,8353.3 4,1131.4

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 345 350

　２　受取配当金 168 209

　３　為替差益 104 417

　４　負ののれんの償却額 2,008 6

　５　持分法による投資利益 131 54

　６　その他 484 3,2441.3 492 1,5310.5

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 471 597

　２　棚卸資産処分損 99 120

　３　その他 274 845 0.4 366 1,0850.4

　経常利益 10,2344.2 4,5601.5

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※３ 300 298

　２　投資有価証券売却益 2 838

　３　関係会社株式売却益 151 －

　４　貸倒引当金戻入益 22 53

　５　持分変動利益 88 －

　６　前期損益修正益 ※４ 33 601 0.3 － 1,1900.4

前連結会計年度
(自　平成18年4月 1日
　至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
　至　平成20年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※５ 220 128

　２　固定資産売却損 ※６ 33 264

　３　投資有価証券売却損 0 －

　４　投資有価証券評価損 26 195

　５　関係会社株式売却損 － 4

　６　関係会社出資金評価損 － 40

　７　その他投資評価損 0 5

　８　貸倒引当金繰入額 49 －

　９　環境対策費用 84 －

　10　過年度役員退職慰労
　　　引当金繰入額

30 －

　11　前期損益修正損 ※７ 43 489 0.2 － 638 0.2

　税金等調整前当期純利益 10,3464.3 5,1121.7

　法人税、住民税及び事業税 3,570 2,648
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　法人税等調整額 107 3,6771.5 209 2,8581.0

　少数株主利益 467 0.2 378 0.1

　当期純利益 6,2022.6 1,8760.6
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年 3月31日残高(百万円) 16,332 26,054 56,380 △ 234 98,533

連結会計年度中の変動額

　利益処分による剰余金の配当 △ 691 △ 691

　剰余金の配当 △ 691 △ 691

　利益処分による役員賞与 △ 56 △ 56

　当期純利益 6,202 6,202

　自己株式の取得 △ 37 △ 37

　自己株式の処分 16 30 46

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

－ 16 4,763 △ 7 4,772

平成19年 3月31日残高(百万円) 16,332 26,071 61,143 △ 241 103,305

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算差額
等合計

平成18年 3月31日残高(百万円) 5,245 － 5 5,251 4,230 108,014

連結会計年度中の変動額

　利益処分による剰余金の配当 △ 691

　剰余金の配当 △ 691

　利益処分による役員賞与 △ 56

　当期純利益 6,202

　自己株式の取得 △ 37

　自己株式の処分 46

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△ 1,130 158 282 △ 689 183 △ 505

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△ 1,130 158 282 △ 689 183 4,266

平成19年 3月31日残高(百万円) 4,115 158 288 4,562 4,413 112,281
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当連結会計年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年 3月31日残高(百万円) 16,332 26,071 61,143 △ 241 103,305

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 1,900 △ 1,900

　当期純利益 1,876 1,876

　持分法適用関連会社増加による
　増加高

6 6

　自己株式の取得 △ 203 △ 203

　自己株式の処分 0 6 7

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

－ 0 △ 17 △ 196 △ 213

平成20年 3月31日残高(百万円) 16,332 26,072 61,126 △ 438 103,091

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算差額
等合計

平成19年 3月31日残高(百万円) 4,115 158 288 4,562 4,413 112,281

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 1,900

　当期純利益 1,876

　持分法適用関連会社増加による
　増加高

6

　自己株式の取得 △ 203

　自己株式の処分 7

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△ 2,878 △ 683 344 △ 3,216 555 △ 2,661

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△ 2,878 △ 683 344 △ 3,216 555 △ 2,875

平成20年 3月31日残高(百万円) 1,236 △ 524 633 1,345 4,968 109,406
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年4月 1日
　至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
　至　平成20年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益 10,346 5,112

　　　減価償却費 6,167 6,131

　　　のれんの償却額 △ 1,152 887

　　　退職給付引当金の減少額 △ 738 △ 489

　　　受取利息及び受取配当金 △ 514 △ 559

　　　支払利息 471 597

　　　持分法による投資利益 △ 131 △ 54

　　　投資有価証券売却損益(△益) － △ 838

　　　投資有価証券評価損 － 195

　　　関係会社株式売却損益(△益) △ 151 4

　　　関係会社出資金評価損 － 40

　　　固定資産除売却損益(△益) △ 58 94

　　　持分変動利益 △ 88 －

　　　売上債権の増減額(△増加) △ 5,012 △ 4,494

　　　棚卸資産の増減額(△増加) △ 4,148 △ 14,127

　　　仕入債務の増減額(△減少) 8,523 △ 2,993

　　　役員賞与の支払額 △ 56 －

　　　その他 △ 1,003 △ 2,220

　　　　小計 12,450 △ 12,713

　　　利息及び配当金の受取額 519 565

　　　利息の支払額 △ 472 △ 606

　　　法人税等の支払額 △ 5,607 △ 4,095

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 6,890 △ 16,849

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有価証券の純増減額(△増加) △ 644 380

　　　投資有価証券の取得による支出 △ 1,475 △ 852

　　　投資有価証券の売却による収入 218 1,178

　　　関係会社株式の取得による支出 － △ 1,488

　　　関係会社株式の売却による収入 195 236

　　　関係会社出資金の取得による支出 △ 31 △ 74

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 5,057 △ 3,199

　　　有形固定資産の売却による収入 345 569

　　　その他 △ 518 △ 605

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,968 △ 3,854

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金の純増減額(△減少) 1,566 2,786

　　　コマーシャルペーパーの純増減額(△減少) － 11,500

　　　長期借入金の返済による支出 △ 1,905 △ 572

　　　社債の発行による収入 － 9,934

　　　社債の償還による支出 △ 50 △ 5,000

　　　配当金の支払額 △ 1,382 △ 1,900

　　　自己株式の売却による収入 95 7

　　　自己株式の取得による支出 △ 37 △ 203

　　　少数株主への配当金支払額 △ 471 △ 206

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,185 16,345

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 102 170

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(△減少) △ 2,161 △ 4,188

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 12,401 10,354

　　連結範囲の変更による期首残高増加額 114 －

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 10,354 6,165
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

１　連結の範囲に関する事項
子会社26社のうち、19社を連結の範囲に含めておりま

す。
　なお、前連結会計年度まで非連結子会社であったもぎ
豆腐店㈱は、重要性が増したことにより、連結の範囲に
含めております。

１　連結の範囲に関する事項
子会社26社のうち、18社を連結の範囲に含めておりま

す。　
　なお、前連結会計年度まで連結子会社であった日清コ
スモフーズ㈱を、平成19年10月に簡易合併の手続きによ
り吸収合併しております。

主要な連結子会社は次のとおりであります。
攝津製油㈱、日清商事㈱、日清物流㈱、大連日清製油有
限公司、INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHD、
日清奥利友(中国)投資有限公司

主要な連結子会社は次のとおりであります。
攝津製油㈱、日清商事㈱、日清物流㈱、大連日清製油有
限公司、INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHD、
日清奥利友(中国)投資有限公司

　非連結子会社7社の総資産、売上高、純損益の持分に見
合う額および利益剰余金等の持分に見合う額の合計額
は、いずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるた
め、連結の範囲から除外しております。

　非連結子会社8社の総資産、売上高、純損益の持分に見
合う額および利益剰余金等の持分に見合う額の合計額
は、いずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるた
め、連結の範囲から除外しております。

２　持分法の適用に関する事項
非連結子会社7社および関連会社12社のうち8社に対

する投資について、持分法を適用しております。

２　持分法の適用に関する事項
非連結子会社8社および関連会社14社のうち8社に対

する投資について、持分法を適用しております。
なお、㈱ピエトロについては平成19年10月の資本提携

により当連結会計年度から持分法適用関連会社の範囲
に含めております。また、アイロム製薬㈱は株式の譲渡
により当連結会計年度末時点で持分法適用関連会社の
範囲から除外しております。

主要な持分法適用関連会社は次のとおりであります。 主要な持分法適用関連会社は次のとおりであります。
和弘食品㈱、㈱テンコーポレーション、アイロム製薬
㈱、幸商事㈱、㈱日清商会

㈱ピエトロ、和弘食品㈱、㈱テンコーポレーション、幸
商事㈱、㈱日清商会

非連結子会社7社および関連会社4社の純損益および
利益剰余金等の持分に見合う額の合計額は、いずれも連
結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の範
囲から除外しております。

非連結子会社8社および関連会社6社の純損益および
利益剰余金等の持分に見合う額の合計額は、いずれも連
結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の範
囲から除外しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち日清プラントエンジニアリング㈱、
大連日清製油有限公司、上海日清油脂有限公司、
INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHD、
SOUTHERN NISSHIN BIO-TECH SDN.BHD、日清奥利友(中
国)投資有限公司および日清ファイナンス㈱の決算日は
ともに12月31日であります。連結財務諸表の作成にあた
り、大連日清製油有限公司、上海日清油脂有限公司、
INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHD、
SOUTHERN NISSHIN BIO-TECH SDN.BHDおよび日清奥利友
(中国)投資有限公司については同日現在の財務諸表を
使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引は連結決
算上必要な調整を行っております。また、他の2社につい
ては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸
表を使用しております。
　連結子会社のうち、もぎ豆腐店㈱は決算日を5月31日か
ら3月31日に変更しております。
 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち日清プラントエンジニアリング㈱、
大連日清製油有限公司、上海日清油脂有限公司、
INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHD、
SOUTHERN NISSHIN BIO-TECH SDN.BHD、日清奥利友(中
国)投資有限公司および日清ファイナンス㈱の決算日は
ともに12月31日であります。連結財務諸表の作成にあた
り、大連日清製油有限公司、上海日清油脂有限公司、
INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHD、
SOUTHERN NISSHIN BIO-TECH SDN.BHDおよび日清奥利友
(中国)投資有限公司については同日現在の財務諸表を
使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引は連結決
算上必要な調整を行っております。また、他の2社につい
ては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸
表を使用しております。
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前連結会計年度
(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

４　会計処理基準に関する事項 ４　会計処理基準に関する事項

 (イ)重要な資産の評価基準及び評価方法   (イ)重要な資産の評価基準及び評価方法

   ①　有価証券     ①　有価証券

         その他有価証券          その他有価証券

           時価のあるもの            時価のあるもの

             ……決算日の市場価格等に基づく時価法              ……　同左

（評価差額は、全部純資産直入法により処
理し売却原価は、移動平均法により算定）
　

                

        　　時価のないもの            時価のないもの

             ……移動平均法による原価法              ……　同左

   ②　デリバティブ……時価法    ②　デリバティブ… 同左

   ③　棚卸資産    ③　棚卸資産

      　製品………主として総平均法による原価法
　　 原材料……主として先入先出法による低価法
 

       製品………　 同左
     原材料……　 同左

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法  (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ①　有形固定資産    ①　有形固定資産

      　建物………主として定額法
      建物以外の有形固定資産

同左
 

                …当社および国内連結子会社は主とし
                  て定率法、在外連結子会社は定額法、
                  ただし、リース資産は、リース期間
                  定額法
　
     　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

         建物及び構築物　　　　　　　　5年～50年
       機械装置及び運搬具　　　　　　4年～16年

　 ②　無形固定資産    ②　無形固定資産

            　 　定額法 同左

                  ただし、自社利用のソフトウェアに
　　　　　　　　ついては、社内における利用可能期
　　　　　　　　間(5年)に基づく定額法
　

 (ハ)重要な引当金の計上基準  (ハ)重要な引当金の計上基準

   ①　貸倒引当金 　 ①　貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権
　については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
　定の債権については個別に回収可能性を検討し、回
　収不能見込額を計上しております。

同左

 　②　役員賞与引当金    ②　役員賞与引当金

　　　当社および国内連結子会社は、各社の役員の賞与
　の支払いに備えて当連結会計年度における支給見込　　
　額に基づき計上しております。

同左
　　

   ③　退職給付引当金    ③　退職給付引当金

　　　当社および国内連結子会社は、従業員の退職給付
　に備えるため、当連結会計年度末における退職給付
　債務および年金資産の見込額に基づき計上しており
　ます。

同左

　　  過去勤務債務および数理計算上の差異は、その発
 生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
 （発生各年度における従業員の平均残存勤務年数）
 による定額法により費用処理しております。

　　　なお、数理計算上の差異は、それぞれ発生の翌連
 結会計年度から費用処理しております。
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前連結会計年度
(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

    ④　役員退職慰労引当金 　　④　役員退職慰労引当金

当社および国内連結子会社は、各社の役員の退職
慰労金の支出に備えて各社の支給内規に基づく期末
要支給額を計上しております。
 

同左

（ニ）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算
　基準　

（ニ）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算
　基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。なお、在外子会社等の資産、負債及び収益費用
については決算日の直物為替相場により円換算し、換
算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および
少数株主持分に含めております。

同左
  　　 

（ホ）重要なリース取引の処理方法 （ホ）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引については通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。

同左

（ヘ）重要なヘッジ会計の方法 （ヘ）重要なヘッジ会計の方法

　 ①　ヘッジ会計の方法  　①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予
約については、振当処理の要件を満たしている場合
は振当処理を採用しております。
 

同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象  　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約
取引

外貨建仕入債務および外貨建
予定仕入取引

商品先物
取引

外貨建予定仕入取引

金利スワップ
取引

社債等の利息

同左
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

  ③　ヘッジ方針 　③　ヘッジ方針

　　主として当社の取締役会で定められたデリバティブ　・
商品先物取引等管理規程等に基づき、通常の事業活動に
おける輸入取引等に係る為替変動リスク、原料価格の相
場変動リスクおよび社債等の金利変動リスクについて、
必要な範囲内でヘッジすることを方針としております。

同左

④　ヘッジの有効性評価の方法 　④　ヘッジの有効性評価の方法

　　主としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期　間
において、ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の
相場変動の累計とを比較し、ヘッジ対象とヘッジ手段と
の間に高い相関関係が認められるかにより有効性を評
価しております。
 

同左

（ト）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要
　な事項　

（ト）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要
 な事項

  　　消費税等の会計処理について　 　　　消費税等の会計処理について

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま
　　す。

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項　 ５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時価評
価法によっております。

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項　 ６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項　

　  のれん及び負ののれんは、５年間で均等償却しており
ます。

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金
及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金および容易
に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ
スクしか負わない取得日から満期日又は償還日までの
期間が3ヶ月以内の短期投資からなっております。
 

同左
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会計方針の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年4月 1日
  至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
  至　平成20年3月31日)

（役員賞与に関する会計基準）
　当連結会計年度から、「役員賞与に関する会計基準」
（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基
準第4号）を適用しております。これにより、営業利益、
経常利益および税金等調整前当期純利益がそれぞれ74
百万円減少しております。なお、セグメント情報に与え
る影響は、当該箇所に記載しております。

─────

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
等）
（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準
等の一部改正）
当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12
月9日　企業会計基準第5号）および「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業
会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指
針第8号) ならびに改正後の「自己株式及び準備金の額
の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　最
終改正平成18年8月11日　企業会計基準第1号）および
「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年
8月11日　企業会計基準適用指針第2号）を適用しており
ます。
　なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は107,709
百万円であります。
　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお
ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により
作成しております。
　前連結会計年度において、「資産の部」および「負債
の部」に含めて表示しておりました「繰延ヘッジ利
益」および「繰延ヘッジ損失」は、当連結会計年度から
税効果調整後の金額を「評価・換算差額等」の内訳科
目の「繰延ヘッジ損益」として表示することとしまし
た。
　なお、前連結会計年度の「繰延ヘッジ利益」および
「繰延ヘッジ損失」について、当連結会計年度と同様の
方法によった場合の金額は、171百万円であります。

─────

（企業結合に係る会計基準等）
　当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企
業会計審議会　平成15年10月31日）および「事業分離等
に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12
月27日　企業会計基準第7号）ならびに「企業結合会計
基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企
業会計基準委員会　最終改正平成18年12月22日　企業会
計基準適用指針第10号）を適用しております。
　これによる損益に与える影響はありません。
 

─────

───── （有形固定資産の減価償却の方法の変更）
　当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、
当連結会計年度より、平成19年4月1日以降に取得した有
形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償
却の方法に変更しております。
　これにより、営業利益、経常利益および税金等調整前当
期純利益はそれぞれ82百万円減少しております。
　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載
しております。 
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追加情報

　
前連結会計年度

(自　平成18年4月 1日
  至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
  至　平成20年3月31日)

───── （有形固定資産の減価償却)
　当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、
平成19年3月31日以前に取得した資産については、改正
前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取
得価額の5%に到達した連結会計年度の翌連結会計年度
より、取得価額の5%相当額と備忘価額との差額を5年間
にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しており
ます。
　これにより、営業利益が245百万円、経常利益および税
金等調整前当期純利益が251百万円それぞれ減少してお
ります。
　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載
しております。
 

　

表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

（連結貸借対照表)
　「連結調整勘定」は、当連結会計年度から「のれん」
および「負ののれん」として表示することとしました。
　

─────

（連結損益計算書）
　「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負
ののれんの償却額」として表示することとしました。
　

─────

　

（連結キャッシュ・フロー計算書)
　「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「の
れん償却額」として表示することとしました。

（連結キャッシュ・フロー計算書) 
　前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ
・フローの「その他」に含めておりました「投資有価
証券売却損益(△益)」は、重要性が増したため、当連結
会計年度において区分掲記することとしました。 
　なお、前連結会計年度において、営業活動によるキャッ
シュ・フローの「その他」に含めておりました「投資
有価証券売却損益(△益)」は、△２百万円であります。
　前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ
・フローの「その他」に含めておりました「投資有価
証券評価損」は、重要性が増したため、当連結会計年度
において区分掲記することとしました。 
　なお、前連結会計年度において、営業活動によるキャッ
シュ・フローの「その他」に含めておりました「投資
有価証券評価損」は、26百万円であります。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年3月31日)

当連結会計年度
(平成20年3月31日)

※１　非連結子会社および関連会社に対する主な資産は

次のとおりであります。

(単位：百万円)

固定資産
投資有価証券(株式) 2,512

投資有価証券(出資金) 819

※１　非連結子会社および関連会社に対する主な資産は

次のとおりであります。

(単位：百万円)

固定資産
投資有価証券(株式) 3,668

投資有価証券(出資金) 913

※２　有形固定資産の減価償却累計額は95,906百万円で

あります。なお、償却性資産に係る減損損失累計額

815百万円を含んでおります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は100,772百万円で

あります。なお、償却性資産に係る減損損失累計額

815百万円を含んでおります。

※３　担保資産および担保付債務

担保に供している資産の額(簿価)

　投資有価証券 102百万円

※３　担保資産および担保付債務

担保に供している資産の額(簿価)

　投資有価証券 105百万円

上記に対応する債務

　買掛金 23百万円
　

上記に対応する債務

　買掛金 38百万円
　

※４　売掛債権流動化について

連結決算日現在の金額は次のとおりであります。

　売掛金譲渡額 5,436百万円

　預り金(債権代理回収分) 2,083　〃

預り金(債権代理回収分)は、譲渡済売掛債権の代

理回収金額のうち、債権買取会社への連結決算日

現在の未精算額であります。

なお、預り金(債権代理回収分)は、負債の部の流動

負債「その他」に含めております。

※４　売掛債権流動化について

連結決算日現在の金額は次のとおりであります。

　売掛金譲渡額 5,714百万円

　預り金(債権代理回収分) 2,423　〃

預り金(債権代理回収分)は、譲渡済売掛債権の代

理回収金額のうち、債権買取会社への連結決算日

現在の未精算額であります。

なお、預り金(債権代理回収分)は、負債の部の流動

負債「その他」に含めております。

　５　偶発債務は次のとおりであります。

銀行借入金等の保証

　当社従業員 666百万円

　譲渡したリース契約に係る
　リース債務者

0　〃

　その他 8　〃

　計 675百万円
　

　５　偶発債務は次のとおりであります。

銀行借入金等の保証

　当社従業員 623百万円

　その他 3　〃

　計 626百万円

　

　６　当社および連結子会社(6社)においては、運転資金の
効率的な調達を行うため取引銀行8行と当座貸越契
約およびコミットメントライン契約を締結しており
ます。
当連結会計年度末における当座貸越契約およびコ

ミットメントライン契約に係る借入未実行残高等は
次のとおりであります。
　当座貸越極度額およびコミッ
　トメントライン契約の総額

27,880百万円

　借入実行残高 － 〃
　差引額 27,880〃

　

　６　当社および連結子会社(6社)においては、運転資金の
効率的な調達を行うため取引銀行11行と当座貸越契
約およびコミットメントライン契約を締結しており
ます。
当連結会計年度末における当座貸越契約およびコ

ミットメントライン契約に係る借入未実行残高等は
次のとおりであります。
　当座貸越極度額およびコミッ
　トメントライン契約の総額

27,875百万円

　借入実行残高 － 〃
　差引額 27,875〃

　
※７　当連結会計年度末日の満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。
　なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で
あったため、次の満期手形が当連結会計年度末日の
残高に含まれております。
　　受取手形 131百万円

─────
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

※１　棚卸資産のうち原材料に係る低価法による評価減

の金額は0百万円であり、売上原価に算入されており

ます。

※１　棚卸資産のうち原材料に係る低価法による評価減

の金額は322百万円であり、売上原価に算入されてお

ります。

※２　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金

額は次のとおりであります。

製品運賃、運搬費及び倉庫料 11,464百万円

貸倒引当金繰入額 16〃

給料賃金 6,592〃

退職給付費用 127〃

役員退職慰労引当金繰入額 217〃

役員賞与引当金繰入額 74〃

広告費 4,521〃

減価償却費 2,119〃

のれんの償却額 856〃

一般管理費に含まれる研究開発費は、2,228百万円

であります。

※２　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金

額は次のとおりであります。

製品運賃、運搬費及び倉庫料 11,513百万円

貸倒引当金繰入額 70〃

給料賃金 6,456〃

退職給付費用 249〃

役員退職慰労引当金繰入額 302〃

役員賞与引当金繰入額 64〃

広告費 3,852〃

減価償却費 2,000〃

のれんの償却額 894〃

一般管理費に含まれる研究開発費は、2,254百万円

であります。

※３　固定資産売却益の内容

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 11〃　

土地 288〃　

計 300〃　

※３　固定資産売却益の内容

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 13〃　

土地 285〃　

計 298〃　

※４　前連結会計年度に計上したリース解約損について、

当連結会計年度において、解約時期の変更に伴い発

生したものであります。

─────

 

※５　固定資産除却損の内容

建物及び構築物 56百万円

機械装置及び運搬具 157〃

その他の固定資産 6 〃

計 220〃

　

※５　固定資産除却損の内容

建物及び構築物 58百万円

機械装置及び運搬具 53〃

その他の固定資産 16〃

計 128〃

　
※６　固定資産売却損の内容

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬具 13〃

土地 15〃

計 33〃
　
※７　前連結会計年度に実施した子会社の整理に伴って

発生した店舗売却益について、当連結会計年度にお

いて売却先との間で売却額を修正する合意がなされ

たことによるものであります。

※６　固定資産売却損の内容

機械装置及び運搬具 1百万円

土地 263〃

計 264〃
　

 
───── 
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 173,339,287 － － 173,339,287
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 636,990 51,322 61,437 626,875
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　　　　　　51,322株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　　　　　　　　 7,711株

　連結子会社所有当社株式の市場への処分による当社帰属部分の減少　　53,726株

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年 6月28日
定時株主総会

普通株式 691 4.00平成18年3月31日 平成18年6月29日

平成18年11月14日
取締役会

普通株式 691 4.00平成18年9月30日 平成18年12月8日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年 6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,036 6.00平成19年3月31日 平成19年6月28日
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当連結会計年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 173,339,287 － － 173,339,287

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 626,875 364,488 15,286 976,077
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　株式買取請求による増加　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　315,000株

　単元未満株式の買取りによる増加　　   　　　　　　　　　　　　　 49,488株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　　　　　　　　15,286株

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月27日
定時株主総会

普通株式 1,036 6.00平成19年3月31日 平成19年6月28日

平成19年11月8日
取締役会

普通株式 863 5.00平成19年9月30日 平成19年12月7日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 862 5.00平成20年3月31日 平成20年6月27日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

　１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,366百万円

有価証券 4,665〃

流動資産その他(現先) 3,996〃

現金及び預金の内、預入期間
が３カ月を超える定期預金

△ 9〃

有価証券の内、株式及び
償還期間が３カ月を超える
債券等

△ 4,664〃

現金及び現金同等物 10,354〃

　１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,534百万円

有価証券 3,612〃

現金及び預金の内、預入期間
が３カ月を超える定期預金

△ 369〃

有価証券の内、株式及び
償還期間が３カ月を超える
債券等

△ 3,611〃

現金及び現金同等物 6,165〃
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(貸手側)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(貸手側)

１　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 １　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

取得価額
減価償却
累計額

期末残高

機械装置
及び運搬具

百万円

59
百万円

56
百万円

3

─────
 

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 0 〃

合計 1 〃

２　未経過リース料期末残高相当額
─────

３　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 13百万円

減価償却費 1　〃

受取利息相当額 1　〃

３　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 0百万円

減価償却費 ─ 　〃

受取利息相当額 0　〃

４　利息相当額の算定方法　

　リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物

件の購入金額を控除した額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっております。

４　利息相当額の算定方法

　同左

(借手側)

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

減損損失
累計額
相当額

期末残高
相当額

機械装置
及び運搬
具

百万円
2,440

百万円
1,293

百万円
2

百万円
1,144

(借手側)

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相
当額

減損損失
累計額
相当額

期末残高
相当額

機械装置
及び運搬
具

百万円
2,249

百万円
1,306

百万円
0

百万円
943

　なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によっております。

　なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によっております。

２　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定残高

１年内 444百万円

１年超 699 〃

計 1,144〃

リース資産減損勘定残高 2百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有

形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、支払利子込み法によって

おります。

２　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定残高

１年内 408百万円

１年超 534 〃

計 943 〃

リース資産減損勘定残高 2百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有

形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、支払利子込み法によって

おります。

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額および減

価償却費相当額

支払リース料 542百万円

リース資産減損勘定の取崩額 0　 〃

減価償却費相当額 541　 〃

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額および減

価償却費相当額

支払リース料 490百万円

リース資産減損勘定の取崩額 2 〃

減価償却費相当額 488 〃

４　減価償却費相当額の算定方法　　

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

 

４　減価償却費相当額の算定方法

　 同左
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(有価証券関係)

　　前連結会計年度(平成19年3月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

　(1) 株式 5,169 12,901 7,732

　(2) 債券

　　　　社債 499 502 2

　　　　その他 913 934 20

　(3) その他 1,005 1,005 0

小計 7,587 15,343 7,755

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないも
の

　(1) 株式 512 317 △195

　(2) 債券

　　　　社債 199 198 △0

　　　　その他 4,096 3,888 △208

　(3) その他 749 668 △81

小計 5,558 5,072 △485

合計 13,145 20,415 7,269

(注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、0百万円の減損処理を行っております。なお

減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％～50％下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認めた金額について減損処理を

行うこととしております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

　

売却額(百万円) 売却益(百万円) 売却損(百万円)

731 5 0
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３　時価評価されていない主な有価証券

　

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

　非上場株式 447

　優先出資証券 500

　優先株式 300

　

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成19年3月31日)

　

区分
1年以内
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

債券

　社債 － 700 － －

　その他 3,235 － 520 1,066

その他 1,429 193 49 －

合計 4,664 894 570 1,066　
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　　当連結会計年度(平成20年3月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

　(1) 株式 1,909 5,902 3,993

　(2) 債券

　　　　社債 699 703 4

　(3) その他 － － －

小計 2,608 6,605 3,997

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないも
の

　(1) 株式 4,091 3,703 △387

　(2) 債券 5,393 4,524 △868

　(3) その他 749 461 △288

小計 10,234 8,689 △1,544

合計 12,843 15,295 2,452

(注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、197 百万円の減損処理を行っております。

なお減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認めた金額について減損処理

を行うこととしております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

　

売却額(百万円) 売却益(百万円) 売却損(百万円)

1,166 838 －
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３　時価評価されていない主な有価証券

　

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

　非上場株式 493

　優先出資証券 500

　優先株式 300

　

　

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成20年3月31日)

　

区分
1年以内
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

債券

　社債 － 703 － －

　その他 3,294 － 299 930

その他 317 143 － －

合計 3,611 847 299 930
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(1) 取引の内容　

当社グループの利用しているデリバティブ取引は、通

貨関連では、為替予約取引、通貨オプション取引、通貨

スワップ取引、金利関連では、金利スワップ取引、金利

オプション取引、有価証券関連では、株価指数先物取

引、株価指数オプション取引、債券先物取引、債券オプ

ション取引、商品関連では、殼物等の先物取引であり

ます。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針　

当社グループは、通常の事業活動に係る輸入取引等を

踏まえ、必要な範囲内でデリバティブ取引を利用して

いる他、一定の限度額を設け、余資運用のためデリバ

ティブ取引を行っております。

(2) 取引に対する取組方針 

同左

(3) 取引の利用目的

１　当社グループは、外貨建債権債務に係る為替相場

の変動リスク回避を目的として、為替予約取引を

行っております。なお、「取引の時価等に関する事

項」における為替予約取引のうち、期末に外貨建買

掛金に振り当てられているものについては、当該外

貨建金銭債権債務の換算を通じて連結財務諸表に

計上されているので、開示の対象から除いておりま

す。

(3) 取引の利用目的 

同左

２　当社グループは、外貨建輸入取引における仕入コ

ストの総合的な低減を目的として、通貨オプション

取引を行っております。

３　当社グループは、現物先渡契約に基づく取引の売

価に対応するコストを確定させることを目的とし

て、商品先物取引を行っております。

４　当社グループは、債券投資における金利及び償還

差損益を平準化することを目的として、金利スワッ

プ取引を行っております。

５　当社グループは、株式・債券市場への投資に対す

る価格変動リスクのヘッジ及び運用収益の獲得を

目的として、金利関連及び有価証券関連並びに通貨

関連のデリバティブ取引を行っております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。重要なヘッジ会計の方法は「連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項４会計処理基

準に関する事項(へ)」に記載のとおりであります。
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(4) 取引に係るリスクの内容

当社グループが利用している通貨関連、金利関連、有

価証券関連、商品関連のデリバティブ取引は、それぞ

れ為替、金利、有価証券及び商品の価格変動リスクを

有しておりますが、これらの取引は、いずれも信用度

の高い銀行及び証券会社等を通じて行っているため、

契約が履行されないことによるリスクはほとんどな

いと認識しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制　

デリバティブ取引は、当社の取締役会で定められたデ

リバティブ・商品先物取引等管理規程および各社毎

に定めた「社内管理規程」等に基づき、ポジション枠

による規制、反対ポジションの設定等によりリスクを

一定以下とすることとされており、損失が一定の範囲

を超えた場合には精算する方針により、損益に大きな

影響を及ぼさないよう管理しております。なお、当社

グループにおいてはその運用状況及び管理状況は社

内監査を受け持つ部門が監査しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

　

２　取引の時価等に関する事項

　　前連結会計年度（平成19年３月31日現在）

該当事項はありません。

なお、為替予約取引及び金利スワップ取引等を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しており

ますので注記の対象から除いております。

　

　　当連結会計年度（平成20年３月31日現在）

該当事項はありません。

なお、為替予約取引及び金利スワップ取引等を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しており

ますので注記の対象から除いております。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、退職金規定に基づく退職一時金制度のほか、企業年金基金制度を設け

ております。

国内連結子会社は、退職一時金制度を設けているほか、一部の会社は併せて適格退職年金制度を設けてお

ります。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成19年3月31日現在)

(単位：百万円)

イ　退職給付債務 △18,158

ロ　年金資産 11,841

ハ　退職給付信託 5,267

ニ　未積立退職給付債務(イ＋ロ＋ハ) △1,049

ホ　会計基準変更時差異の未処理額 59

ヘ　未認識数理計算上の差異 1,227

ト　未認識過去勤務債務(債務の減額) △1,578

チ　連結貸借対照表計上額純額(ニ＋ホ＋ヘ＋ト) △1,341

リ　前払年金費用 90

ヌ　退職給付引当金(チ－リ) △1,431

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

(単位：百万円)

イ　勤務費用(注) 775

ロ　利息費用 362

ハ　期待運用収益 △918

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 19

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △124

ヘ　数理計算上の差異の費用処理額 121

ト　臨時に支払った退職割増金 5

チ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 241

　 (注)　厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しており、簡便法を採用している連結子会社の会計基準変更時差異

の費用以外の退職給付費用は「イ．勤務費用」に計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込み額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 2.2％

ハ　期待運用収益率 5.2％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 退職金制度　　16年および17年

企業年金制度　14年および16年

(発生年度毎の従業員の平均残存勤務期間による定額法によっております。)

ホ　数理計算上の差異の処理年数 退職金制度　　16年および17年

企業年金制度　14年～16年

(発生年度毎の従業員の平均残存勤務期間による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしております。)

ヘ　会計基準変更時差異の処理年数

　攝津製油㈱ 10年
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当連結会計年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、退職金規定に基づく退職一時金制度のほか、企業年金基金制度を設け

ております。

国内連結子会社は、退職一時金制度を設けているほか、一部の会社は併せて適格退職年金制度を設けてお

ります。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成20年3月31日現在)

(単位：百万円)

イ　退職給付債務 △18,357

ロ　年金資産 10,462

ハ　退職給付信託 3,749

ニ　未積立退職給付債務(イ＋ロ＋ハ) △4,146

ホ　会計基準変更時差異の未処理額 39

ヘ　未認識数理計算上の差異 4,774

ト　未認識過去勤務債務(債務の減額) △1,454

チ　連結貸借対照表計上額純額(ニ＋ホ＋ヘ＋ト) △786

リ　前払年金費用 156

ヌ　退職給付引当金(チ－リ) △942

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

(単位：百万円)

イ　勤務費用(注) 669

ロ　利息費用 358

ハ　期待運用収益 △810

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 19

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △124

ヘ　数理計算上の差異の費用処理額 185

ト　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 298

　 (注)　簡便法を採用している連結子会社の会計基準変更時差異の費用以外の退職給付費用は「イ．勤務費用」に計上

しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込み額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 2.2％

ハ　期待運用収益率 4.9％

ニ　過去勤務債務の額の処理年数 退職金制度　　16年および17年

企業年金制度　14年および16年

(発生年度毎の従業員の平均残存勤務期間による定額法によっております。)

ホ　数理計算上の差異の処理年数 退職金制度　　16年および17年

企業年金制度　14年～16年

(発生年度毎の従業員の平均残存勤務期間による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしております。)

ヘ　会計基準変更時差異の処理年数

　攝津製油㈱ 10年
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(ストック・オプション等関係)

　　前連結会計年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

　　当連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日）　

　　該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年3月31日)

当連結会計年度
(平成20年3月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳
　　　繰延税金資産

　退職給付引当金 2,468百万円
　繰越欠損金 1,193〃
　未払費用 1,227〃
　役員退職慰労引当金 464〃
　棚卸資産 28〃
　減損損失 342〃
　その他 878〃
繰延税金資産小計 6,603〃

評価性引当額 △1,950〃

繰延税金資産合計 4,652〃

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳
　　　繰延税金資産

　退職給付引当金 2,255百万円
　繰越欠損金 1,239〃
　未払費用 1,030〃
　役員退職慰労引当金 532〃
　棚卸資産 48〃
　減損損失 318〃
　その他 1,293〃
繰延税金資産小計 6,718〃

評価性引当額 △2,029〃

繰延税金資産合計 4,689〃

　　　繰延税金負債
　　退職給付信託設定益 1,324 百万円
　　圧縮記帳積立金 5,461〃
　　その他有価証券評価差額金 2,934〃
　　土地評価差額金 678 〃
　　その他 602〃
　繰延税金負債合計 11,001〃
　繰延税金負債の純額 6,349〃

　

　　　繰延税金負債
　　退職給付信託設定益 1,324百万円
　　圧縮記帳積立金 4,889〃
　　その他有価証券評価差額金 928〃
　　土地評価差額金 762〃
　　その他 841〃
　繰延税金負債合計 8,745〃
　繰延税金負債の純額 4,056〃

　
　　平成19年3月31日現在の繰延税金資産の純額は、連結貸
借対照表の以下の項目に含まれております。

　流動資産―繰延税金資産 1,329百万円
　固定資産―繰延税金資産 487〃
　流動負債―その他 1 〃
　固定負債―繰延税金負債 8,165〃

　

　　平成20年3月31日現在の繰延税金資産の純額は、連結貸
借対照表の以下の項目に含まれております。

　流動資産―繰延税金資産 1,631百万円
　固定資産―繰延税金資産 558〃
　流動負債―その他 96〃
　固定負債―繰延税金負債 6,149〃

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因
法定実効税率 40.6％

　　 (調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

3.1％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.9％

住民税均等割 0.5％
のれんの償却額 △4.5％
税効果未認識の
赤字子会社による税率差異

0.4％

持分法による投資利益 △0.5％
税効果未認識による差異 △1.0％
受取配当金消去 1.8％
研究開発費控除 △0.9％
その他 △3.1％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

35.5％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異原因
法定実効税率 40.6％

　　 (調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

8.7％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△1.9％

住民税均等割 1.0％
のれんの償却額 7.0％
税効果未認識の
赤字子会社による税率差異

1.5％

持分法による投資利益 △0.4％
税効果未認識による差異 △3.6％
受取配当金消去 6.3％
研究開発費控除 △1.7％
その他 △1.6％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

55.9％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

　

製油関連
事業
(百万円)

ヘルシー
フーズ事業
(百万円)

ファインケ
ミカル事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

216,3348,571 4,87811,884241,668 － 241,668

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,885 702 636 14,21517,439(17,439)－

計 218,2199,273 5,51426,100259,107(17,439)241,668

営業費用 211,1199,938 5,07425,136251,269(17,436)233,832

営業利益又は
営業損失(△)

7,100△ 665 440 963 7,838 (3) 7,835

Ⅱ　資産、減価償却費及び
　　資本的支出

　　資産 163,2875,235 5,72514,218188,4667,541196,007

　　減価償却費 5,252 179 128 606 6,167 － 6,167

　　資本的支出 2,862 1,301 274 175 4,614 － 4,614

　

　

当連結会計年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

　

製油関連
事業
(百万円)

ヘルシー
フーズ・大
豆蛋白事業
(百万円)

ファインケ
ミカル事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

272,6478,616 5,40511,526298,196 － 298,196

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2,048 666 702 14,08617,505(17,505)－

計 274,6969,283 6,10725,613315,701(17,505)298,196

営業費用 271,17310,0625,68224,662311,580(17,498)294,082

営業利益又は
営業損失(△)

3,523△ 779 425 951 4,121 (7) 4,113

Ⅱ　資産、減価償却費及び
　　資本的支出

　　資産 177,3376,260 5,53313,166202,2973,527205,824

　　減価償却費 5,304 159 161 505 6,131 － 6,131

　　資本的支出 2,617 223 30 142 3,013 － 3,013
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(注) １　事業区分は製品の属する業種区分によっております。

２　各事業区分の主要製品

製油関連事業 家庭用食品、業務用食品、加工用油脂、加工油脂、油粕および穀類

ヘルシーフーズ・大豆

蛋白事業

生活習慣病対応食品、高齢者・介護食品、治療関連食品、栄養調整食品、機能性素

材、ドレッシング・マヨネーズ類、大豆たん白、大豆加工食品

ファインケミカル事業 化粧品・トイレタリー原料、化学品、中鎖脂肪酸油、レシチン、トコフェロール

その他事業
不動産賃貸、包装サービス、港湾荷役、倉庫業、飲食店経営、洗剤、スポーツ施設経

営、水産、販売促進、エンジニアリング、損害保険代理、コンピュータ関連

３　事業区分の名称変更

当連結会計年度より中期経営計画「ＧＲＯＷＴＨ１０ フェーズⅠ」のスタートに合わせ、事業区分について

従来の「ヘルシーフーズ事業」を「ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業」に名称変更しております。

４　前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,863百万円であり、その

主なものは、当社の余資運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券のうち、各セグメン

トに直課できないもの)等であります。

　　当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,984百万円であり、その

主なものは、当社の余資運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券のうち、各セグメン

トに直課できないもの)等であります。

５　当連結会計年度より、当社および国内連結子会社については、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によっ

た場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「製油関連事業」が69百万円、「ヘルシーフーズ・大豆蛋

白事業」が1百万円、「ファインケミカル事業」が6百万円、「その他事業」が5百万円増加し、「製油関連事

業」、「ファインケミカル事業」および「その他事業」の営業利益がそれぞれ同額減少し、「ヘルシーフーズ

・大豆蛋白事業」の営業損失が同額増加しております。

また、平成19年3月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法に比

べ、当連結会計年度における営業費用は「製油関連事業」が208百万円、「ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業」

が8百万円、「ファインケミカル事業」が12百万円、「その他の事業」が16百万円増加し、「製油関連事業」、

「ファインケミカル事業」および「その他事業」の営業利益がそれぞれ同額減少し、「ヘルシーフーズ・大

豆蛋白事業」の営業損失が同額増加しております。

６　前連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準

第4号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、前連結会計年度における営業

費用は「製油関連事業」が49百万円、「ヘルシーフーズ事業」が6百万円、「ファインケミカル事業」が4百万

円、「その他事業」が13百万円増加し、「製油関連事業」、「ファインケミカル事業」および「その他事業」

の営業利益がそれぞれ同額減少し、「ヘルシーフーズ事業」の営業損失が同額増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

　

日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1)外部顧客に対する売上高 195,710 45,957 241,668 － 241,668

　(2)セグメント間の内部売上高
　 　又は振替高

135 3,101 3,237 (3,237) －

計 195,846 49,058 244,905(3,237)241,668

　　営業費用 190,052 47,002 237,055(3,222)233,832

　　営業利益 5,793 2,056 7,850 (15) 7,835

Ⅱ　資産 171,066 25,236 196,303 (295) 196,007

　

　当連結会計年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

　

日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1)外部顧客に対する売上高 225,293 72,902 298,196 － 298,196

　(2)セグメント間の内部売上高
　 　又は振替高

637 3,597 4,235 (4,235) －

計 225,931 76,499 302,431(4,235)298,196

　　営業費用 223,504 74,776 298,281(4,198)294,082

　　営業利益 2,426 1,723 4,150 (36) 4,113

Ⅱ　資産 174,028 34,423 208,452(2,627)205,824

　
(注）１　国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域

(1)国または地域の区分の方法・・・・・・地理的近接度による
(2)各区分に属する主な国または地域・・・アジア　:中国、マレーシア　　

２　消去又は全社の項目に含めた全社資産はありません。

３　当連結会計年度より、当社および国内連結子会社については、平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によっ

た場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「日本」が82百万円増加し営業利益が同額減少しており

ます。

また、平成19年3月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法に比

べ、当連結会計年度における営業費用は「日本」が245百万円増加し営業利益が同額減少しております。

４　前連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準

第4号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、前連結会計年度における営業

費用は「日本」が74百万円増加し、営業利益が同額減少しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高　（百万円） 36,387 13,201 49,589

Ⅱ　連結売上高　（百万円） － － 241,668

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合（％）

15.1 5.5 20.5

　

当連結会計年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高　（百万円） 52,265 20,491 72,757

Ⅱ　連結売上高　（百万円） － － 298,196

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合（％）

17.5 6.9 24.4

　

　　　　(注）１　国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域

　　　（１）国または地域の区分の方法・・・・・・地理的近接度による

　　　（２）各区分に属する主な国または地域・・・アジア　　　　：中国、マレーシア、台湾、韓国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他の地域　：ヨーロッパ諸国、アメリカ合衆国

　　　　２　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

　　前連結会計年度(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社の
名称

住所

資本金
または
出資金
(百万円)

事業の
内容又は
職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関係

その他の
関係会社

三菱商事
株式会社

東京都
千代田区

199,228
内外物資の
輸入および
販売業

直接
0.0

(16.8)

兼任１人
転籍１人

当社製品の
販売および
原材料の仕
入

油脂・油
粕の販売

34,714売掛金 7,612

原材料の
仕入等

33,853買掛金 5,308

丸紅株式
会社

東京都
千代田区

262,686
内外物資の
輸入および
販売業

直接
0.0

(15.1)

兼任１人
転籍１人

当社製品の
販売および
原材料の仕
入

油脂・油
粕の販売

14,921売掛金 4,000

原材料の
仕入等

19,727買掛金 1,965

取引条件および取引条件の決定方針等

　油脂・油粕販売については市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格交渉のうえ、一般

的取引条件と同様に決定しております。また、原材料の仕入等については、毎期価格交渉のうえ、一般的取引

条件と同様に決定しております。

(注)　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

　　当連結会計年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社の
名称

住所

資本金
または
出資金
(百万円)

事業の
内容又は
職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関係

その他の
関係会社

三菱商事
株式会社

東京都
千代田区

201,825
内外物資の
輸入および
販売業

直接
0.0

(16.8)

兼任１人
転籍１人

当社製品の
販売および
原材料の仕
入

油脂・油
粕の販売

41,219売掛金 8,616

原材料の
仕入等

46,373買掛金 4,464

丸紅株式
会社

東京都
千代田区

262,686
内外物資の
輸入および
販売業

直接
0.0

(15.2)
兼任１人

当社製品の
販売および
原材料の仕
入

油脂・油
粕の販売

17,810売掛金 3,831

原材料の
仕入等

32,286買掛金 3,243

取引条件および取引条件の決定方針等

　油脂・油粕販売については市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格交渉のうえ、一般

的取引条件と同様に決定しております。また、原材料の仕入等については、毎期価格交渉のうえ、一般的取引

条件と同様に決定しております。

(注)　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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(企業結合等関係)

　　前連結会計年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日） 　　

　　該当事項はありません。

　

　　当連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日） 

　　連結子会社との簡易合併

１ 結合当事企業の名称およびその事業内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称ならびに

　　取引の目的を含む取引の概要

(１) 結合当事企業の名称およびその事業の内容

　①結合企業

名称 日清オイリオグループ株式会社(当社)

事業内容 製油事業、ヘルシーフーズ・大豆蛋白事業およびファインケミカル事業など

　②被結合企業

名称 日清コスモフーズ株式会社

事業の内容 大豆たん白などの製造・販売

(２) 企業結合の法的形式、結合後企業の名称

    当社を存続会社とする吸収合併方式で、日清コスモフーズ株式会社は解散し、結合後企業の名

　　称は日清オイリオグループ株式会社(当社)となります。なお、日清コスモフーズ株式会社は当社

　　の全額出資子会社であるため、合併による新株式の発行はありません。

(３) 取引の目的を含む取引の概要

　　日清コスモフーズ株式会社は、大豆たん白・大豆粉の製造・販売を中心に、幅広く事業展開して

　　おり、当社グループでの国内外における大豆蛋白事業強化を目的としております。

　

２ 実施した会計処理の概要

　　「企業結合に係る会計基準」(「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

　　平成15年10月31日))および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会

　　計基準適用指針第10号　最終改訂平成18年12月22日)に基づき、共通支配下の取引として会計処理

　　しております。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

１株当たり純資産額 624.55円 605.92円

１株当たり当期純利益 35.91円 10.87円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

－ 円 － 円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載しておりません。

（追加情報）

　当連結会計年度から、改正後の「１

株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　最終改

正平成18年1月31日　企業会計基準第

２号）および「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会　最終改正平

成18年1月31日　企業会計基準適用指

針第４号）を適用しております。

　なお、前連結会計年度と同様の方法

により算定した当連結会計年度の１

株当たり純資産額は、623.63円とな

ります。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載しておりません。

　 （注）算定上の基礎は以下のとおりであります。

　
　　　　　１．１株当たり純資産額

前連結会計年度末
(平成19年3月31日)

当連結会計年度末
(平成20年3月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計

額(百万円)
112,281 109,406

純資産の部の合計額から控除する金

額

　少数株主持分(百万円) 4,413 4,968

普通株式に係る純資産額(百万円) 107,867 104,437

普通株式の発行済株式数(千株) 173,339 173,339

普通株式の自己株式数(千株) 626 976

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数(千株)
172,712 172,363

　
　　　　　２．１株当たり当期純利益

前連結会計年度
(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

連結損益計算書上の当期純利益

(百万円)
6,202 1,876

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 6,202 1,876

普通株式の期中平均株式数(千株) 172,719 172,569
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

（連結子会社との簡易合併）

　平成19年5月18日開催の取締役会において、当社は平成

19年10月1日をもって、下記のとおり全額出資の連結子

会社である日清コスモフーズ株式会社を簡易合併の手

続きにより吸収合併することを決議いたしました。

─────

１　結合当事企業の名称およびその事業内容、企業結

　　合の法的形式、結合後企業の名称ならびに取引の

　　目的を含む取引の概要

　（１）　結合当事企業の名称およびその事業の内容

　　①　結合企業
　　　名称　　　　　　　日清オイリオグループ株式会社（当
社）
　　　事業の内容　　 製油事業、ヘルシーフーズ事業および
　　　　　　　　　　　　　ファインケミカル事業など

　　②　被結合企業
　　　名称　　　　　　　日清コスモフーズ株式会社
　　　事業の内容　 　大豆たん白などの製造・販売
　（２）　企業結合の法的形式、結合後企業の名称
　　　当社を存続会社とする吸収合併方式で、日清コスモ
フ
　ーズ株式会社は解散し、結合後企業の名称は日清オイ
リ
　オグループ株式会社（当社）となります。なお、日清コ
スモ
　フーズ株式会社は当社の全額出資子会社であるため、
合
　併による新株式の発行はありません。
　（３）　取引の目的を含む取引の概要
　　 日清コスモフーズ株式会社は、大豆蛋白・大豆粉の
製
　造・販売を中心に、幅広く事業展開しており、当社グル
　
　ープでの国内外における大豆蛋白事業強化を目的とし
て
　おります。
２　実施する会計処理の概要
　　「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る会
計基
　準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成15
年
　10月31日））および「企業結合会計基準及び事業分離
等
　会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針
第　
　10号　最終改正平成18年12月22日）に基づき、共通支配
　下の取引として会計処理をいたします。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

日清オイリオグ
ループ㈱

第２回無担保
社債

平成12年
７月31日

5,000 
(5,000)

─ 2.1 なし
平成19年
７月31日

日清オイリオグ
ループ㈱

第３回無担保
社債

平成17年
12月８日

5,000 5,000 1.0 なし
平成22年
12月７日

日清オイリオグ
ループ㈱

第４回無担保
社債

平成17年
12月８日

5,000 5,000 1.4 なし
平成24年
12月７日

日清オイリオグ
ループ㈱

第５回無担保
社債

平成19年
９月14日

─ 10,000 1.8 なし
平成26年
９月12日

合計 ― ― 15,00020,000― ― ―

(注) １   ( )内書は１年内償還予定であります。
２　 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

     
１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

─ ─ 5,000 ─ 5,000

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 6,129 9,063 3.8 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 190 3,340 1.1 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ ─ ─ ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

3,762 40 1.7
平成21年６月～
平成22年10月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

─ ─ ─ ―

その他の有利子負債
　コマーシャルペーパー
　（１年内返済）

─ 11,500 0.8 ―

合計 10,082 23,943 ─ ―

(注) １　平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

　

１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金(百万円) 5 35 ─ ─

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年3月31日)

当事業年度
(平成20年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　　　　　(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,328 2,213

　２　受取手形 ※５ 328 167

　３　売掛金 ※１ 33,285 36,854

　４　有価証券 4,664 3,611

　５　製品 10,617 15,122

　６　原材料 8,090 10,334

　７　未着原材料 5,387 7,299

　８　貯蔵品 135 184

　９　前払費用 380 437

　10　繰延税金資産 1,051 1,371

　11　短期貸付金 3,996 －

　12　関係会社短期貸付金 499 1,996

　13　未収入金 861 1,051

　14　その他 738 580

　　　貸倒引当金 △ 4 △ 4

　　　流動資産合計 71,35946.1 81,22051.3

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※２

　　(1) 建物 14,043 13,391

　　(2) 構築物 3,655 3,374

　　(3) 機械装置 10,769 10,360

　　(4) 車両運搬具 19 18

　　(5) 工具・器具・備品 454 442

　　(6) 土地 17,727 17,683

　　(7) 建設仮勘定 455 174

　　　有形固定資産合計 47,12430.4 45,44428.7

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 1,443 912

　　(2) その他 80 79

　　　無形固定資産合計 1,5231.0 992 0.7

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 16,317 12,378

　　(2) 関係会社株式 11,831 12,688

　　(3) 関係会社出資金 6,417 6,491

　　(4) 関係会社長期貸付金 959 620

　　(5) 従業員貸付金 27 18

　　(6) その他 1,445 1,741

　　　貸倒引当金 △ 630 △ 426

　　　投資損失引当金 △ 1,535 △ 2,951

　　　投資その他の資産合計 34,83322.5 30,56219.3

　　　固定資産合計 83,48153.9 76,99848.7

　　　資産合計 154,841100.0 158,219100.0
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　 前事業年度
(平成19年3月31日)

当事業年度
(平成20年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　　　　　(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 ※１ 19,489 15,210

　２　関係会社短期借入金 4,057 3,882

　３　一年内返済長期借入金 － 3,000

　４　コマーシャルペーパー － 11,500

　５　一年内償還予定社債 5,000 －

　６　未払金 ※１ 8,218 6,882

　７　未払費用 2,605 1,979

　８　未払法人税等 1,283 150

　９　役員賞与引当金 52 51

　10　預り金 2,189 2,529

　11　その他 6 1,206

　　　流動負債合計 42,90227.7 46,39029.3

Ⅱ　固定負債

　１　社債 10,000 20,000

　２　長期借入金 3,000 －

　３　繰延税金負債 2,498 756

　４　退職給付引当金 513 －

　５　役員退職慰労引当金 844 1,026

　６　その他 389 346

　　　固定負債合計 17,24611.1 22,12914.0

　　　負債合計 60,14838.8 68,52043.3
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　 前事業年度
(平成19年3月31日)

当事業年度
(平成20年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　　　　 (純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 16,33210.5 16,33210.3

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 24,742 24,742

　　(2) その他資本剰余金

　　    自己株式処分差益 5 6

　　　　資本剰余金合計 24,74716.0 24,74815.7

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 3,611 3,611

　　(2) その他利益剰余金

　　　　配当引当積立金 1,200 1,200

　　　　別途積立金 40,780 41,900

　　　　繰越利益剰余金 3,932 1,660

　　　　利益剰余金合計 49,52332.0 48,37230.6

　４　自己株式 △ 229△ 0.1 △ 426△ 0.3

　　　株主資本合計 90,37358.4 89,02556.3

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

4,1722.7 1,3750.9

　２　繰延ヘッジ損益 146 0.1 △ 702△ 0.5

　　　評価・換算差額等合計 4,3182.8 672 0.4

　　　純資産合計 94,69261.2 89,69856.7

　　　負債純資産合計 154,841100.0 158,219100.0
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② 【損益計算書】
　

前事業年度
(自　平成18年4月 1日
　至　平成19年3月31日)

当事業年度
(自　平成19年4月 1日
　至　平成20年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※１ 162,621100.0 193,763100.0

Ⅱ　売上原価

　１　期首製品棚卸高 10,414 10,617

　２　当期製品製造原価 ※１ 112,551 149,941

　３　当期商品仕入高 10,270 11,904

　　　　合計 133,235 172,463

　４　他勘定へ振替高 ※２ 244 236

　５　期末製品棚卸高 10,876 15,433

　６　原材料評価損 0 322

　７　製品評価損 259 311

122,374122,37475.3 157,427157,42781.3

　　　売上総利益 40,24724.7 36,33518.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※２
※３
※４

33,70820.7 33,55017.3

　　　営業利益 6,5384.0 2,7851.4

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 37 73

　２　有価証券利息 252 240

　３　受取配当金 ※１ 611 963

　４　その他 412 1,3140.8 261 1,5370.8

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 50 81

　２　社債利息 220 254

　３　売上債権譲渡損 － 81

　４　棚卸資産処分損 ※２ 97 86

　５　為替差損 32 －

　６　その他 ※２ 223 624 0.4 200 704 0.3

　　　経常利益 7,2284.4 3,6181.9

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※５ 289 394

　２　投資有価証券売却益 2 836

　３　関係会社株式売却益 178 －

　４　貸倒引当金戻入益 － 469 0.3 207 1,4380.7
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前事業年度
(自　平成18年4月 1日
　至　平成19年3月31日)

当事業年度
(自　平成19年4月 1日
　至　平成20年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※６ 3 1

　２　固定資産除却損 ※７ 197 83

　３　投資有価証券売却損 0 －

　４　投資有価証券評価損 0 195

　５　関係会社株式売却損 － 399

　６　関係会社株式評価損 99 －

　７　関係会社出資金評価損 46 －

　８　会員権評価損 0 5

　９　貸倒引当金繰入額 240 －

　10　投資損失引当金繰入額 835 1,416

　11　環境対策費用 84 －

　12　前期損益修正損 ※８ 43 －

　13　抱合せ株式消滅差損 － 1,5490.9 421 2,5221.3

　　　税引前当期純利益 6,1483.8 2,5341.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

2,457 1,363

　　　法人税等調整額 486 2,9441.8 422 1,7860.9

　　　当期純利益 3,2032.0 748 0.4
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

１　原材料費 93,317 82.9 130,18686.8

２　労務費 3,315 2.9 3,706 2.5

３　経費 ※３ 15,918 14.2 16,048 10.7

　　当期製造総費用 112,551100.0 149,941100.0

　　当期製品製造原価 112,551 149,941

(注) 　１　原価計算の方法は、組別総合標準原価計算によっており、期末において実際原価との差額(原価差額)を売上原

価と製品に配賦調整しております。

　２　油脂の製造は、原料仕込みから製品までほぼ連続して行われるため、仕掛品勘定は設けておりません。

※３　経費の内訳は、次のとおりであります。

　摘要 前事業年度 当事業年度

　外注加工費 2,844百万円 3,352百万円

　委託作業料 2,885　〃 2,072　〃

　減価償却費 2,058　〃 2,308　〃

　修繕費 1,626　〃 1,662　〃

　水道光熱費 4,365　〃 4,610　〃

　その他 2,137　〃 2,042　〃

　計 15,918　〃 16,048　〃
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金

平成18年3月31日残高(百万円) 16,332 24,742 2 24,745 3,611

事業年度中の変動額

　利益処分による剰余金の配当

　剰余金の配当

　利益処分による役員賞与

　利益処分による別途積立金の積立

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 2 2

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － － 2 2 －

平成19年3月31日残高(百万円) 16,332 24,742 5 24,747 3,611

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

配当引当積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年3月31日残高(百万円) 1,200 38,180 4,761 47,752 △ 195 88,634

事業年度中の変動額

　利益処分による剰余金の配当 △ 691 △ 691 △ 691

　剰余金の配当 △ 691 △ 691 △ 691

　利益処分による役員賞与 △ 50 △ 50 △ 50

　利益処分による別途積立金の積立 2,600 △ 2,600 － －

　当期純利益 3,203 3,203 3,203

　自己株式の取得 △ 37 △ 37

　自己株式の処分 2 5

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － 2,600 △ 828 1,771 △ 34 1,738

平成19年3月31日残高(百万円) 1,200 40,780 3,932 49,523 △ 229 90,373

　
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) 5,289 － 5,289 93,924

事業年度中の変動額

　利益処分による剰余金の配当 △ 691

　剰余金の配当 △ 691

　利益処分による役員賞与 △ 50

　利益処分による別途積立金の積立 －

　当期純利益 3,203

　自己株式の取得 △ 37

　自己株式の処分 5

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 1,117 146 △ 971 △ 971

事業年度中の変動額合計(百万円) △ 1,117 146 △ 971 767

平成19年3月31日残高(百万円) 4,172 146 4,318 94,692

　

EDINET提出書類

日清オイリオグループ株式会社(E00428)

有価証券報告書

103/132



当事業年度(自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金

平成19年3月31日残高(百万円) 16,332 24,742 5 24,747 3,611

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　別途積立金の積立

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － － 0 0 －

平成20年3月31日残高(百万円) 16,332 24,742 6 24,748 3,611

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

配当引当積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年3月31日残高(百万円) 1,200 40,780 3,932 49,523 △ 229 90,373

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 1,900 △1,900 △1,900

　別途積立金の積立 1,120 △ 1,120 － －

　当期純利益 748 748 748

　自己株式の取得 △ 203 △203

　自己株式の処分 6 7

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － 1,120 △ 2,271 △1,151 △196 △1,347

平成20年3月31日残高(百万円) 1,200 41,900 1,660 48,372 △426 89,025

　
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年3月31日残高(百万円) 4,172 146 4,318 94,692

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △1,900

　別途積立金の積立 －

　当期純利益 748

　自己株式の取得 △203

　自己株式の処分 7

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△2,797 △848 △3,646 △3,646

事業年度中の変動額合計(百万円) △2,797 △848 △3,646 △4,993

平成20年3月31日残高(百万円) 1,375 △702 672 89,698
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社及び関連会社株式

　　　……移動平均法による原価法

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　……期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定)

　　　時価のないもの

　　　……移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社及び関連会社株式

同左

　　その他有価証券

同左　

　　　

　　　　　　

　　

　　

　　　

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　　デリバティブ……時価法

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

同左

３　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　製品……………総平均法による原価法

　　原材料…………先入先出法による低価法

　　未着原材料……先入先出法による低価法

　　貯蔵品…………総平均法による原価法

３　棚卸資産の評価基準及び評価方法

同左

４　固定資産の減価償却の方法

　　有形固定資産……定率法

　　　　　　　　　　ただし、建物(建物附属設備を含む)について

は定額法

　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

　　　　　　　　　　建物および構築物　 5年～50年

　　　　　　　　　　機械装置、車両運搬具および工具器具備品　　　

　　 4年～16年

　　無形固定資産……定額法

　　　　　　　　　　ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(5年)

に基づく定額法

　　長期前払費用……均等償却

４　固定資産の減価償却の方法

　　有形固定資産

同左

　

　

　

　

　

 

　　無形固定資産

同左

　

 

　　長期前払費用

同左

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により

円貨換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

６　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

６　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 投資損失引当金

　関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会

社の財政状態および回収可能性を勘案して必要額を

見積もって計上しております。

　(2) 投資損失引当金

同左

　(3) 役員賞与引当金

　役員の賞与の支払いに備えるため、当事業年度にお

ける支給見込額に基づき計上しております。

　(3) 役員賞与引当金

同左
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　 前事業年度
(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

　(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　過去勤務債務および数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(発生各年度における従業員の平均残存勤務年数)に

よる定額法により費用処理しております。

　なお、数理計算上の差異は、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

　(4) 退職給付引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金については、その支給にあてるた

め、当社支給内規に基づき算出した役員退職慰労金

に相当する額、全額を計上しております。

　(5) 役員退職慰労引当金

同左

７　リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

７　リース取引の処理方法
同左

８　ヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約については振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を採用しております。

８　ヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

同左

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約

取引

外貨建仕入債務および外貨建

予定仕入取引

商品先物

取引
外貨建予定仕入取引

金利スワップ

取引
社債等の利息

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

(ハ)ヘッジ方針

取締役会で定められたデリバティブ・商品先物取

引等管理規定に基づき、通常の事業活動における輸

入取引等に係る為替変動リスク、原料価格の相場変

動リスクおよび社債等の金利変動リスクについて、

必要な範囲内でヘッジすることを方針としておりま

す。

(ハ)ヘッジ方針
同左

　(ニ)ヘッジの有効性評価の方法

　　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相

場変動の累計とを比較し、ヘッジ対象とヘッジ手段

との間に高い相関関係が認められるかにより有効性

を評価しております。

(ニ)ヘッジの有効性評価の方法

同左

９　その他の財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

９　その他の財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

同左
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会計方針の変更

　
前事業年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

（役員賞与に関する会計基準）
　当事業年度から、「役員賞与に関する会計基準」（企業
会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第4
号）を適用しております。これにより、営業利益、経常利
益および税引前当期純利益がそれぞれ52百万円減少して
おります。

─────

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）
（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等
の一部改正）
　当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日
　企業会計基準第5号）および「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準
委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号) 
ならびに改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に
関する会計基準」（企業会計基準委員会　最終改正平成
18年8月11日　企業会計基準第1号）および「自己株式及
び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会　最終改正平成18年8月11日　企業
会計基準適用指針第2号）を適用しております。
　なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は94,546百
万円であります。
　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務
諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しておりま
す。
　前事業年度において、「資産の部」および「負債の部」
に含めて表示しておりました「繰延ヘッジ利益」および
「繰延ヘッジ損失」は、当事業年度から税効果調整後の
金額を「評価・換算差額等」の内訳科目の「繰延ヘッジ
損益」として表示することとしました。
　なお、前事業年度の「繰延ヘッジ利益」および「繰延
ヘッジ損失」について、当事業年度と同様の方法によっ
た場合の金額は、47百万円であります。

─────

───── （有形固定資産の減価償却の方法の変更）

　当事業年度から、法人税法の改正に伴い、平成19年4月1

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これにより、営業利益、経常利益および税引前当期純利

益はそれぞれ77百万円減少しております。
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追加情報

　
前事業年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

───── （有形固定資産の減価償却）

　法人税法の改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の5%に到達した事業年度の

翌事業年度より、取得価額の5%相当額と備忘価額との差

額を5年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

　これにより、営業利益が229百万円、経常利益および税引

前当期純利益が235百万円それぞれ減少しております。

　

表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

（損益計算書）

　前事業年度まで区分掲記していた営業外収益の保険金

収入（当事業年度34百万円）は、金額が僅少となったた

め、営業外収益の「その他」に含めて表示することに変

更しました。

（損益計算書） 

　前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて

おりました「売上債権譲渡損」は、重要性が増したため、

当事業年度において区分掲記することに変更しました。

　なお、前事業年度の営業外費用の「その他」に含まれて

おりました「売上債権譲渡損」は、56百万円であります。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年3月31日)
当事業年度

(平成20年3月31日)

※１　関係会社に関する項目

売掛金 17,832百万円

買掛金 7,597　〃

未払金 1,779　〃

※１　関係会社に関する項目

売掛金 20,004百万円

買掛金 8,037　〃

未払金 1,776　〃

※２ 減価償却累計額 64,308百万円※２ 減価償却累計額 67,083百万円

３　偶発債務は次のとおりであります。

(1) 銀行借入金等の保証

従業員 666百万円

大連日清製油有限公司 1,882　〃

上海日清油脂有限公司    15　〃

(1,000千中国元)

譲渡したリース契約に係る

リース債務者
0百万円

計 2,564百万円

３　偶発債務は次のとおりであります。

(1) 銀行借入金等の保証

従業員 623百万円

大連日清製油有限公司 1,607　〃

(12,600千米ドル)

　うち、連帯にて差入れしたもの151百万円(1,500

千米ドル)、その内当社負担割合に見合う額118

百万円(1,170千米ドル)

上海日清油脂有限公司 398百万円

(28,000千中国元)

その他 3百万円

計 2,632百万円

(2) 銀行借入金等の経営指導念書

日清物流㈱ 432百万円

大連日清製油有限公司 3,972　〃

(22,287千米ドルおよび86,449千中国元) 

　うち、連帯にて差入れしたもの2,869百万円

(13,024千米ドルおよび86,449千中国元)、その

内当社負担割合に見合う額2,515百万円

(11,415千米ドルおよび75,764千中国元)

計 4,405百万円

(2) 銀行借入金等の経営指導念書

大連日清製油有限公司 4,000百万円

( 39,529千米ドル) 

　うち、連帯にて差入れしたもの4,000百万円

(39,529千米ドル）、その内当社負担割合に見

合う額3,505百万円(34,643千米ドル)

 

計 4,000百万円

４　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行７行と当座貸越契約およびコミットメ

ントライン契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約およびコミッ

トメントライン契約に係る借入未実行残高等は次

のとおりであります。

当座貸越およびコミット

メントライン契約の総額
26,400百万円

　　借入実行残高 －

　　差引額 26,400百万円

４　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行７行と当座貸越契約およびコミットメ

ントライン契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約およびコミッ

トメントライン契約に係る借入未実行残高等は次

のとおりであります。

当座貸越およびコミット

メントライン契約の総額
26,400百万円

　　借入実行残高 －

　　差引額 26,400百万円

※５　当事業年度末日の満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が当事業年度末の残高に含

まれております。　　

受取手形 103百万円

─────
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

※１　関係会社に関する項目

売上高 76,070百万円

仕入高 70,321　〃

受取配当金 483　〃

※１　関係会社に関する項目

売上高 91,199百万円

仕入高 96,447　〃

受取配当金 803　〃

※２　他勘定へ振替額は製品勘定より下記科目へ振替え

た額であります。

販売費及び一般管理費中　広告費 133百万円

営業外費用中　　棚卸資産処分損 64　〃

営業外費用中　　　　　　その他 46　〃

　　　　　　　　　　　　　計 244　〃

※３　販売費と一般管理費の割合は、販売費が38.6％
　　　で一般管理費が61.4％であります。

販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

製品運賃および運搬費 7,583百万円

製品保管費 2,493　〃

販売促進費 2,802　〃

給料賃金 4,160　〃

賞与手当 1,633　〃

退職給付費用 41　〃

役員退職慰労引当金繰入額 156　〃

役員賞与引当金繰入額 52　〃

広告費 4,431　〃

減価償却費 1,707　〃

※２　他勘定へ振替額は製品勘定より下記科目へ振替え

た額であります。

販売費及び一般管理費中　広告費 145百万円

営業外費用中　　棚卸資産処分損 57　〃

営業外費用中　　　　　　その他 32　〃

　　　　　　　　　　　　　計 236　〃

※３　販売費と一般管理費の割合は、販売費が39.5％
　　　で一般管理費が60.5％であります。

販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

製品運賃および運搬費 7,602百万円

製品保管費 2,636　〃

販売促進費 2,812　〃

給料賃金 4,259　〃

賞与手当 1,324　〃

退職給付費用 145　〃

役員退職慰労引当金繰入額 234　〃

役員賞与引当金繰入額 51　〃

広告費 3,815　〃

減価償却費 1,625　〃

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は2,148百万円で

あります。

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は2,175百万円で

あります。

※５　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地 288百万円

その他 0　〃

計 289　〃

※５　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地 388百万円

その他 6　〃

計 394　〃

※６　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械装置 3百万円

その他 0　〃

計 3　〃

※６　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械装置 1百万円

その他 0　〃

計 1　〃

※７　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 27百万円

構築物 25　〃

機械装置 137　〃

工具・器具・備品 5　〃

その他 0　〃

計 197　〃

※７　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 4百万円

構築物 40　〃

機械装置 31　〃

工具・器具・備品 5　〃

その他 0　〃

計 83　〃

※８　前事業年度に実施した子会社の整理に伴って発生

した店舗売却益について、当事業年度において売

却先との間で売却額を修正する合意がなされたこ

とによるものであります。

─────
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年4月 1日　至　平成19年3月31日)
　

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 539,778 51,322 7,711 583,389
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　51,322株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　 7,711株

　

当事業年度(自　平成19年4月 1日　至　平成20年3月31日)
　

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 583,389 364,488 15,286 932,591
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　株式買取請求による増加　　　　    　 315,000株

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　49,488株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　  15,286株
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(リース取引関係)

　　　
前事業年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相当額

期末残高
相当額

機械装置
百万円

272
百万円

152
百万円

119

車両運搬具 331 153 178

工具・
器具・備品

605 269 336

合計 1,209 574 634

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額相当額

期末残高
相当額

機械装置
百万円

243
百万円

176
百万円

67

車両運搬具 303 156 146

工具・
器具・備品

532 293 239

合計 1,079 625 453

なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によっております。

なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によっております。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 239百万円

１年超 395 〃

合計 634 〃

なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有

形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、支払利子込み法によって

おります。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 207百万円

１年超 246 〃

合計 453 〃

なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有

形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、支払利子込み法によって

おります。

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 260百万円

減価償却費相当額 260　〃

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 229百万円

減価償却費相当額 229　〃
４　減価償却費相当額の算定方法　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法　

　同左
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(有価証券関係)

前事業年度(平成19年3月31日)

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

　

区分
貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

子会社株式 1,402 2,297 895

関連会社株式 236 1,005 768

合計 1,638 3,302 1,663

　

当事業年度(平成20年3月31日)

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

　

区分
貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

子会社株式 1,402 2,373 971

関連会社株式 1,730 1,800 70

合計 3,132 4,173 1,041

　

次へ
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年3月31日)
当事業年度

(平成20年3月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

①　流動の部

(繰延税金資産)

棚卸資産 24百万円

未払事業税 110〃

未払費用 1,024〃

その他 13〃

繰延税金資産合計 1,172〃

(繰延税金負債)

繰延ヘッジ利益 121百万円

繰延税金負債合計 121〃

繰延税金資産の純額 1,051〃

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

①　流動の部

(繰延税金資産)

棚卸資産 44百万円

未払事業税 50〃

未払費用 782〃

繰延ヘッジ損失 489〃

その他 13〃

繰延税金資産合計 1,380〃

(繰延税金負債)

繰延ヘッジ利益 9百万円

繰延税金負債合計 9 〃

繰延税金資産の純額 1,371〃

　

②　固定の部

(繰延税金資産)

関係会社株式 609百万円

関係会社出資金 330〃

その他投資 110〃

投資損失引当金 623〃

退職給付引当金 2,271〃

役員退職慰労引当金 343〃

その他 318〃

繰延税金資産小計 4,605〃

評価性引当額 △1,964〃

繰延税金資産合計 2,641〃

(繰延税金負債)

圧縮記帳積立金 986百万円

退職給付信託設定益 1,324〃

その他有価証券
評価差額金

2,822〃

その他 5〃

　繰延税金負債合計 5,139〃

　繰延税金負債の純額 2,498〃

　

②　固定の部

(繰延税金資産)

関係会社株式 822百万円

関係会社出資金 75〃

その他投資 111〃

投資損失引当金 1,198〃

退職給付引当金 2,029〃

役員退職慰労引当金 416〃

その他 302〃

繰延税金資産小計 4,957〃

評価性引当額 △2,505〃

繰延税金資産合計 2,452〃

(繰延税金負債)

圧縮記帳積立金 959百万円

退職給付信託設定益 1,324〃

その他有価証券
評価差額金

919〃

その他 5〃

　繰延税金負債合計 3,208〃

　繰延税金負債の純額 756〃

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に
損金に算入されない項目

4.1％

受取配当金等永久に
益金に算入されない項目

△1.3％

試験研究費特別控除 △1.5％

税効果未認識による差異 6.5％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

47.9％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に
損金に算入されない項目

16.1％

受取配当金等永久に
益金に算入されない項目

△3.7％

外国税額控除 △4.0％

試験研究費特別控除 △3.6％

税効果未認識による差異 23.8％

その他 1.7％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

70.9％
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(企業結合等関係)

　　前連結会計年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日） 

　　該当事項はありません。

　　当連結会計年度（自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日） 

　　連結財務諸表「注記事項(企業結合等関係)」に記載しているので、注記を省略しております。

　

(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

１株当たり純資産額 548.13円 520.27円

１株当たり当期純利益 18.54円 4.34円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

－ 円 － 円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載しておりません。

（追加情報）

　当事業年度から、改正後の「１株当

たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　最終改正平

成18年1月31日　企業会計基準第２

号）および「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会　最終改正平成18

年1月31日　企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。

　なお、前事業年度と同様の方法によ

り算定した当事業年度の１株当たり

純資産額は、547.28円となります。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載しておりません。

─────

　 (注)　算定上の基礎は以下のとおりであります。
　
　　　　　１．１株当たり純資産額

前事業年度末
(平成19年3月31日)

当事業年度末
(平成20年3月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額

(百万円)
94,692 89,698

普通株式に係る純資産額(百万円) 94,692 89,698

普通株式の発行済株式数(千株) 173,339 173,339

普通株式の自己株式数(千株) 583 932

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数(千株)
172,755 172,406

　　　　　２．１株当たり当期純利益

前事業年度
(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 3,203 748

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,203 748

普通株式の期中平均株式数(千株) 172,779 172,612

　

(重要な後発事象)
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前事業年度
(自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日)

当事業年度
(自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日)

連結財務諸表の注記事項として記載しているため、省略

しております。

─────
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

　(その他有価証券)

　　㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 2,638,260 2,268

　　三菱商事㈱ 493,438 1,485

　　キッコーマン㈱ 884,514 1,083

　　雪印乳業㈱ 1,317,673 384

　　㈱菱食 191,835 361

　　㈱日清製粉グループ本社 312,507 332

　　㈱みずほフィナンシャルグループ　優先株 300 300

　　Ｊ．フロント　リテイリング㈱ 420,000 267

　　丸紅㈱ 330,750 240

　　住友商事㈱ 157,223 206

　　その他１１７銘柄 6,259,763 2,870

　その他有価証券計 13,006,264 9,800

投資有価証券計 13,006,264 9,800

計 13,006,264 9,800
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【債券】

　

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)

　(その他有価証券)

　　米国財務省短期証券(千米ドル) 33,000 3,294

　その他有価証券計 3,294

有価証券計 3,294

(投資有価証券)

　(その他有価証券)

　　BTMユーロ円建期限付劣後債 200 197

　　Eksportfinans ASAユーロ円債 300 252

　　UBS AG Jersey Branchユーロ円債 300 258

　　コミュナルクレディット・オーストリア
    銀行ユーロ円債

300 248

　　第12回三菱ＵＦＪフィナンシャル・
　　グループ社債

200 201

　　第１回みずほコーポレート銀行社債 200 202

　　第12回トヨタファイナンス社債 200 199

　　Kommunalbanken AS米ドル債
    (千米ドル）

2,000 171

　　その他(１銘柄) 100 100

　　その他(１銘柄)（千米ドル） 1,000 102

　その他有価証券計 1,933

投資有価証券計 1,933

計 5,228
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【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)

　(その他有価証券)

　　プライム・インカム・ファンド
　　SeriesⅠ

50,000口 317

　その他有価証券計 317

有価証券計 317

(投資有価証券)

　(その他有価証券)

　　ＳＧ償還時元本保証型ファンド 　5,000口 49

　　ファンドＣＥＯ 20,000口 94

　　三井トラストホールディングス
　　優先出資証券

500株 500

　その他有価証券計 643

投資有価証券計 643

計 961
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

建物 29,518 115 285 29,34815,957 668 13,391

構築物 12,346 188 149 12,3859,011 427 3,374

機械装置 47,4921,660 161 48,99138,6312,05210,360

車両運搬具 87 5 0 93 74 6 18

工具・器具・備品 3,804 182 135 3,850 3,408 187 442

土地 17,727 － 44 17,683 － － 17,683

建設仮勘定 455 1,115 1,397 174 － － 174

有形固定資産計 111,4333,268 2,174112,52767,0833,34345,444

無形固定資産

ソフトウェア 3,611 59 352 3,318 2,405 590 912

その他 87 － 0 87 8 0 79

無形固定資産計 3,699 59 352 3,406 2,414 591 992

長期前払費用 861 355 404 812 281 218 531

(注) １　当期増加額の主なものは以下のとおりであります。

        　　有形固定資産　機械装置　横浜磯子工場精製設備増強　　764百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　横浜磯子工場食品設備増強　　208百万円

２　日清コスモフーズ株式会社との合併による増加資産は以下のとおりであります。

        　　有形固定資産　機械装置　大豆たん白製造設備　　　　　　6百万円
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金
(流動資産控除)

4 3 － 3 4

貸倒引当金
(投資その他の資産控除)

630 － － 204 426

投資損失引当金 1,535 1,416 － － 2,951

役員賞与引当金 52 51 52 － 51

役員退職慰労引当金 844 234 52 － 1,026

(注) １　貸倒引当金(流動資産控除)の当期減少額(その他)は、洗替額であります。

２　貸倒引当金(投資その他の資産控除)の当期減少額(その他)は、日清コスモフーズ株式会社吸収合併による取崩

額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(1) 貸借対照表の内容

Ａ　流動資産

１　現金及び預金の内訳

　

区分 金額(百万円)

普通預金 95

当座預金 2,117

合計 2,213

　

２　受取手形の相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

東振化学㈱ 118

大同化学工業㈱ 44

エバラ食品工業㈱ 2

㈱多田商店 1

その他 0

計 167

　

受取手形の期限別内訳

　

期限 金額(百万円)

平成20年４月中期限 136

　 〃　 ５月　〃 15

　 〃　 ６月　〃 15

計 167
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３　売掛金の相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

三菱商事㈱ 8,557

日清商事㈱ 3,894

丸紅㈱ 3,486

全国農業協同組合連合会 1,896

幸商事(株) 1,609

その他 17,412

計 36,854

　

期首残高Ａ(百万円) 33,285

期中総売上高Ｂ(百万円) 223,204

現金回収高Ｃ(百万円) 217,932

手形回収高Ｄ(百万円) 1,703

期末残高Ｅ(百万円) 36,854

回収率
Ｃ+Ｄ

×100(％)
Ａ+Ｂ

85.6

滞留状況

(Ａ＋Ｅ)

２

(Ｂ)

366

57.5

(注) １　損益計算書記載の売上高は、上記期中総売上高から割戻金等を控除した金額であります。

２　期中総売上高には消費税等が含まれています。

　

４　製品の内訳

　

製品区分 内容 数量(トン) 金額(百万円)

家庭用食品
サラダ油、キャノーラ油、健康オイル、オリーブ油、ごま油、調
味油、贈答用詰合セット等

9,673 2,791

業務用食品及び油脂
サラダ油、白絞油、キャノーラ油、大豆油、菜種油、ごま油、綿実
油、サフラワー油、亜麻仁油、パーム油、加工油脂、機能性油、硬
化油、脂肪酸、マーガリン、ショートニング等

51,544 7,725

油粕及び穀類 大豆粕、菜種粕、亜麻仁粕、食品大豆等 70,521 2,711

ヘルシーフーズ及び
大豆蛋白

ドレッシング・マヨネーズ類、治療関連食品、生活習慣病対策
の特定保健用食品、大豆たん白、大豆食品、機能性食品等

2,106 457

ファインケミカル
化粧品・トイレタリー原料、化学品、中鎖脂肪酸油、レシチン、
トコフェロール等

2,225 1,436

計 136,070 15,122
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５　原材料及び未着原材料の内訳

　

摘要 数量(トン) 金額(百万円)

各種製油原料(大豆・菜種・亜麻仁等)既着分 146,600 10,334

各種製油原料(大豆・菜種・亜麻仁等)未着分 110,065 7,299

計 256,665 17,634

　

６　貯蔵品の内訳

　

摘要 金額(百万円)

予備品類(機械部品等) 16

油容器類(缶・瓶・ポリ容器等) 168

計 184

　

Ｂ　固定資産

１　関係会社株式

　

銘柄 金額(百万円)

子会社株式

INTERCONTINENTAL SPECIALTY FATS SDN.BHD7,109

攝津製油㈱ 1,402

もぎ豆腐店㈱ 522

SOUTHERN NISSHIN BIO-TECH SDN.BHD345

㈱NSP 237

その他(13社) 493

計 10,110

関連会社株式

㈱ピエトロ 1,493

統清股フン有限公司 535

和弘食品㈱ 184

㈱日清商会 180

沖縄製油㈱ 105

その他(5社) 80

計 2,578

合計 12,688
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Ｃ　流動負債

１　買掛金の相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

三菱商事㈱ 4,464

丸紅㈱ 3,243

全国農業協同組合連合会 1,746

東洋製罐㈱ 694

太洋物産㈱ 650

その他 4,413

計 15,210

　

２　未払金の内訳

　

摘要 金額(百万円)

特約店他割戻金 2,299

製造経費 1,142

広告料 803

設備 416

運賃及び運搬費並びに保管諸掛等 669

その他 1,553

計 6,882

　

Ｄ　固定負債

１　社債

　

摘要 金額(百万円)

第３回無担保社債 5,000

第４回無担保社債 5,000

第５回無担保社債 10,000

計 20,000

　

(3) 【その他】

当該事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、１株券および100株券未満の
株式につきその株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

　  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき105円ならびに印紙税相当額およびこれに係る消費税額等を加算した金額

　　株券喪失登録に伴う
　　手数料

１　喪失登録 １件につき 9,030円(消費税額等を含む)
２　喪失登録株券 １枚につき 525円(消費税額等を含む)

単元未満株式の買取り・
買増し

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店および全国各支店

　　買取・買増手数料
株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額およびこれに係る消費税
額等の合計額

公告掲載方法
電子公告といたします。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
公告をすることができない場合は、東京都において発行する日本経済新聞に掲載いた
します。

株主に対する特典
毎年3月31日現在、1,000株以上を所有する株主に対して、3,000円相当の当社製品を贈
呈しております。

（注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を

　　　定款で定めております。

　　　　会社法第189条第2項各号に掲げる権利

　　　　会社法第166条第1項の規定による請求をする権利

　　　　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

　　　　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書
    及びその添付書類

事業年度
(第135期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月27日
関東財務局長に提出

(2) 半期報告書 (第136期中) 自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月21日
関東財務局長に提出

(3) 発行登録取下届出書 平成19年９月21日
関東財務局長に提出

(4) 発行登録書
　　及びその添付書類

平成19年９月21日
関東財務局長に提出

(5) 訂正発行登録書 平成19年６月27日
平成19年12月21日
関東財務局長に提出

(6) 発行登録追補書類
　　及びその添付書類

平成19年９月６日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

　

日清オイリオグループ株式会社

取 締 役 会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　野　　眞　　一　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　　本　　貴　　子　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日清オイリオグループ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日清オイリオグループ株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月26日

　

日清オイリオグループ株式会社

取 締 役 会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　野　　眞　　一　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　　本　　貴　　子　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日清オイリオグループ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ

・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日清オイリオグループ株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

日清オイリオグループ株式会社

取 締 役 会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　野　　眞　　一　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　　本　　貴　　子　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日清オイリオグループ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第135期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日清オイリオグループ株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月26日

日清オイリオグループ株式会社

取 締 役 会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　野　　眞　　一　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　　本　　貴　　子　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日清オイリオグループ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第136期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日清オイリオグループ株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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